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はじめに

我が国は、現在、国・地方とも財政状況の悪化、少子高齢化及び人口減少の

急速な進展、長引く景気の低迷など、極めて厳しい状況に直面しています。し

かし、一方で、大量退職時代を迎えた団塊の世代をはじめとして、環境に恵ま

れた地方への移住または地方との交流を希望する方々も増えています。

このような中で、地方公共団体では、人口減少社会における地域の振興に資

するため、移住 ・交流の促進に向けた様々な取組が広がっています。そのため

の方策のーっとして、最近「空き家バンクJが注目されています。空き家パン

クとは、収集した空き家物件情報を地方公共団体のホームページ上等で提供す

るための仕組みのことです。しかし、現在の空き家パンクの運営については、

物件の登録件数の伸び悩み、需要と供給のミスマッチ等の様々な課題もあるよ

うです。

こうした状況を踏まえ、(財)地域活性化センターは、この度「空き家バンク

を活用した移住 ・交流の促進」をテーマとする調査研究を行いました。これは、

移住・交流希望者向け住宅情報の提供形態の一つである空き家パンクについて

全国の取組の実態等を把握するとともに、移住 ・交流の促進に資する効果的な

空き家パンクのあり方について検討することをねらいとするものです。

本報告書では、まず全国の空き家ノくンクの現状と課題を明らかにするため、

都道府県及び市区町村の実態アンケート調査の結果をまとめています。次に、

先進的な空き家パンクの取組を紹介するため、アンケート調査をもとに抽出し

た移住の実績のある 6つの地域の空き家ノ〈ンクの現地調査の結果を記述してい

ます。さらに、移住 ・交流希望者向け物件等に特化して情報提供 ・仲介等を行

っている民間企業の取組から今後の取組への示唆を得るため、ヒアリングによ

る事例調査の結果をまとめています。加えて、移住・交流に関心のある都市住

民の方々のニーズを把握するため、首都圏でのインターネットアンケートの結

果をまとめています。最後に、以上の結果を踏まえ、移住 ・交流の促進に資す

る効果的な空き家バンクのあり方の検討の結果を載せています。

この調査研究を進めるにあたりましては、地方公共団体に対するアンケート

調査の実施 ・分析、民間事業者に対するヒアリングの実施及びインターネット

アンケート調査の実施 ・分析について株式会社日本総合研究所の協力を得まし

た。また、地方公共団体に対するアンケート調査の調査票の設計及び現地調査

の実施に際しては、移住 ・交流推進機構 (J0 I N)の協力を得ました。

本報告書が、地方公共団体の方々をはじめ、関係者の皆様の参考になり、一

層の移住 ・交流の促進につながれば幸いに存じます。

最後になりましたが、本報告書の作成にあたりましてご協力いただきました

皆様方に厚く御礼を申し上げます。

平成22年3月

財団法人地域活性化センター

理事長石田直裕
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序章 調査研究の目的及び方法並びに結果概要

1 .調査研究の目的

財政状況の悪化、進行する少子高齢化及び人口の減少、長引く景気低迷など、地方を取

り巻く環境は一層厳しくなっている。こうした中で、個性豊かで活力に満ちた地域社会を

実現するには、自らの創意工夫を凝らした地域活性化施策を進めていくことが必要になる。

そうした地域活性化施策のーっとして、地方公共団体では、人口減少社会における地域

の振興に資するため、様々な移住・交流促進施策の取組が広がっている。これについては、

大量退職時代を迎えた団塊の世代をはじめとして、地方への移住希望者及び地方との交流

希望者が増えていることが背景にある。

この移住 ・交流促進施策を進める地方公共団体の中には、移住 ・交流希望者の住宅確保

の支援等のため、その区域内に所在する空き家等の住宅に関する情報を収集し、提供して

いるところが増加している。具体的には、いわゆる「空き家パンクJを構築し、物件情報

を提供するところが増えつつある。空き家ノくンクとは、 一言でいえば、収集した空き家物

件情報を地方公共団体のホームページ上等で提供するための仕組みのことをしづ。後述の

地方公共団体を対象とする実態アンケート調査では、これを行政が地元住民から住宅の空

き室 ・空き家に関する情報提供等を受けるなど、移住 ・交流者向けの物件情報を収集 ・蓄

積し、ウェブサイト等でそれらの物件情報を公開するとともに、必要に応じて仲介支援を

行うことにより、移住 ・交流者及び希望者の円滑な住宅確保を支援するものと定義してい

る。ここでいう行政には、第3セクターまたは他の地方公共団体との連携によるものを含

んでいる。また、地元住民とは、地元の土地 ・建物所有者等のことをいう。さらに、仲介

支援とは、媒介業務を担う不動産業者との連絡 ・調整等のことをいう。

こうした空き家ノくンクの普及が進む一方で、実際の空き家ノくンクの運営においては、登

録物件数の伸び悩み、移住 ・交流希望者が求める住宅情報と空き家パンクが提供する住宅

情報のミスマッチ等の課題も見受けられる。その結果、空き家パンクを開設する地方公共

団体の中には、それを必ずしも移住 ・交流者の増加等の効果に結びつけられていない現状

も散見される。

この調査研究は、移住 ・交流希望者向け住宅情報の提供形態の一つである空き家パンク

について全国の取組の実態等を把握するとともに、移住 ・交流の促進に資する効果的な空

き家パンクのあり方について検討することをねらいとするものである。
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2.調査研究の方法
調査研究の方法については、下図の流れのとおりである。まず全国の空き家ノくンクの現

状と課題を明らかにするため、 地方公共団体を対象に空き家パンクについての実態アンケ

ート調査を行い、全国的な取組の進捗状況、 取組の内容、抱えている課題等を広範囲に把

握した。次に、先進的な空き家ノ〈ンクの取組を紹介するため、実体アンケー ト調査に回答

した地方公共団体の中からその事例を抽出し、取組の実態をより詳細に把握する ヒアリン

グ調査を実施した。また、民間企業の中には移住 ・交流希望者向け物件等に特化して情報

提供を行い、独自にビジネスと して成立させている企業もあり、その取組から今後の空き

家パンクの取組への示唆を得るため、 ヒアリングによる事例調査を行った。

こうした空き家パンクの運営者側の視点による調査に加え、移住 ・交流に関心のある都

市住民の方々のニーズを把握するため、空き家パンクの利用者側の視点による調査として

首都圏の都市住民を対象とするニーズ調査も実施した。

最後に、以上の基礎調査の結果をもとに、移住 ・交流の促進に資する効果的な空き家パ

ンクのあり方について検討し、その結果を記述している。

1. 全毘の地方公共団体への実態調査

0全国の地方公共団体を対象にアンケート調査を実施する。

0主な調査内容

①移住・交流促進施策の状況

②住宅情報の収集・提供の状況

③空き家パンヲの概要と活用状況

④空き家情報の収集から契約前後の段階別取り組み肉容

⑤段階別の課題と対応策

⑥地元不動産業者.NPO等との連機

⑦空き家パンヴ以外の移住・交流促進施策と連機実態

2 好事例の実態調査(現地積査)

O全国の地方公共団体を対象とした実態アンケート調査結果
の中から好事例の抽出を行い、取組の実態をより詳細に把
握するため、当該団体に対するヒアリング調査を実施する。

0主な調査項目

①移住・交流の取組

-背景、取組の内容、成果、今後の課題

②空き家パンクの運営 (背景、取組)

-開設の背舞、 取組の肉容、成果、今後の課題

列調査3. 民間企業の事

O移住・交流希望者向け物件等に特
報提供を行い、独自にビジネスと
事業者に対してヒアリング調査を

4.都市住民のニーズ調査

O主な調査内容

①移住・交流希望者の住宅に対す

②情報収集・提供の内容・方法

③空き家パンウの今後の方向性

じして継続的に情 0移住・交流、二地
て成立させている

民に対し、イン告ー
'施する。

0主な調査肉容

戸一一→ ‘一一ーーーー ①空き家パンク
るニーズ

②空き家パンク

③空き家パンク

5. 効果的な空き家パンクのあり方検討

0アンケート調査、現地調査等の結果を踏まえて、効果的な
空き家パンクのあり方についての検討結果を取りまとめる。

2 

域居住に関心がある都内在住の住
ネットアンケート調査を実施する。

の認知度

の活用または非活用理由

の利用促進に向けて望まれる施策



3.調査研究の結果の概要
( 1 )基礎調査の結果の概要

この調査研究では、空き家ノ〈ンクについて全国の取組の実態等を把握するため、様々

な視点から基礎調査を行った。その結果の概要は、以下のとおりである。

|基礎調査1 全国の地方公共団体への実態アンケー卜調査|

全国の空き家ノ〈ンクの現状と課題を明らかにするため、都道府県及び市町村(特別区

を含む。以下同じ。)を対象に、移住 ・交流促進施策への取組状況、空き家ノくンクの開設

の有無、具体的な取組内容、課題等についての実態を把握した。ここでいう空き家ノ〈ン

クとは、行政が地元住民から住宅の空き室 ・空き家に関する情報提供等を受けるなど、

移住 ・交流者向けの物件情報を収集 ・蓄積し、ウェブサイト等でそれらの物件情報を公

開するとともに、必要に応じて仲介支援を行うことにより、移住 ・交流者及び希望者の

円滑な住宅確保を支援するものをいう。主要な調査結果は、次のとおりである。

10 回答のあった地方公共団体のうち移住・交流促進施策を実施している割合は、市町村で
39.3%、都道府県で 87.5%である。

:0 移住・交流促進施策を実施している地方公共団体の中で空き家パンクを実施している割 i
合は、市町村で 54.4%、都道府県で 25.7%である。

o空き家パンクへの物件登録件数は、10件未満が6割以上を占める(平成21年8月現在)。
o空き家パンクでの累計成約件数Ij:、 10件未満が 7割弱を占める(市町村運営の場合)

|基礎調査2 先進的な空き家パンクの現地調査|

先進的な空き家ノ〈ンクの取組を紹介するため、全国の地方公共団体への実態アンケー

ト調査をもとに抽出した移住 ・交流の実績のある 6つの地域の空き家ノくンクを対象にそ

の運営主体等の現地調査を行い、それぞれの取組の実態をより詳細に把握した。6つの

地域とは、岩手県遠野市、茨城県県北地域、山梨県山梨市、広島県呉市、島根県江津市

及び島根県雲南市をいう。ここでは、これらの各地域の空き家パンクの取組の内容につ

いて下記の6つの項目ごとに記述した。

①空き家情報の収集:地域内の物件掘り起こし ・空き家パンクへの登録促進

②空き家物件の情報発信:空き家パンクの認知度向上

l;一一一一一掲載物件と希望者のマッチング:希望者への柔軟かっきめ細やかな対応

⑤契約手続き:円滑な契約手続きの実施支援 ! 

@契約後のフォロー:移住者と地域住民との烹町黒洋二期域二ごり湾りj会長0)F9滑化……… .J
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|基礎調査3 民間企業の事例調査|

移住 ・交流希望者向け物件等に特化し、ビジネスとして継続的に'情報提供等を行って

いる民間企業の取組から今後の空き家ノミンクの取組への示唆を得るため、ヒアリングに

よる事例調査を行った。そして、その結果を地方公共団体等が運営する空き家パンクの

今後のあり方に対する 4つの示唆として取りまとめた。

O 空き家の物件化を促す取組が求められている。
O 未使用の空き家は「眠っている宝」としづ認識の下、有効活用策を検討する。
O 提供する物件情報は、「不動産情報」から「生活情報」に高めることが求められる。

o 穿三一家対策長('~~ …集落山支点字清烹三三三千三三f…り維持:課題解iJçO)視点も烹りらたも…J

|基礎調査4 都市住民のニーズ調査|

移住 ・交流に関心のある都市住民の方々のニーズを把握するため、東京都在住の都市

住民の方々を対象に、インターネットアンケートによる調査を行った。これにより、空

き家ノ〈ンクの認知度、空き家ノ《ンクの活用または非活用の理由、空き家ノ〈ンクの活用促

進に向けた要望等を把握した。主要な調査結果は、次のとおりである。

fδ移住・二地域居住に関心のある人のうち空き家パンクを認記してい山る人は、 2割弱であ
る。

O 空き家パンクは、移住・ 二地域居住をテーマとした新聞記事 ・雑誌 ・書籍等、自治体の
ホームページ、それ以外の移住 ・二地域居住をテーマとしたホームページ等を通じて認

知されている。

O 空き家パンクを活用する主な理由は、自治体等の公的機関が運営することに対する信頼
性、様々な情報を一元的に入手可能であるという利便性があげられる。

O 空き家パンクに望まれる施策 ・サービスは、物件情報の内容の充実、物件の位置を図示

したマップの提供、地域の/レールや慣習(決まりごと)の十分な説明の 3点が多い。

(2)効果的な空き家パンクのあり方

上記の基礎調査の結果をもとに、この調査研究では、移住 ・交流の促進に資する効果

的な空き家パンクのあり方について検討を行った。検討結果のポイントは、以下のとお

りである。

kむ 空き家パンクに対する認知度の向上|
都市住民のニーズ調査の結果を見ると、都市部在住の移住 ・二地域居住に関心のある

人の間で空き家ノくンクの認知度は低く、移住 ・二地域居住のための物件をインターネッ

ト等で探した経験のある人の間でも、大半の人が空き家パンクを認知していない。移

住 ・交流の促進に資するためには、今後空き家ノくンクが物件情報収集の有効な手段とし

て多くの人に認知されるよう、効果的な情報発信を行うことが求められる。
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同む 空き家パンクを支える取組の充実|

移住 ・交流の促進に資するには、空き家ノ〈ンクが活用されることが必要であり、この

ためには、空き家ノくンクに登録・掲載される内容の充実はもちろん、それを支える取組

の充実が必要である。そこで、物件情報の収集から移住後のフォローまでのそれぞれの

段階において、空き家パンクを支えるきめ細かな対応が求められる。

KF空き家パンクと他の関連施策との連携|
移住 ・交流の促進に資する成果をあげるには、空き家パンクの登録物件の確保、移住

希望者の移住後の仕事への配慮、等が必要である。このため、空き家ノくンクと他の関連行

政施策との連携を図ることが求められる。

臨 空き家パンクの運営主体と関係機関との連捌

移住・交流の促進に資するよう空き家ノくンクを円滑かつ効果的に運営していくために

は、宅地建物取引業協会、観光協会等の事業者団体、移住 ・交流を目的として活動して

いるNPO、近隣の市町村等との連携を図ることも求められる。

低 空き家パンクに関する庁内の実施体制の充実|

地方公共団体に対する実態アンケート調査の結果を見ると、空き家ノ《ンクの開設後の

累計成約件数は、移住希望者に対するきめ細かい対応や地域住民の受入意識の醸成とい

った取組を行っている団体ほど多くなる傾向にある。一方で、このような取組を実施す

ることができている地方公共団体は、総じて内部の実施体制が充実しているという傾向

にある。また、前述のとおり移住 ・交流の促進に資する成果をあげるには、空き家パン

クと他の関連施策との連携も必要である。

そこで、空き家パンクについては、行政内部の実施体制の充実を図ること、そのため

に各施策を所管する部署同士が連携を取りやすい体制を構築することも求められる。
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第1章 全国の地方公共団体への実態アンケート調査

この調査研究では、まず全国の空き家ノ《ンクの現状と課題を明らかにするため、都道府

県及び市町村に対して実態アンケー ト調査を行い、移住・交流促進施策の実施状況のほか、

空き家ノ〈ンクの開設の有無、その具体的な取組内容、課題等についての実態を把握した。

1 .調査概要

( 1 )実施概要

この実態アンケート調査は、全国の地方公共団体(平成21年 9月 1日時点の 47都道

府県、1，799市町村)を対象に実施した。実施概要は、次のとおりである。

調査対象

調査期間

配布 ・回収

送付・回収数

調査事項

全国の地方公共団体 (47都道府県、 1，799市町村)

※平成21年 9月 1日時点の地方公共団体

平成21年 9月 1日-----9月 29日

【移住 ・交流推進機構 (JOIN)の会員の場合】

調査票を電子メールにより送付及び回収

【移住 ・交流推進機構 (JOIN)の会員でない場合]

調査票を郵便により送付及び回収

[送付数 1.846件 (都道府県47、市町村 1，799)

【回収数 1，184件 (都道府県40、市町村 1，144)

[回収率 64.1% (都道府県 85.1%、市町村 63.6%)

調査事項は、以下のとおり I-----IIIの計3ブロックで計20項目である。

I 移住 ・交流の促進に関する現在の実施状況

問1 移住 ・交流促進施策の実施状況

問2 移住 ・交流促進施策の開始時期

問3 移住 ・交流促進施策の検討体制・ 実施体制

問4 移住 ・交流促進施策として現在実施している具体的内容

問5 移住 ・交流促進施策の効果 ・実績

問6 移住 ・交流促進施策の今後の実施方針

11 空き家パンク」の実施状況

問 7 空き家パンクの現在の実施状況及び今後の実施方針

問8 空き家ノくンクの運営主体

皿 「空き家パンクJの具体的な取り組み内容

【Al空き家ノくンクの概要に関する事項

間9 空き家ノ〈ンクの名称

問 10 空き家ノくンクの開始時期

問 11 空き家パンクでの取り扱い物件
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問12 空き家ノ〈ンクの活用実績

(登録実績、 問い合わせ ・相談実績、成約実績)

問 13 空き家ノ〈ンクを通じた物件成約者の傾向

[B 1物件情報の収集に関する事項

問14 空き家パンクに登録する物件の収集方法

問15 空き家ノ〈ンクに登録するか否かに関する事前審査

[c 1物件情報の提供に関する事項

問 16 空き家ノくンクの物件情報の提供相手(ターゲット)

問 17 空き家パンクに登録されている物件情報の提供方法

問 18 空き家ノくンクで情報提供している具体的内容

[D 1空き家パンクの運営に関する事項

問19 空き家パンクの運営における課題(段階別)

問20 空き家ノくンクの利用促進に向けた取り組み内容

(2)調査結果のまとめ

今回行った全国の地方公共団体に対する実態アンケート調査結果をまとめると、次の

とおりである。

ア 移住・交流促進について

移住 ・交流促進施策とは、次のような施策をいう。それは、他地域での移住交流説

明会 ・相談会等の実施、 PRパンフレット ・ポスター等の媒体の作成、移住 ・交流体

験プログラムの実施、地元住民による移住交流サポーター ・推進員の設置、「空き家パ

ンク」を活用した移住 ・交流希望者の住宅確保支援等である。こうした移住 ・交流促

進施策の取組状況は、次のとおりである。

施策の実施状況 O 移住 ・交流促進施策については、回答した地方公共団体のうち市町

村では 39.3%が実施し、都道府県では 87.5%が実施している。

施策の開始時期 O 開始時期については、市町村及び都道府県のいずれも、 2005年以降

の開始が約 7割(市町村 70.2%、都道府県 71.4%)を占めている。

施策の実施体制 O 行政内部の推進体制については、 市町村では、担当職員(兼任)を

配置する割合が 85.3%で最も多く、専門部署を設置する割合は 7.3%

である。都道府県では、専門部署を設置する割合が市町村より多く 、

25.7%である。

O 行政以外の主体との協議会については、市町村では 40.0%が設置ま

たは参加し、都道府県では 62.9%が設置または参加している。設置

または参加の時期は、移住 ・交流促進施策の開始時期と同様 2005

年以降が大半を占めている。
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具体的取組内容 o PR及び情報発信の取組では、ウェブサイトの設置は、市町村及び
都道府県とも実施割合が高い。しかし、説明会 ・セミナ一等の実施、

パンフレッ ト・ポスター等の媒体の作成は、都道府県では実施割合

が高いものの (9割弱)、市町村では実施割合が低くなっている。

O その他の取組では、移住 ・交流の相談窓口及び案内人の設置が都道

府県で進んでおり、都道府県では 80.0%が設置している。一方、市

町村では 47.1%にとどまる。他方で、不動産情報提供(物件の紹介、

不動産業者の紹介等)の実施は、都道府県よりも市町村の方が進ん

でいる(市町村62.4%、都道府県 54.3%)。

施策の効果 O 施策の効果として、「移住 ・交流者数が増加傾向にある」と回答した

団体の割合は、市町村が 29.8%、都道府県が 51.4%である。

今後の実施方針 O 今後について「積極的に実施していく方針」と回答した団体は、市

町村が 44.2%、都道府県が 65.7%である。

イ 空き家パンクについて

(ア)空き家ノくンクの実施概要

「空き家ノくンク」とは、行政が地元住民から住宅の空き室・空き家に関する情報

提供等を受けるなど、移住 ・交流者向けの物件情報を収集・蓄積し、ウェブサイト

等でそれらの物件情報を公開するとともに、必要に応じて仲介支援を行うことによ

り、移住・交流者及び希望者の円滑な住宅確保を支援するものをいう。空き家ノ〈ン

クの実施の有無、運営主体、活動実績等の取組の概要については、以下のとおりで

ある。

[A]空き家ノ《ンクの概要に関する事項

実施状況 O 移住 ・交流促進施策を実施している地方公共団体の中で現在空き家ノく

ンクを開設している割合は、市町村では 54.4%、都道府県では 25.7%

である。市町村については、今後実施する計画のある団体が 13.8%で

ある。

運営主体 O 運営主体は、市町村では 87.3%が単独実施である。一方、都道府県で

は単独実施は22.2%にとどまり、市町村等との連携による実施が 33.3%

を占める。

名称 O 名称は、「空き家パンク(制度)J、「空き家情報バンク(制度)J及び「空

き家情報登録制度」が多い。また、地方公共団体名を官頭に組み合わ

せる例も多い。

開設時期 O 空き家パンクの開設時期は、市町村及び都道府県ともに 2005年以降が

大半を占める(市町村 85.7%、都道府県 66.7%)。

取扱物件 O 土地については、市町村及び都道府県ともに 5割強(市町村 55.5%、
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活用実績

都道府県55.6%)が賃貸及び売買の両方の形態で取り扱う一方で、「取

扱無し」との回答もそれぞれ3割強(市町村31.4%、都道府県 33.3%)

を占める。

O 建物については、市町村及び都道府県ともに 9割弱(市町村 86.5%、

都道府県 88.9%)が賃貸及び売買の両方の形態で、取扱っている。「取扱

無し」との回答は、それぞれ 1割未満(市町村 4.1%、都道府県 0%)

である。

物件登録 10登録件数に対する空き家ノくンク担当者の実感としては、

市町村及び都道府県ともに、「増加傾向Jとの回答は 2""'

3割(市町村25.3%、都道府県 22.2%)で、「横ばしリと

の回答が 5割前後(市町村 49.8%、都道府県 55.6%)を

占める。

O 平成 21年 8月現在での登録件数は、市町村では 10件未

満が 6割以上を占める。

問い合わせ 10問い合わせ ・相談件数に対する空き家パンク担当者の実

・相談 | 感としては、市町村及び都道府県ともに、「増加傾向Jと

の回答は 3""'4割前後(市町村42.0%、都道府県 33.3%)

を占める。

O 平成20年度中の問い合わせ ・相談件数は、市町村では、

1""'10件未満が 24.1%で最も多い。なお、市町村、都道

府県ともに、「不明Jとの回答が多い(市町村 16.3%、都

道府県 33.3%)。

物件成約 10成約件数に対する空き家ノくンク担当者の実感としては、

市町村では、「増加傾向Jが 15.1%に留まり、「横ばいJ

が56.7%で大半を占める。都道府県では、「増加傾向」が

33.3%を占める。

O 開設からの累計成約件数は、市町村では、 10件未満が 7

害1]弱を占める。

物件成約者の 10平成20年度中の成約件数が 5件以上の市町村における回答状況は、次

傾向 | のとおりである。

年齢層は、 30代と 60代が多い。

家族構成は、「夫婦のみJと「夫婦 ・単身+子供」が多い。

世帯主の職業は、無職(定年退職者等)と会社員が多い。

移住前の前住地は、同一都道府県内が多い。

移住理由 ・目的は、「景色や自然環境のよりよい場所での生活のた

め」及び「仕事 ・起業のためJが多い。
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【B)物件情報の収集に関する事項

物件収集方法 O 市町村では、広報誌やホームページを活用した募集や地域の協力員等

との連携を通じた収集が多い。

O 都道府県では、 地元不動産業者との連携を通じた収集が多い。

物件の審査 実施状況 O 全件実施及び必要に応じて実施する場合も含め、市町村

では、 5割強、都道府県では、 3割強が実施している。

審査視点 O 市町村及び都道府県ともに、安全性と快適性の視点から

審査をしているという回答の割合が高い。

判断材料 O 市町村では、現地調査と物件所有者の申請書の両方に基

づく審査が 70.1%を占める。

実施主体 O 市町村では、行政による実施が 77.6%を占めている。宅

建業協会による実施は 11.2%である。 . 
[c)物件情報の提供に関する事項

物件情報の O 年齢層は、市町村及び都道府県ともに、「特に設定していなしリが大半

提供相手 を占める(市町村 71.0%、都道府県 88.9%) ものの、それを除くと、

(ターゲット) 30代が最も多い(市町村 19.2%)。

O 家族構成は、市町村及び都道府県ともに、「特に設定していないjが大

半を占める(市町村69.0%、都道府県 77.8%) ものの、それを除くと、

「夫婦・単身と子供」が最も多い(市町村24.9%、都道府県 22.2%)。

O 居住地は、市町村及び都道府県ともに、「特に設定していなしリが大半

を占める(市町村55.9%、都道府県 44.4%)ものの、それを除くと、「同

一都道府県内Jが最も多い(市町村 31.4%、都道府県 22.2%)。

物件情報の O 物件情報の提供方法については 市町村及び都道府県ともに ホーム l

提供方法 ページでの一般公開及び依頼者への情報提供が多い(市町村 80.4%、

都道府県 88.9%)。市町村では役所窓口での公開 ・閲覧も 40.8%と多い。

物件情報の O 物件概要(物件の基礎的情報)については、市町村及び都道府県とも

具体的内容 に多くの項目を提供している。

O 物件に関する補足情報としては、市町村及び都道府県ともに、補修の

要否、問い合わせ連絡先(所有者、不動産業者)の掲載が多い。

O 周辺地域に関する情報としては、市町村及び都道府県ともに、交通機

関に関する情報の掲載が多い(市町村 51.0%、都道府県 55.6%)。

[D)空き家パンクの運営に関する事項

運営上の課題 O 情報の収集 ・登録の段階においては、市町村及び都道府県ともに、「空

き家所有者が賃貸等に応じなしリ、「空き家の所在が不明で収集活動が

できない」との課題が多い。

O 情報提供の段階においては、市町村及び都道府県ともに、「ホームベー
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ジ等での物件情報の更新が十分ではない」との課題が多い(市町村

20.8%、都道府県66.7%)。市町村では、「人員不足による問い合わせ・

相談への迅速な対応ができなしリとしづ課題も 17.6%と多い。

利用促進に O 利用促進に向けた取組としては、市町村では、物件情報の内容充実、

向けた取組 要望に沿ったお薦め物件の紹介の実施割合が高い。都道府県では、物

件位置を地図に示したマップの提供、地域ルールや'慣習の十分な説明

の実施割合が高い。

(イ)空き家ノくンク運営の効果的な取組内容とその推進体制

空き家ノ〈ンクの物件登録件数の増加及び物件成約件数の増加に向けた取組内容と

その推進体制の関係については、以下の傾向にあることがうかがえる。

物件登録件数 O 過去数年間の物件登録件数の動向を見たとき、広報誌やホームページ

の増加 を活用して一般から広く募集する方法に加え、地元企業・団体との連

携、地元地域の協力員との連携、職員による地元地域の巡回や所有者

への問い合わせによる収集といった取組を行っている地方公共団体ほ

ど、登録物件数は増加傾向にある。

物件成約件数 O 空き家ノ〈ンクの開設後の累計物件成約件数を見たとき、次のような移

の増加 住・交流希望者に対するきめ細かい取組のできる体制をとっている団

体ほど、物件成約件数が多くなる傾向がある。それは、物件情報の内

容の充実、お薦め物件の紹介、現地見学会・現地案内の開催、空き家

所有者と移住 ・交流希望者の面会の実施、契約交渉時の職員の立会い・

同席、移住・交流者と地域住民との交流機会の創出や地域行事への参

加促進、地域のルーノレ等の十分な説明、住宅関連費用の助成といった

取組である。
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2.集計・分析
( 1 )単純集計結果

全国の地方公共団体への実態アンケート調査の設問ごとの単純集計結果については、

以下のとおりである。

I 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。

問1. 移住・交流促進施策の実施状況について、次の中からいずれか1つお答え下さい。

①~③(下記の図のとおり)

移住 ・交流促進施策については、都道府県では、「実施している」が 87.5%と最も多

い。一方、市町村では、検討中・未検討も合わせ「実施していなしリが 6割弱であり、

「実施しているJは39.3%と都道府県の割合と比べて少ない。

0覧 10世 20覧 30% 40覧 50弛 60世 70% 80% 90覧 100弛

市町村(n=1144)

都道府県(n=40)

図①実施している

白②現在、実施していないが、実施に向け検討を開始または検討中で、ある

園③現在、 実施しておらず、今後も実施する予定はない(検討も行っていなし、)

ロ④無回答

I 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。

問2. 移住・交流促進施策の開始時期について、次の中からいずれか1つお答え下さい。

①西暦( )年頃から開始 ②不明

移住 ・交流促進施策の開始時期については、市町村、都道府県とも r2005年以降」が

約 7割(市町村 70.2%、都道府県 71.4%) を占めており、最も多い。

0首 10も 20弛 30弛 40也 50弛 60% 70首 80帖 90弛 100弛

①1990年以前 !Jt i 
②1990~1994年 間にL l

③ 1 995~1999年 間;…

④2000~2004年伊平勾 '.111 叫 l

協:wæ脇~捌70.2也
⑤2005年以降 :，J 71.4唱

⑥不明 肝伊OOi肝? 苅

⑦無回答 ~ ~I'~;，)O~ : 
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I 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。

問3.移住 ・交流促進施策の検討体制・実施体制について教えて下さい。

(1) 行政内部の体制について、次の中からいずれか1つお答え下さい。

①~④ (下記の図のとおり)

移住 ・交流促進施策を実施する地方公共団体の行政内部の体制については、市町村で

は、「移住 ・交流促進の専門部署はないが、移住・交流促進担当職員(兼任)を配置して

いる」が、 85.3%と大半を占めている。

また、都道府県では、「移住 ・交流促進の専門部署はないが、移住 ・交流促進担当職員

(兼任)を配置している」という回答が 54.3%で最多である。「移住 ・交流促進の専門

部署(部、課、室等)を設置し、選任職員を配置しているJ(市町村 7.3%、都道府県 25.7%)、

「移住 ・交流促進の専門部署はないが、移住 ・交流促進担当職員(専任)を配置してい

るJ(市町村 2.4%、都道府県 14.3%) としづ回答は、市町村と比較すると割合が高い。

0首 10覧 20弛 30首 40覧 50弛 60覧 70弛 80世 90弛 100覧

市町村(n;450)
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②
③
④
⑤
 

図

白

歯

目

白

都道府県(n;35)

I 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。

問3.移住 ・交流促進施策の検討体制 ・実施体制について教えて下さい。

( 2 )行政(他の自治体の参画も含む)や有識者、地元住民、民間企業、経済団体、 NPO

等が参画する協議会の設置または参加の状況について、次の中からいずれか1つお答え

下さい。①~④(下記の図のとおり)

協議会については、市町村では、「協議会の設置も協議会への参加もしていない」が

50.2%と最も多いが、「協議会を設置または協議会に参加しているJも40.0%である。

また、都道府県では、「協議会を設置または協議会に参加している」が 62.9%と最も

多く 、「協議会の設置も協議会への参加もしていなしリは 20.0%である。

0覧 10首 20覧 30覧 40% 50略 60弛 70% 80弛 90覧 100弘

市町村(n;450)

四①協議会を設置または協議会に参加 している
日②協議会の設置または協議会への参加を検討している
図③協議会の設置も協議会への参加もしていない
日④その他
日⑤無回答

都道府県(n;35)

13 



I 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。

問3.移住 ・交流促進施策の検討体制 ・実施体制について教えて下さい。

(3)協議会の設置時期 ①西暦( )年頃に設置 ②不明

上記(2 )で「協議会を設置または協議会に参加しているJと回答した団体に対して、

協議会の設置時期を質問したところ、r2005年以降Jの回答が、市町村では 84.4%、都

道府県では 100%と共に多数を占めた。

。弛 10首 20弛 30弛 40首 50弛 60弛 70% 80首 90百 100弛

①1990年以前

②1990~1994年

③1 995~ 1 999年

④2000~2004年

⑤2005年以降

⑥不明

⑦無回答

回市町村(n=180)

回都道府県(n=22)

I 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。

問4.移住 ・交流促進施策として現在実施している具体的内容をお答え下さい。

O他地域への PR・情報発信

移住・交流促進施策を実施する地方公共団体が現在実施している具体的内容を見ると、

他地域へのPR・情報発信については、市町村では、「情報提供ウェブサイトの設置」が

69.8%と最も実施の割合が高い。次いで、 rpRパンフレット ・ポスター等の媒体作成J

が 48.0%、「移住交流説明会 ・相談会 ・セミナ一等の実施」が 32.9%となっている。ま

た、都道府県では、「情報提供ウェブサイトの設置Jが97.1%と最も実施の割合が高く、

次いで、「移住交流説明会 ・相談会 ・セミナ一等の実施j が 88.6%となっている。rpR

パンフレット ・ポスター等の媒体作成」も、 85.7%と割合が高い。(複数回答なので、合

計が 100%を超える。)

①移住交流説明会・相談会・セミナー等の実施

②PRパンフレット・ポスター等の媒体作成

③情報提供ウェブサイトの設置

④企業の社会貢献活動や福利厚生サービス等との連携

を通じたPR活動

⑤小中学校等の教育機関との連携を通じたPR活動

(複数回答)

0唱 10首 20弛 30弛 40也 50弛 60弛 70也 80弛 90首 100弛

14 



0移住交流希望者と地元地域とのマッチングや各種支援サービス

移住交流希望者と地元地域とのマッチングや各種支援サービスについては、市町村で

は、「物件紹介、不動産業者の紹介等の不動産情報提供」が 62.4%と最も実施の割合が

高く、次いで、「相談窓口や案内人の設置」が 47.1%と多い。また、都道府県では、「相

談窓口や案内人の設置」は 80.0%が実施していると回答し、次いで、「移住体験プログ

ラムやツアーの実施Jが 60.0%、「物件紹介、不動産業者の紹介等の不動産情報提供J

が54.3%と実施の割合が高い。(複数回答なので、合計が 100%を超える。)

①移住体験プログラムやツアーの実施

②求人紹介等の就職情報提供

③物件紹介、不動産業者の紹介等の不動産情報提供

④移住交流希望者の現地訪問等における金銭的補助(交

通費、滞在費等)

⑤相談窓口や案内人の設置

0首

0地元受け入れ体制の整備・強化(ソフト面)

10弛 20弛 30% 

(複数回答)

40弛 50略 60弛 70首 80叫 90首 100弛

地元受け入れ体制のソフト面については、市町村では、「行政や地元住民、民間企業 ・

で、

団体、 NPO等が参画する推進協議会の設置」が 20.4%と最も実施の割合が高く、次い

「地元住民 ・各種団体の意識啓発」が 16.7%と多い。また、都道府県では、「行政や

地元住民、民間企業 ・団体、NPO等が参画する推進協議会の設置」が 62.9%と最も実

施の割合が高い。その他の施策に関しては、実施割合がどれも 2割程度である。(複数回

答なので、合計が 100%を超える。)

①行政や地元住民、民間企業・団体、 NPO等が参画する
推進協議会の設置

②交流プロク守ラムの作成等における民間人材や地域外人材

の起用

③移住・交流者の生活支援等を行う地元住民サボーターの

設置

④地元住民・各種団体の意識啓発

⑤「もてなし」意識の醸成等の行政職員の育成

0% 

15 

10首 20弛 30% 

22料

22 .~弛

25.7也

20.0もl

40弛

(複数回答)

50弛 60弛 70弛 80首 90% 100弛

]62.~弛

図市町村(n=450)

ロ都道府県(n=35)



0地元受け入れ体制の整備・強化(ハード面)

地元受け入れ体制のハード面については、市町村では、「行政による移住 ・交流者向け

住宅の整備(廃校等の公共施設の改修も含む)Jが 19.6%と最も実施の割合が高く 、次

いで、 「移住 ・交流者への住宅関連費用の助成(改修費、家賃、転居費用等の補助)Jが

18.4%と多い。また、都道府県では、「行政による移住 ・交流者向け住宅の整備(廃校等

の公共施設の改修も含む)Jが 17.1%と最も実施の割合が高い。その他の施策の実施の

割合は、 どれも 1割未満であり、市町村と比較して全体的に実施の割合が低い結果にな

っている。

①行政による移住・交流者向け住宅の整備(廃校等の公共

施設の改修も含む)

②民間事業者による移住・交流者向け住宅整備の後方支援

(PR等)

③移住・交流促進の地元住民サポーターやNPO等の活動
拠点の整備

④移住・交流者への住宅関連費用の助成(改修費、家賃、

転居費用等の補助)

⑤地元所有者による空き家や古民家等の改修に対する助成

(改修費補助)

0也 10也 20弛 30弛 40弛

19.6唱1

1'7.1!見 1

18.4弛 l

~ . 6弛

5.6国

5.7唱

(複数回答)
50弛 60弛 70弛 80首 90% 100略

図市町村(n=450)

口都道府県(n=35)

移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。

問5.移住・交流促進施策の効果 ・実績についてお教え下さい。過去数年間の移住 ・交

流者数の動向について、どのような実感をお持ちでしょうか。次の中からいずれか1つ

お答え下さい。 ①~③(下記の図のとおり)

移住 ・交流促進施策の効果 ・実績については、市町村では、「移住 ・交流者数はほとん

ど変わらず横ばいであるJの回答が 60.7%と最も多く、次いで、「移住 ・交流者数は増

加傾向にあるJが29.8%と多い。

また、都道府県では、「移住 ・交流者数は増加傾向にある」が 51.4%と最も多く、次

いで、 「移住・交流者数はほとんど変わらず横ばいであるJが31.4%と多い。

なお、市町村、都道府県ともに、「移住 ・交流者は減少傾向にある」

割未満(市町村5.6%、都道府県 8.6%) と少ない。

0略 10覧

市町村 (n=450)

都道府県 (n=35)

20覧 30略 40覧 50部 60首 70覧

四①移住 ・交流者数は増加傾向にある

臼②移住 ・交流者数はほとんど変わらす積ぱし、である

圃③移住 ・交流者数は減少傾向にある

臼 無回答

16 
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I 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。

問6.移住 ・交流促進施策の今後の実施方針について、次の中からいずれか1つお答え

下さい。 ①~④(下記の図のとおり)

移住・交流促進施策を実施する地方公共団体においては、今後の実施方針については、

市町村では、「積極的に実施してし、く方針である(新規施策の実施や既存施策の充実等)J 

が44.2%と最も多く、次いで、「現状を維持する方針であるj が36.7%と多い。

また、都道府県では、「積極的に実施していく方針である(新規施策の実施や既存施策

の充実等)Jが 65.7%と最も多く、次いで、「現状を維持する方針であるjが 22.9%と

多い。

なお、市町村及び都道府県ともに、「縮小を検討している(既存施策の取り止め等)J 

の回答は少ない(市町村0.2%、都道府県 0%)。

市町村(n=450)

都道府県 (n=35)

0略 10覧 20弛 30略 40覧 50覧 60% 70覧 80略 90覧 100覧

ロ①積極的に実施してし、く方針である(新規施策の実施や既存施策の充実等)
田②現状を維持する方針である
日③縮小を検討している(既存施策の取り止め等)
ロ④実施方針を検討中である
ロ 無回答

17 



E 移住・交流希望者の円滑な住宅確保を支援するために実施されている「空き家パン

ク」について、貴自治体での実施状況についてお教え下さい。

問7.空き家パンクの現在の実施状況及び今後の実施方針について、次の中からいずれ

か1つお答え下さい。なお、実施主体(事業主体)は、行政(第 3セクターや他の自治

体との連携も含む)を想定しています。 ①~③(下記の図のとおり)

現在、移住 ・交流促進施策を実施している地方公共団体を見ると、空き家パンクにつ

いては、市町村では、「現在、実施しているJが54.4%と最も多く、「現在、実施してい

ないが、今後は実施する計画がある」を合わせると、実施に対して前向きな回答が 7害1]

弱となった。

また、都道府県では、「現在、実施している」の回答は 25.7%にとどまり、「現在、実

施しておらず、今後も実施の予定はなしリが 65.7%と最も多い。

市町村(n=450)

都道府県 (n=35)

0覧 10略 20覧 30弛 40覧 50覧 60出 70出 80出 90覧 100略

四①現在、実施している

ロ②現在、実施していないが、今後は実施する計画がある

園③現在、実施しておらず、今後も実施の予定はない

ロ④無回答

E 移住・交流希望者の円滑な住宅確保を支援するために実施されている「空き家パン

ク」について、貴自治体での実施状況についてお教え下さい。

問8.空き家ノ《ンクの運賞主伎について、次のいずれか1つをお答え下さい。

①~⑥(下記の図のとおり)

空き家パンクの運営主体については、市町村では、「行政(単独実施)Jが87.3%と大

半を占めた。「行政(他の自治体との連携により実施)Jの7.3%と合わせると、行政によ

る実施が 9割を超えている。

また、都道府県では、「行政(他の自治体との連携により実施)Jが33.3%と最も多く、

「行政(単独実施)Jの22.2%と合わせると、行政による実施が 5害1]を超えている。

市町村(n=245)

都道府県(n=9)

0覧 10% 20略 30明 40唱 50覧 60弛 70覧 80略 90略 100覧

国①行政(単独実施)

園③第3セクター

日⑤民間企業・団体 (NPOを除く)

四⑦無回答

18 

ロ②行政(他の自治体との連携により実施)

目④NPO

B⑥その他



E 「空き家パンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。

【A】空き家パンクの概要に関する事項

問9. 空き家ノくンクの名称についてお答え下さい。

空き家パンクの名称については、一部の団体で特徴的な名称も見受けられるが、「空き

家パンクJ、「空き家ノ〈ンク制度J、「空き家情報パンクJ、「空き家情報パンク制度J、「空

き家情報登録制度j といった名称が付けられているものが多い。

また、 roo市空き家パンクJなどのように、官頭に運営主体である地方公共団体の名
称を付しているものが多い。

E 「空き家パンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。

【A】空き家パンクの概要に関する事項

問 1O. 空き家ノ《ンクの開始時期について次の中からいずれか1つお答え下さい。

①西暦( )年頃に開始 ②不明

空き家ノくンクを開設している地方公共団体における当該空き家パンクの開始時期につ

いては、市町村では、 r2005年以降jが85.7%を占め、最も多い。また、都道府県にお

いても、 r2005年以降Jが66.7%と最も多い。

。弛 10略 20% 30首 40弛 50% 60也 70首 80首 90弛 100弛

①1990年以前

②1990~1994年

③1995~1999年

④2000~2004年

⑤2005年以降 66.7% 

⑥不明

⑦無回答

19 



m r空き家パンクJの具体的な取り組み内容についてお教え下さい。
【A】空き家パンクの概要に関する事項

問11.空き家パンクの登録物件に関して、土地、建物それぞれの取扱状況をいずれか

1つお答え下さい。

0土地

空き家バンクでの土地の取扱状況については、市町村では、「賃貸と売買Jが 55.5%

と最も多く、「賃貸のみJの 2.9%、「売買のみJの 5.7%と合わせると、 6割を超える市

町村が土地を取扱っている結果となっている。一方、「取扱無しj の回答は 31.4%であ

った。また、都道府県では、「賃貸と売買」が 55.6%と最も多〈、次いで、「取扱無し」

が33.3%と多い。

0拡 10覧 20略 30覧 40略 50首 60覧 70覧 80覧 90弛 100略

市町村(n=245)

日①賃貸と売買

巴④取扱無し

園②賃貸のみ

回 無回答

ロ③売買のみ

0建物

建物の取扱状況については、市町村では、「賃貸と売買」が 86.5%と最も多く、「賃貸

のみ」の 6.1%、「売買のみ」の 2.0%と合わせると、 9割を超える市町村が建物を取扱っ

ている結果となった。また、都道府県では、「賃貸と売買」が 88.9%となっている。

0略 10拡 20百 30覧 40覧 50略 60覧 70覧 80略 90覧 100覧

に
d
A
性
向，

ιn
 

ゐリ
ふ
b
1町市

ロ①賃貸と売貿

ロ@取扱無し

園②賃貸のみ

回 無回答

日③売買のみ
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m r空き家パンクJの具体的な取り組み内容についてお教え下さい。
【A】空き家パンクの概要に関する事項

問 12.空き家ノ《ンクの活用実績についてお教え下さい。

( 1 )空き家ノミンクへの物件の登録件数の過去数年間の動向について、次の中からいず

れか1つお答え下さい。 ①~③(下記の図のとおり)

空き家ノ《ンクへの物件の登録件数については、市町村では、「登録件数はほとんど変わ

らず横ばいであるJが49.8%と最も多く、次いで、「登録件数が増加傾向にあるJが25.3%

と多い。また、都道府県では、「登録件数はほとんど変らず横ばいであるJが 55.6%と

最も多い。

0首 10覧 20覧 30覧 40覧 50覧 60覧 70覧 80覧 90世 100覧

市町村(0=245)

都道府県(0=9)

ロ①登録件数は増加傾向にある

ロ③登録件数は減少傾向にある

回②登録件数はほとんど変わらず横ばいである

巴 無回答

m r空き家パンクJの具体的な取り組み内容についてお教え下さい。
【A】空き家パンクの概要に関する事項

問 12.空き家パンクの活用実績についてお教え下さい。

( 2 )登録件数について、平成21年8月現在の件数を分かる範囲でお答え下さい。物

件数がゼロ件の場合は r0 Jとお書き下さい。

空き家パンクの登録件数については、賃貸向け及び売買向けの合計数を見ると、市町

村では、 r1'"'-'10件未満」が 53.5%と最も多く、次いで、 r10'"'-'20件未満」が 15.9%、rO

件」が 13.5%と多い。また、都道府県では、 r100件以上」が 33.3%と最も多い。

0弛 10弛 20首 30% 40弛 50也 60弛 70也 80弛 90弛 100略

①O件
②1~1O件未満 53.5も

③1O~20件未満

④20~3α牛未満

⑤30~40件未満

⑤40~50件来、満

⑦50~60件未満

@60~70件未満

@70~80件未満

⑬80~90件未満

⑪90~100件未満

⑫100件以上 33.3唱
無回答

21 



m r空き家パンク』の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。
【A】空き家パンクの概要に関する事項

問12.空き家パンクの活用実績についてお教え下さい。

( 3 )空き家パンクに登録された物件への問い合わせ ・相談件数の過去数年間の動向に

ついて、次の中からいずれか1つお答え下さい。 ①~③ (下記の図のとおり)

問い合わせ・相談件数については、市町村では、「問い合わせ ・相談件数はほとんど変

わらず横ばいである」が 42.9%と最も多く、「問い合わせ ・相談件数は増加傾向にある」

も42.0%と多い。また、都道府県では、「無回答j を除くと、「問い合わせ・相談件数は

増加傾向にある」 が33.3%と最も多い。

0覧 10覧 20目 30首 40覧 50首 60略 70覧 80弛 90覧 100覧

市町村(n=245)

ロ①問い合わせ ・相談件数は糟加傾向にある

国②問い合わせ ・相談件数はほとんど変わらず横ばいである

ロ③問い合わせ ・相談件数は減少傾向にある

E 無回答

都道府県(n=9)

m r空き家パンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。
【A】空き家パンクの概要に関する事項

問12.空き家ノくンクの活用実績についてお教え下さい。

( 4 )問い合わせ・相談件数について、平成20年度中の件数を分かる範囲でお答え下

さし、

空き家の賃貸及び売買に関する問い合わせ・相談件数の合計では、市町村では、「不明」

の回答を除くと、 r1""'10件未満」が 24.1%と最も多く、次いで、 r10""'20件未満」が

16.3%、10件」が 10.2%と多い。また、都道府県では、「不明」の回答を除くと、 1100

件以上」が 22.2%と多い。

0弛 10弛 20嶋 30首 40弛 50弛 60弛 70唱 80% 90% 100首

①0件

②1~ 1O件未満
③1O~20件未満

④20~30件宋満
⑤30~40件未満
⑥40~50件未満
⑦50~60件未満
③60~70件未満

⑨70~80件未満
⑩80~90件未満
⑪90~100件未満
⑫100件以上
⑬不明

無回答

」
私
γ
l

n
‘d
 -

q

、υ
円
‘

υ
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m r空き家パンクJの具体的な取り組み内容についてお教え下さい。
【A】空き家パンクの概要に関する事項

問12.空き家ノ〈ンクの活用実績についてお教え下さい。

( 5 )空き家バンクでの情報提供が端緒となって移住 ・交流希望者からの問い合わせ ・

相談等があり、その後、登録している当該物件の成約に至った件数の過去数年間の動向

について、次の中からいずれか1つお答え下さい。 ①~③(下記の図のとおり)

成約件数については、市町村では、「成約件数はほとんど変わらず横ばいである」が

56.7%と最も多く、次いで、「成約件数は減少傾向にあるJが 16.7%、「成約件数は増加

傾向にある」が 15.1%となっている。

また、都道府県では、「無回答」を除くと、「成約件数は増加傾向にあるJが33.3%と

最も多い。

市町村(n=245)

都道府県 (n=9)

0世 10覧 20% 30% 40覧 50世 60略 70世 80略 90世 100略

図①成約件数は糟加傾向にある

日②成約件数はほとんど変わらず横ばいである

圃③成約件数は減少傾向にある

臼 無回答

m r空き家パンクJの具体的な取り組み肉容についてお教え下さい。
【A】空き家パンクの概要に関する事項

問12.空き家ノくンクの活用実績についてお教え下さい。

(6 )成約件数について、平成20年度中の件数と空き家パンク開設からの累計件数を

分かる範囲でお答え下さい。物件数がゼロ件の場合は f0 Jとお書き下さい。

0平成 20年度中の成約件数

平成 20年度中の成約件数(賃貸向け及び売買向けの合計)について尋ねたところ、

市町村では、「不明」の回答を除くと、 fO件」が 41.2%と最も多く 、次いで f1"-'10件

未満」が 38.4%と多い。

また、都道府県では、「不明Jの回答を除くと、 f1"-'10件未満」、 f10"-'20件未満」、

f20"-'30件未満」、 f100件以上」がそれぞれ 11.1%であった。
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0首 10弛 20也 30弛 40% 50弛 60首 70也 80% 90% 100弛

①0件 41 

②1 ~10件宋満 38.4% 

@10~20件未満 11.1弛;
④20~30件来、満 11.1弛:
⑤30~40件未満

⑥40~50件未満
⑦50~60件未満

③60~70件未満
⑨70~80件未満

⑮80~90件宋満

⑪90~100件未満

⑫100件以上

⑬不明 22.2弛;
無回答

0空き家パンク開設以来の累計

次に、空き家パンク開設以来の累計の成約件数 (賃貸向け及び売買向けの合計)につ

いて尋ねたところ、市町村では、「不明jの回答を除くと、11"-'10件未満」が 39.2%と

最も多く 、次いで ro件」が 26.9%、r10"-'20件未満」が 9.8%と多い。

また、都道府県では、「不明Jの回答を除くと、 r1"-' 10件未満」、 r100件以上」がそ

れぞれ 22.2%と多い。

0首 10弛 20略 30弛 40唱 50弛 60弛 70也 80首 90弛 100唱

①0件

②1 ~10件未満 日9.2%

@10~20件未満
④20~30件未満

⑤30~40件宋満

⑥40~50件未満
⑦50~60件未満 t甜
③60~70件未満

B oIot t ⑨70~80件未満

⑮80~90件未満
ttdtt f 

⑪90~100件未満

⑫100件以上

⑬不明

無回答
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E 「空き家パンクJの具体的な取り組み内容についてお教え下さい。

【A】空き家パンクの概要に関する事項

問 13. 空き家パンクを通じて開設から現在までに物件(土地、建物)の成約(賃貸、

売買)に至った移住 ・交流者に関して、年齢層、家族構成等の各属性について多いと思

われるものを2つまでお答え下さい。なお、回答に当たって、成約者に関する集計デー

タがあればそれに基づき、無ければ回答者の経験や実感に基づいてお答え下さい。また、

成約者数が 1件でもあれば、 「不明」 と回答せず、具体的にお答え下さい。

0年齢層

年齢層については、平成 20年度中の成約件数が 5件以上の回答を集計すると、次の

とおりである。市町村では、 60代が 51.4%と過半数を占め、次いで 30代が 44.3%、50

代が 31.4%と多い。また、都道府県では、 60代が 66.7%と最も多い。(複数回答なので、

合計が 100%を超える。)

。也

①20代

②30代

③40代

④50代

⑤60代

⑥70代以上
0.0% 

⑦不明

0家族構成

10也 20唱 30唱 40也 50也

44.3'‘ 

観51刊

5.7首

7)% 

:: 133.3%; 

(複数回答)

60唱 70唱 80也 90也 100也

家族構成については、平成 20年度中の成約件数が 5件以上の回答を集計すると、次

のとおりである。市町村では、「夫婦のみjが68.6%と最も多く、次いで、「夫婦 ・単身

+子供」が 48.6%、「単身Jが37.1%と多い。また、都道府県では、「夫婦のみjが66.7%

と最も多い。(複数回答なので、

0% w地 20弛

①単身

②夫婦のみ

③夫婦・単身+子供

④夫婦・単身+親世代

⑤夫婦・単身+親世代+子供

⑥その他

⑦不明

合計が 100%を超える。)

30% 40% 50首

25 

60唱 70弛

~86唱
でで166.7弛

(複数回答)

80弛 90弛 100帖



0世帯主の職業

世帯主の職業については、平成20年度中の成約件数が5件以上の回答を集計すると、

次のとおりである。市町村では、「無職(定年退職者等)Jが45.7%と最も多く 、次いで、

「会社員」が 40.0%と多い。また、都道府県では、 「不明Jを除けば、 「無職(定年退職

者等)J と 「会社員」がそれぞれ 66.7%と最も多く 、その他の職業については回答がな

い。(複数回答なので、

0弛

①無職(定年退職者等)

②会社員

③自営業

④公務員

⑤農林水産業従事者

⑥アルバイト・パート

⑦学生

③その他

⑨不明

0移住前の居住地

合計が 100%を超える。)

10弛 20也 3日明

i .1首

22.9弛l

40也 50弛

33.3%1 

十」以主

位』LJ

60弛 70首

66.7帖

6~.7覧

80弛

(複数回答)

90弛 100も

移住前の居住地については、平成 20年度中の成約件数が 5件以上の回答を集計する

と、次のとおりである。市町村では、「同一都道府県」が 58.6%と最も多く 、次いで、「東

京圏(埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県)Jが37.1%と多い。また、都道府県では、「同

一都道府県Jが66.7%と最も多い。(複数回答なので、 合計が 100%を超える。)

0弘 10弛 20% 

①同一都道府県

②東京圏(埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県)

③名古屋圏(岐阜県、愛知県、 三重県)

④大阪圏(京都府、大阪府、兵庫県、奈良県)

⑤その他

@不明

26 

30弛 40% 50弛

i7.1略 l
33仇 l

28.6弛

33.3也'

33科 l

60弛 70% 80弛

(複数回答)
90% 100% 

66.7也

図市町村(n=70)

臼都道府県(n=3)



0移住理由・目的

移住理由 ・目的については、平成 20年度中の成約件数が 5件以上の回答を集計する

と、次のとおりである。市町村では、「景色や自然環境のよりよい場所での生活のため」

が 78.6%と最も多く、次いで、「仕事 ・起業のため」が 35.7%と多い。また、都道府県

では、 「景色や自然環境のよりよい場所での生活のためjが 66.7%と最も多い。(複数回

答なので、 合計が 100%を超える。)

0略 10% 

①景色や自然環境のよりよい場所での生活のため

②広い家での生活のため

③ボランティア・趣味活動の充実のため

④子育て・教育のため

⑤仕事・起業のため

⑥健康のため(健康上の理由から)

⑦家業を継ぐため

③その他

⑨不明

20% 30首 40% 50弛 60首

(複数回答)

70唱 80も 90% 

;78.6弛 t
66.7弛

100弛

E 「空き家パンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。

【B】物件情報の収集に関する事項

問 14. 空き家ノ〈ンクに登録する物件の収集方法について、実施している方法を次の中

からいくつでもお答え下さい。 ①~⑤(下記の図のとおり)

空き家ノミンクに登録する物件の収集方法については、市町村では、「広報誌やホームペ

ージ等で登録物件を一般から広く募集するJが 75.9%と最も多く、次いで、「地元地域

の協力員(区長、自治会、民生委員、議員、起業・団体と連携して収集する)Jが41.2%

と多い。また、都道府県では、「地元不動産業者が蓄積している物件情報を活用するなど、

地元企業・団体と連携して収集するJが44.4%と最も多い。(複数回答なので、合計が 100%

を超える。)

①広報誌やホームページ等で登録物件を一般から広く

募集する

②地元不動産業者が蓄積している物件情報を活用する

など、地元企業・団体と連携して収集する

③地元地境の協力員(区長、自治会、民生委員、議

員、企業・団体と連携して収集する

④空き家ノ〈ンク運営主体の職員による地元地域の巡回

や所有者への問い合わせにより収集する

⑤その他

0弛
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10首 20弛 30弛 40弛

(複数回答)
50!地 60唱 70首 80首 90唱 100首

44'.4% ' 

41.2鴨 1

75.9弛 l



m r空き家パンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。
【B】物件情報の収集に関する事項

問15.公募等を通じて収集した物件に関して、空き家パンクに登録するか否かに関す

る事前審査について、その実施状況、審査の視点、判断材料、実施主体のそれぞれにつ

いて、お答え下さい。

0審査の実施状況

空き家パンクに登録するか否かに関する事前審査については、市町村では、「すべての

物件について審査を実施している」が 39.6%、「必要に応じて審査を実施している」の

15.1%と合わせると、 5割を超える市町村が審査を実施している。一方、「審査を実施し

ていなしリの回答も 40.0%ある。また、都道府県では、「審査を実施していなしリが 44.4%

と最も多い。

0覧 10覧 20首 30覧 40覧 50覧 60覧 70覧 80覧 90覧 100覧

市町村 (n=245)

都道府県(n=9)

図①すべての物件について審査を実施している 巴②必要に応じて審査を実施している

園③審査を実施していない 日 無回答

0審査の視点

審査を実施していると回答した団体に審査の視点を質問したところ、市町村では、「安

全性(柱の強度、 地盤の強度、崖崩れの危険性、築年数 等)Jが 71.6%と最も多く、

次いで、、「快適性(雨漏りの状況、庭の雑草の状況 等)Jが48.5%と多い。また、都道

府県では、「安全性(柱の強度、 地盤の強度、崖崩れの危険性、築年数 等)Jと 「快適

性(雨漏りの状況、庭の雑草の状況 等)Jがそれぞれ66.7%と多い。(複数回答なので、

合計が 100%を超える。)

①安全性(柱の強度、地盤の強度、崖崩れの危険

性、築年数等)

cg:快適性(雨漏りの状況、庭の雑草の状況等)

③利便性 (駅や公的機関への近接性、医療機関へ

の近接性等)

④付加価値性 (庭の広さ、眺望、駐車場有無、温泉

付き等)

⑤賃料・売価の妥当性(物件内容に相応の価格設

定か)

⑥その他

(複数回答)

0帖 10% 20弛 30首 40略 50唱 60弛 70弛 80弛 90弛 100首
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0審査の判断材料

審査を実施していると回答した団体に審査の判断材料を尋ねたところ、市町村では、

「現地調査を実施した結果+物件所有者が提出する登録の申請書Jが70.1%と最も多く、

次いで、「現地調査を実施した結果のみJが14.9%と多い。また、都道府県では、「現地

調査を実施した結果+物件所有者が提出する登録の申請書J、「現地調査を実施した結果

のみ」、「物件所有者が提出する登録の申請書のみ」がそれぞれ 33.3%となっている。

0時 10覧 20覧 30覧 40覧 50覧 60覧 70覧 80覧 90略 100覧

市町村(n=134)

都道府県(n=3) ===========~======== 
ロ①現地調査を実施した結果 + 物件所有者が提出する登録の申請書
園②現地調査を実施した結果のみ

日③物件所有者が提出する登録の申請書のみ

回④その他

目 無回答

0審査の実施主体

審査を実施していると回答した団体に審査の実施主体を尋ねたところ、市町村では、

行政が 77.6%と大半を占め、次いで、宅地建物取引協会が 11.2%と多い。また、都道府

県では、行政、第3セクタ一、宅地建物取引業協会がそれぞれ 33.3%となっている。

市町村(n=134)

都道府県(n=3)

0拡 10覧 20覧 30覧 40覧 50見 60首 70覧 80出 90出 100首

ロ①行政

白③NPO

固⑤宅地建物取引業協会

回 無回答
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園②第3セク タ一

回④特定の宅地建物取引業者もしく は建設業者

固⑥その他



m r空き家パンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。
【C】物件情報の提供に関する事項

問16.空き家ノくンクの物件情報の提供相手としてどのような移住 ・交流希望者像(タ

ーゲット像)をイメージされているかについてお答え下さい。年齢層、家族構成、居住

地の3項目について、それぞれ該当する選択肢をいくつでもお答え下さい。

0年齢層

年齢層については、市町村では、「特に設定していなしリが 71.0%と最も多く 、年齢

層を選択した回答の中では 30代が、19.2%、40代が 15.5%と多い。また、都道府県では、

「特に設定していなしリが 88.9%と最も多い。(複数回答なので、合計が 100%を超える。)

(複数回答)

0弛 10弛 20弛 30弛 40弛 50也 60也 70唱 80% 90也 100弛

①20代

②30代

③40代

④50代

⑤60代

⑥70代以上

⑦特に設定していない

0家族構成

11.0覧 1

:19.2% 

15.5首

家族構成については、市町村では、 「特に設定していなしリが 69.0%と最も多く、家

族構成を選択した回答の中では「夫婦 ・単身+子供」が 24.9%、「夫婦のみj が 15.5%

と多い。また、都道府県では、 「特に設定していなしリ 77.8%と最も多い(複数回答なの

で、合計が 100%を超える。)。

(複数回答)

0也 10弛 20略 30弛 40弛 50也 60首 70略 80弛 90首 10C弛

①単身 RZJ14 
②夫婦のみ 丹空閥均四 10川 ; 

③ 夫婦. 単身+ 子供 昨閥均四問時~ 24 .9唱
22.2首l

④夫婦・単身+親世代2弘"'・ 1 

⑤夫婦・単身+親世代+子供 7:3也 ; 

⑥その他 li;; ; 
~///////////////////////ð 

⑦特に設定していない
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O居住地

居住地については、市町村では、「特に設定していない」が 55.9%と最も多く、居住

地を選択した回答の中では 「同一都道府県」が 31.4%と多い。また、都道府県では、「特

に設定していなしリが 44.4%と最も多い(複数回答なので、合計が 100%を超える。)。

(複数回答)

0弛 10弛 20首 30首 40唱 50弛 60也 70首 80弛 90弛 100也

①同一都道府県
顕微級協傍観31.44

00 ，甲山

②東京圏(埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県) 戸ヲ~ . .f， …ム

③名古屋圏(岐阜県、愛知県、 三重県) 伊?勾昭 一四 !

④大阪圏(京都府、大阪府、兵庫県、奈良県) 陪?「… ;

⑤その他 F回?回珂 ;nnn¥ 

⑥特に設定していない 炉問切~Q.Q.Q.o/.Q1切作竺，明 59 9也

m r空き家パンクJの具体的な取り組み内容についてお教え下さい。
【C】物件情報の提供に関する事項

問17.空き家ノミンクに登録されている物件情報の提供方法について、次の中からいく

2主主お答え下さい。 ①~⑦(下記の図のとおり)

物件情報の提供方法については、市町村では、「ホームページ上での一般公開Jが80.4%

と最も多く、次いで、「役所窓口での一般公開 ・閲覧」が 40.8%、「情報提供依頼者への

資料郵送 ・メール送付 ・FAX送付Jが 39.2%と多い。また、都道府県では、「ホームペ

ージ上での一般公開Jが 88.9%と最も多く、次いで、「情報提供依頼者への資料郵送・

メール送付 ・FAX送付」が 33.3%と多い。(複数回答なので、合計が 100%を超える。)

①ホームページ上での一般公開

②広報誌等の紙媒体での一般公開

③役所窓口での一般公開・閲覧

④都市部(アンテナ‘ンョップ等)での一般公開・閲覧

⑤情報提供依頼者への資料郵送・メール送付・FAX送
付

⑥宅地建物取引業者等の民開業者による一般公開

⑦その他

(複数回答)

0弛 10弛 20唱 30弛 40也 50也 60弛 70% 80% 90% 100弛
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0物件に関する補足情報

物件に関する補足情報については、市町村では、 「補修の要否 (r補修不要Jr多少の補

修必要Jr大幅な補修必要」など)Jが 58.8%と最も多く、次いで、、「問い合わせ連絡先

(不動産業者、所有者など)Jが34.7%と多い。また、都道府県では、「問い合わせ連絡

先(不動産業者、所有者など)Jが 66.7%と最も多く 、次いで、「補修の要否(r補修不

要Jr多少の補修必要Jr大幅な補修必要」など)Jが 55.6%と多い。(複数回答なので、

合計が 100%を超える。)

①補修の要否cr補修不要Jr多少の補修必要Jr大幅な
補修必要jなど)

②補修に要する費用の額や費用負担の有無

③家屋状態の目安となる指標

④物件所有者の声(紹介文など)

⑤問い合わせ連絡先(不動産業者、所有者など)

⑥その他

0周辺地域に関する情報

(複数回答)

0弛 10弛 20唱 30弛 40弛 50弛 60也 70也 80% 90也 100弛

周辺地域に関する情報については、市町村では、「交通機関に関する情報(駅 ・バス停

の位置、距離など)Jが 51.0%と最も多い。一方、 「物件近隣の観光地 ・見どころに関す

る情報jは、 12.7%と少ない。また、都道府県では、 「交通機関に関する情報(駅 ・パス

停の位置、距離など)Jが55.6%と最も多い。(複数回答なので、合計が 100%を超える。)

①交通機関に関する情報(駅・バス停の位置、距離な

ど)

②医療・福祉機関に関する情報(施設名、位置、距離な

ど)

③教育機関に関する情報(施設名、位置、距離など)

④商業施設等生活利便施設に関する情報(スーパー・

銀行の位置、距離など)

⑤物件近隣の観光地・見どころに関する情報

⑥その他

0略

(複数回答)

10% 20弛 30弛 40弛 50弛 60也 70也 80弛 90叫 100崎

.0凪

55.6弛
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m r空き家パンク』の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。
【D】空き家パンクの運営に関する事項

問19.空き家パンクの運営について、「物件情報の収集 ・登録→提供→契約交渉→契約

後」の各段階の課題についてお教え下さい。なお、契約事務等、直接携わっていない業

務についても、把握している課題があればお答え下さい。

次表の中から各段階での課題について、該当する場合は「課題有」の欄にいくつでもO

印をつけて下さい。既存の選択肢に類似するものが無ければ、「その他」欄に箇条書きの

上、 「課題有」欄にO印をつけて下さい。

0物件情報の収集・登録における課題

物件情報の収集 ・登録における課題については、市町村では、「地域内に空き家はある

が、賃貸等に応じない所有者もいて、登録数が少なしリが 63.3%と最も多い。次いで、

「地域内の空き家の状況を把握していないため、収集活動ができず登録数が少なしリが

35.5%、「居住可能な水準の空き家が少なしリが 33.5%と多い。また、都道府県では， I地

域内に空き家はあるが、賃貸等に応じない所有者もいて、登録数が少なしリが 77.8%と

最も多く、次いで、「地域内の空き家の状況を把握していないため、収集活動ができず登

録数が少なしリが 44.4%と多い。(複数回答なので、合計が 100%を超える。)

①地域内の空き家の状況を把握していないため、収集

活動ができず登録数が少ない

②地域内の空き家の絶対数が少なく、登録可能な物件

が少ない

③地域内に空き家はあるが、賃貸等に応じない所有者も

いて、登録数が少ない

④居住可能な水準の空き家が少ない

⑤行政以外の運営主体では、所有者に登録を依頼する
際の信頼が得られlこくし、

⑥審査や現地調査の実施能力・スキル不足により、登録

可否の的確な判断が困難

⑦物件そのものの情報以外の情報(生活関連情報等)を

入手・整備する時間・入手がない

③その他

(複数回答)

0弛 10也 20也 30弛 40也 50弛 60弛 70首 80弛 90弛 100判
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0情報の提供における課題

情報の提供における課題については、市町村では、「ホームページ等における物件情報

の更新が十分に行えていなしリが 20.8%、次いで、「問い合わせ ・相談窓口は設置して

いるが、人手不足等のため迅速に対応できなしリが 17.6%と多いが、どの項目も総じて

割合は低い。また、都道府県では、「ホームページ等における物件情報の更新が十分に行

えていなしリが 66.7%と最も多い。(複数回答なので、合計が100%を超える。)

①ホームページ等における物件情報の更新が十分に行

えていない

②ホームページの知名度が低く、閲覧してもらえない

③問い合わせ・相談窓口が設置できない

④問い合わせ・相談窓口は設置してしもが、人手不足

等のため迅速に対応できない

⑤現地調査をしていないため、問い合わせ・相談に的確

に応じられない

⑥その他

0契約交渉時における課題

0弛

(複数回答)

10弛 20弛 30弛 40弛 50弛 60弛 70首 80首 90弛 100哨

6.6.7首 t

契約交渉時における課題については、市町村では、「運営主体の能力 ・スキルで、は対応

できなし、」が 15.9%と最も多いが、どの項目も総じて割合は低い。また、都道府県では、

「運営主体の能力 ・スキルで、は対応で、きなしリが 22.2%と最も多い。

①運営主体の能力・スキルで、は対応できない

②法規制上の制約があり、運営主体では十分に対応で

きない

③仲介手数料が低く採算性の問題から、 不動産業者に

仲介に応じてもらえlこくし、

④賃料・売価を巡って折り合いがつかない

⑤改修内容と改修費の負担を巡って折り合いがつかない

⑥その他

0也
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(複数回答)

10% 20弛 30弛 40弛 50協 60首 70首 80弛 90弛 100弛



0契約後における課題

契約後における課題については、市町村では、「入居後のフォロー(生活相談等)が人

手不足等により対応できない(十分に対応できない)Jが 15.9%、「入居者が地域住民と

馴染めなし、」が 11.0%となっているが、どの項目も総じて割合は低い。また、都道府県

では、「入居後のフォロー(生活相談等)が人手不足等により対応できない(十分に対応

できない)Jが11.1%と最も多い。

0弛 10首 20弛 30弛 40弛 50首

①入居後に設備・内装の劣化や不十分な改修を巡ってト

ラブルがある

②家賃の滞納が発生する

③入居者が地域住民と馴染めない

④入居後のフォロー(生活相談等)が人手不足等により

対応できない(十分に対応できなし、)

⑤その他
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3.7唱

0.0弛

3.3% 

2.4も

0.0弛

II日前 1 

15.9% I 

Il.l% 

(複数回答)

60弛 70唱 80弛 90帖 100%



m r空き家パンク』の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。
【D】空き家パンクの運営に関する事項

問20.空き家パンクの利用促進(登録物件数の増加、問い合わせ ・相談件数の増加、

成約数の増加)に向けて行っている取り組みについて、次の中から該当する取り組みを

いくつでもお答え下さい。既存の選択肢に類似するものが無ければ、「その他J欄に具体

的に記載して下さい。 ①~⑬ (下記の図のとおり)

空き家パンクの利用促進の取組については、市町村では、「物件情報の内容の充実(内

観写真の掲載、近隣情報の掲載等)Jが35.1%と最も多く、次いで、「移住 ・交流希望者

の意向・要望に沿ったお薦め物件の紹介」が 24.9%、「空き家物件の仲介業務等に関す

る宅建業者等との業務連携(協定締結等)Jが23.3%と多い。また、都道府県では、「物

件位置を地図上に示したマップの提供Jと「移住 ・交流者への地域ルールや慣習の十分

な説明Jがそれぞれ 33.3%と多い。(複数回答なので、合計が 100%を超える。)

①物件情報の内容の充実

(内観写真の掲載、近隣情報の掲載等)

②物件登録料を徴収し、それそ原資にした

流通促進策の実施

③物件位置を地図上に示したマップの提供

④移住・交流希望者の意向・要望に沿った

お薦め物件の紹介

⑤移住・交流希望者向けの

現地見学会・現地案内の開催

⑥現地見学会・現地案内の参加者への

交通費の補助

⑦空き家所有者と移住・交流希望者の面会の実施

③体験入居の実施

⑨体験入居に係る各種費用の補助

⑮契約交渉時の行政職員の立会い・同席

⑪空き家物件の仲介業務等に関する

宅建業者等との業務提携(協定締結等)

⑫移住・交流者と地域住民との交流機会の創出や

地域行事への参加促進

⑬移住・交流者への地域ノレーノレや

慣習の十分な説明

⑬移住・交流者への

住宅関連費用(改修費、家賃、転居費用等)の助成

⑬空き家所有者への移住・交流施策に対する

理解・協力促進のための十分な説明

⑮移住・交流者の暮らしぶりや地域活動の紹介による

地域の受入意織の醸成

⑫空き家所有者への空き家改修費等の助成

⑬その他

(複数回答)

0% 10略 20唱 30弛 40首 50弛 60弛 70弛 80弛 90首 100略

37 



(2)クロス集計結果

空き家パンクの今後のあり方についての実施 ・運営体制面及び利活用促進に向けた具

体的な取組面での示唆を得るため、市町村分についてクロス集計を行ったところ、次の

2つの視点から実態が把握できた。

視点1 行政内部の推進体制と空き家パンク運営に関する具体的取組との関連性

O 行政内部の推進体制と物件収集の方法との関連性はどのようになっているか。

O 行政内部の推進体制と空き家ノくンクの利用促進の具体的取組との関連性はどのよ

うになっているか。

視点2 空き家パンク運営に関する具体的取組とその効果との関連性

O 物件収集の方法と物件登録件数との関連性はどのようになっているか。

O 空き家パンクの利用促進に向けた取組と物件成約件数との関連性はどのようにな

っているか。

ア 行政内部の推進体制と空き家バンク運営に関する具体的取組との関連性

(ア)行政内部の推進体制と物件収集の方法との関連性について

クロス集計については、まず行政内部の推進体制と物件収集の方法との関連性に

ついて、移住 ・交流促進施策の検討体制 ・実施体制に関する設問(問 3) と空き家

パンクに登録する物件の収集方法に関する設問(問 14)から行った。

その結果、比較的手聞がかからないと考えられる「①広報誌やホームページで一

般から広く募集する」としづ取組は、移住 ・交流促進の専門部署が設置されていて

も、また、設置されておらず選任または兼任の担当職員が配置されているのみであ

っても、概ね等しく実施される傾向にある。

一方で、「②地元不動産業者が蓄積している物件情報を活用するなど、地元企業 ・

団体と連携して収集するj、「③地元地域の協力員を設置し連携を図って収集するj

及び「④空き家ノ〈ンク運営主体の職員による地元地域の巡回や所有者への問い合わ

せにより収集する」といった比較的手間のかかる取組については、状況が異なって

いる。つまり、担当職員(兼任)の配置のみである場合より専門部署が設置されて

いる場合及び担当職員(専任)を配置している場合の方が総じてこれらの取組を実

施している割合が高くなっている。
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①広報誌やホームページ等で

登録物件を一般から広く募集する

②地元不動産業者が蓄積してしも物件情報を活用するなど、

地元企業・団体と連携して収集する

③地元地域の協力員と連携して収集する

④空き家パンク運営主体の職員による地元地域の巡回や

所有者への問い合わせにより収集する

⑤その他

0% 10も 20也 30% 40首 50首 60弛 70% 80弛 90略 100略

80.0弛

0.0略

回CD移住・交流促進の専門部署(部、謀、室等)を設置し、専任職員を配置してしも(n=20)

ロ②移住・交流促進の専門部署はないが、移住・交流促進担当職員(専任)を配置している(n=5)

ロ③移住・交流促進の専門部署はないが、移住・交流促進担当職員(兼任)を配置してしも(n=210)

圃④その他(n=8)
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(イ)行政内部の推進体制と空き家ノ〈ンク利用促進の具体的取組との関連性について

クロス集計は、移住 ・交流促進施策の検討体制 ・実施体制に関する設問(問 3)

と空き家ノくンクの利用促進に向けた取組に関する設問(問 20)から行った。具体的

には、下記の(注)にあるとおり、空き家ノ《ンクの利用促進に向けた取組度合いを

点数化し、その点数に基づいて団体を 3つにグ、ルーピングしたうえで、行政内部の

推進体制との関連性を把握した。

それによると、移住 ・交流促進の担当職員(兼任)を配置するのみよりも、専門

部署を設置するなどして専任職員を配置している場合の方が、空き家パンク利用促

進取組度の上位のグ、ルーフ。が占める割合が高くなっている。

(注) I空き家ノくンク利用促進取組度」について

空き家パンクの利用促進に向けた取り組みの実施内容について訊ねた問 20の全 17選択肢(1⑬

その他」を除く)から、 1選択肢 1得点として合計点を算出し (17点満点)、それを取組度合
いを示す「空き家パンク利用促進取組度」とした。

そして、取組度に応じて団体を上位 ・中位・下位の 3つにグ、ルーピングした。グルーピングに

当たっては、取組度の偏差値を算出し、次のとおりとした。

上位 ・・・ 偏差値60以上 (5点以上)

中位 ・・・ 偏差値50超60未満 (2点超 5点未満)

下位 ・・・偏差値50以下 (2点以下)

①移住 ・交流促進の専門部署

(部、課、室等)を設置し、専任

職員を配置している Cn=20)

②移住・交流促進の専門部署はな

いが、移住 ・交流促進担当職員

(専任)を配置している Cn=5)

③移住 ・交流促進の専阿部署はな

いが、移住 ・交流促進担当職員

(兼任)を配置している Cn=210)

④その他 Cn=8)

0百 10覧 20覧 30世 40覧 50覧 60覧 70略 80出 90首 100唱

口空き家パンク利用促進制E度(中位)

園空き家パンク利用促進制E度(下位)
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クロス集計では、次に、利用促進に向けた具体的な取組ごとに行政内部の推進体

制の傾向を把握した。移住 ・交流促進の専門部署を設置し専任職員を配置している

団体では、専門部署がなく 担当職員(兼任)の配置のみである団体と比べて、いず

れの取組においても実施割合が高くなっている。

特に「④お薦め物件の紹介J、「⑤現地見学会 ・現地案内の開催」、「⑦空き家所有

者との面会の実施」、「⑫地域住民との交流機会の創出や地域行事への参加促進Jの

各取組では推進体制の違いによって実施割合に差が見られる。

0弛 10弛 20も 30也 40首 50略 60首 10首 80弛 90略 100弛

①物件情報の内容の充実

(内観写真の掲載、近隣情報の掲載等)

②物件登録料を徴収し、それを源資にした

流通促進策の実施

③物件位置を地図上に示した7 ップの提供

④移住・交流希望者の意向・要望に沿った

お薦め物件の紹介

40.0% 

2弛

i.m見
⑤移住・交流希望者向けの te‘宅‘メ〈奪< < < < <“140.0首

現地見学会・現地案内の開催 lー一一 :::J 14.8也

⑥現地見学会・現地案内の参加者への

交通費の補助

⑦空き家所有者と移住・交流希隻者の面会の実施

③体験入居の実施

⑨体験入居に係る各種費用の補助

⑮契約交渉時の行政職員の立会い・同席

医'""""""友友."""""，友ョ'"，140.0弛
⑪空き家物件の仲介業務等に関する I‘《‘ e ‘ (( ((‘<  <屯《140.0也

宅建業者等との業務提携(協定締結等)瞳盟副台首l 日 目

⑫移住 ・交流者と地域住民との交流機会の創出I~ f専脅WZi".I22"A
地峡行事への参加促進

⑬移住・交流者への地域ノレールや

慣習の十分な説明

⑭移住・交流者への

住宅関連費用(改修費家賃転問問成 暢 最

⑬空き家所有者への移住・交流施策に対する

理解・協力促進のための十分な説明

⑮移住・交流者の暮らしぶりや地域活動の紹介による

地域の受入意織の綴成

⑫空き家所有者への空き家改修費等の助成

⑬その他

50.0弛

回①移住・交流促進の専門部箸(部、課、 室等)を設置し、専任職員を配置してしも(n=20)

口②移住・交流促進の専阿部署はないが、移住・交流促進担当職員(専任)を配置してしもい=5)

。③移住・交流促進の専阿部署はないが、移住・交流促進担当職員(兼任)を配世してしもい=210)

・④その他(n=8)
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イ 空き家パンク運営に関する具体的取組とその効果との関連性

(ア)物件収集の方法と物件登録件数との関連性について

空き家ノくンクに登録する物件の収集方法に関する設問(問 14)と空き家パンクへ

の過去数年間の物件登録件数の動向に関する設問 (問 12(1))からクロス集計した

ところ、次のようになった。

「①報誌やホームページで一般から広く募集するJでは、過去数年間の登録件数

の動向に違いがあまり見られない。しかし、「②地元企業・団体と連携して収集するJ、

「③地元地域の協力員と連携して収集するJ、「④職員による地元地域の巡回や所有

者への問い合わせにより収集する」では、「登録件数が増加傾向にあるJと回答した

団体の方が、「登録件数が横這いである」または「登録件数が減少傾向にある」と回

答した団体よりも回答割合が総じて高い傾向にある。「広報誌やホームページで一般

から広く募集する」以外の取組の実施の有無が、登録物件数の増減に影響を与えて

いるものと考えられる。

0首 10弛 20% 30弛 40首 50略 60略 70唱 80弛 90弛 100首

HA田町四回目白国師団目的~ 75.8% 
①広報誌やホームページ等で

|""v""::〈::小:〈〈〈小:。トトトトJ77.0略
登録物件を一般から広く募集する I.~ "'~"'~"'~'

②地元不動産業者が蓄積してしも物件情報を活用するなど、

地元企業・団体と連携して収集する

32.3弛

:ー・~ 72.1弛

50.0首

③地元地域の協力員と連携して収集する |小川ペペペペソiペペペペ守141.0略

38.7弛
④空き家パンク運営主体の職員による地元地域の巡回や l| :つ 25.4略
所有者への問い合わせにより収集する l 

⑤その他

116.3首

固①登録件数は憎加傾向にある(n=62)

ロ②登録件数はほとんど変わらす噛ぱいである(n=122)

巴③登録件数は減少傾向にある(n=43)
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(イ)空き家ノくンクの利用促進に向けた取組と物件成約件数との関連性について

次に、空き家ノ〈ンクの利用促進に向けた取組に関する設問(問 20)と空き家ノくン

ク開設からの累計成約件数に関する設問(問 12(6))からクロス集計した。具体的

には、下記の(注)にあるとおり、空き家パンクの利用促進に向けた取組度合いを

点数化し、その点数に基づいて団体を 3つにグルーピングした上で、累計成約件数

との関連性を把握した。

それによると、空き家ノ〈ンク利用促進の取組度が上位の団体ほど累計成約件数が

多くなっている。空き家パンクの利用促進に向けた取組を幅広く実施することが成

約件数の増減に影響を与えていると考えられる。

(注) I空き家ノくンク利用促進取組度」について

空き家ノ〈ンクの利用促進に向けた取り組みの実施内容について訊ねた問 20の全 17選択肢(1⑬

その他」を除く)から、1選択肢 1得点として合計点を算出し (17点満点)、それを取組度合

いを示す「空き家ノtンク利用促進取組度」とした。

そして、取組度に応じて団体を上位・中位 ・下位の 3つにグルーピングした。グ、ルーピングに

当たっては、取組度の偏差値を算出し、次のとおりとした。

上位 ・・・ 偏差値 60以上 (5点以上)

中位 ・・・ 偏差値 50超 60未満 (2点超 5点、未満)

下位 ・・・ 偏差値 50以下 (2点以下)

空き家バンク利用促進制且度

(上位) (n=38) 

空き家パンク利用促進取組度

(中位) (n=32) 

空き家パンク利用促進制且度

(下位) (n=130) 

0首 10弛 20覧 30弛 40略 50略 60覧 70略 80略 90出 100拡

回①開設からの累計成約件数10件以上

白②開設からの累計成約件数l件以上10件未満

園③開設からの累計成約件数O件

次に、利用促進に向けた具体的な取組の内容ごとに物件成約件数への影響を把握し

た。それによると、空き家パンク開設からの累計成約件数が 10件以上の団体では、

それ以外の団体に比べて、総じて利用促進のすべての取組において実施割合が高い傾

向にある。

特に次の取組においては、累計成約件数が 10件以上の団体と累計成約件数が O件

の団体とを比較すると、実施割合に大きな差が見られる。これらの取組の実施の有無

が、物件成約件数の増減に影響を与えているものと考えられる。

・「①物件情報の内容の充実j

・「④移住 ・交流希望者の意向 ・要望に沿ったお薦め物件の紹介」
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. r⑤移住 ・交流希望者向けの現地見学会 ・現地案内の開催J

. r⑦空き家所有者と移住 ・交流希望者の面会の実施」

・「⑩契約交渉時の行政職員の立会い ・同席」

・「⑫移住 ・交流者と地域住民との交流機会の創出や地域行事への参加促進j

. r⑬移住・交流関心者への地域ルーノレや関心の十分な説明」

・「⑭移住 ・交流者への住宅関連費用の助成J

0弘 10首 20帖 30弛 40も 50首 60% 70も 80弛 90弛 100帖

①物件情報の内容の充実

(内観写真の掲載、近隣情報の掲載等)

②物件登録料を徴収し、それを原資にした bOω
~ 1.0唱

流通促進策の実施 ~O~Ô百

③物件位置を地図上に示したマップの提供

④移住・交流希望者の意向・要望に沿った

お薦め物件の紹介

⑤移住・交流希望者向けの

現地見学会・現地案内の開催

⑥現地見学会・現地案内の参加者への

交通費の補助

⑦空き家所有者と移住・交流希望者の面会の実施

③体験入居の実施

⑨体験入居に係る各種費用の補助

⑩契約交渉時の行政職員の立会い・同席

⑪空き家物件の仲介業務等に関する

宅建業者等との業務提携(協定締結等)

⑫移住・交流者と地域住民との交流機会の創出や

地域行事への参加促進

⑬移住・交流者への地場Uトルや
慣習の十分な説明

⑪移住・交流者への

住宅関連費用(改修費、家賃、転居費用等)の助成

⑬空き家所有者への移住・交祈d施策に対する
理解・協力促進のための十分な説明

⑮移住・交流者の暮らしぶりや地峡活動の紹介による

地域の受入意識の蟻成

⑪空き家所有者への空き家改修費等の助成

⑬その他

48.6% 
36.1唱

固①開設からの累計成約件数10件以上(n=37)

ロ②開設からの累計成約件数l件以上10件未満(n=97)

回③開設からの累計成約件数0件(n=66)
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第2章 先進的な空き家バンクの現地調査

この調査研究では、先進的な空き家ノくンクの取組を紹介するため、第 1章の全国の地方

公共団体への実態アンケート調査の結果を踏まえてその事例を抽出し、運営主体等への現

地調査を通じて取組の詳細について把握した。

1 .現地調査先及びその選定理由

まず空き家パンクの実態アンケート調査の結果を踏まえ、現地調査の対象として、岩手

県遠野市、茨城県県北地域、山梨県山梨市、広島県呉市、島根県江津市及び島根県雲南市

の6地域を選定した。いずれの地域も、今回の調査結果において空き家ノくンクを通じた物

件成約数が全国でも上位に位置づけられており、空き家パンクの取組において実績のある

地域である。このことから、試行錯誤の過程等も含めた参考となる取組並びに課題及びそ

の対応策について聴取することが可能と考えられる。各対象地域の選定理由、現地調査前

の文献調査等を踏まえた現地調査の主なポイント等は、以下のとおりである。

( 1 )岩手県遠野市

遠野市の移住 ・交流施策は、観光・グリーンツーリズムから始まり、短期滞在、長期

滞在を経て定住に繋げていくという段階別戦略を取っており、最終目標である定住の受

け皿となる住宅確保にも力を入れている。

実態アンケート結果を見ると、岡市は、数多くの空き家ノくンクの利用促進策を実施し

ている。そこで、行政内部体制、外部との連携体制、民間活力の活用といった利用促進

策を効率的・効果的に実施できる要因、実施上の課題、地域独自の工夫等について把握

する。

(2)茨城県(県北地域)・財団法人グリーンふるさと振興機構

茨城県の県北地域においては、茨城県、関係市町、民間企業及び各種団体の出資によ

り設立された財団法人グリーンふるさと振興機構が取組を行っている。問機構は、田舎

暮らし相談窓口の設置、お試し田舎暮らし住居の整備及び運営、移住・交流希望者への

情報提供といった交流居住の推進に向けた様々な支援策を展開している。また、問機構

は、その一環として「田舎暮らし空き家情報パンク」の開設及び運営を行っている。

また、県北地域においては、問機構の取組のほか、県による首都圏等の都市住民への

PR、地域内の 7市町による交流居住の推進に向けた取組も行われている。このように

異なる主体が各々の役割に応じた取組を行い、それらがうまくかみ合うための仕組みが

構築されているという実施体制の面で特徴がある。そこで、問機構による移住 ・交流の

促進に向けた取組並びに問機構、茨城県及び関係市町の連携及び役割分担の状況につい

て把握する。
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(3)山梨県山梨市

山梨市は、空き家の媒介業務に関して山梨県宅地建物取引業協会と協定を締結し、空

き家の有効活用の促進を図っている。また、この取組は、岡市の近隣市町にも拡大し、

現在は山梨県内の8市2町において同じように協定が締結されている。さらに、岡市に

おいては、移住 ・交流希望者の利便性の向上及び周辺地域も含めた一体的な魅力の向上

を図るため、周辺市(甲府市、韮崎市、南アルプス市、北杜市及び甲州市)とともに、

個々の団体が有している物件情報等を同一フォーマットにより提供する試みが行われて

いる。また、同じ周辺市とともに、インターネットサイト上での空き家ノ《ンクの連携の

試みも行われている。

山梨市の空き家ノ〈ンクは市町の中でも物件成約件数が最も多いことを踏まえ、岡市の

取組や近隣の地方公共団体同士の連携の実態について把握する。

(4)広島県呉市

呉市のある広島県では、同県が広島県宅地建物取引業協会等と協定を締結し、ポータ

ルサイト「広島暮らし」を構築している。これは、空き家物件の情報収集、情報発信等

を全県的に実施するとともに、県内の市町が物件情報を個別に発信できるプラットフォ

ームである。また、広島県内の市町においては、このプラットフォームを活用した情報

発信が行われているほか、空き家ノくンクの相談業務に関して個別に広島県宅地建物取引

業協会等と協定締結することにより空き家の有効活用が図られている。さらに、呉市は、

広島県宅地建物取引業協会と協定を締結して、空き家ノくンクの運営を行っている市町の

一つであり 、顕著な成果をあげている。

そこで、広島県が主導的に展開してきた空き家活用方策の基盤を有効に活用した呉市.

の取組内容について把握する。また、空き家の有効活用における岡市並びに広島県及び

広島県宅地建物取引業協会の連携の状況についても把握する。

(5)島根県江津市

江津市は、物件の案内等に際して地元の特定非営利活動法人の協力を得て空き家ノくン

クを運営している。以前は、空き家等の物件の紹介は、宅地建物取引業法により免許を

もった事業者のみに限定されていたが、国の構造改革特区による特例措置が全国展開さ

れ、この規制が緩和された。特区の認定を受けていた岡市では、特定非営利活動法人が

現地における空き家の案内を行っている。また、特定非営利活動法人との連携のほか、

地元宅建業者など多様な主体との連携体制を構築している点も特徴になっている。

そこで、特定非営利活動法人、宅建業者及び地方公共団体の連携による空き家ノくンク

の運営の状況について把握する。
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(6)島根県雲南市

雲南市は、定住推進員を設置し、この定住推進員を通じて、移住 ・交流希望者からの

空き家物件に関する問い合わせへの対応及び物件紹介を行うなど、きめ細やかな対応を

している。雲南市は、ウェブ上で公開している空き家物件情報の内容を最小限のものと

し、詳しい内容は定住推進員に問い合わせるという仕組みを採用している。定住推進員

は、移住 ・交流希望者から寄せられる要望の聴取等のやり取りを通じて、適宜物件情報

を提供している。また、希望条件に合致する物件がない場合は、物件調査を行い、移住 ・

交流希望者の希望に近い物件を紹介する等の取組も行っている。

このように雲南市では、定住推進員によるきめ細かな対応により、移住 ・交流希望者

の要望に沿った物件及び地区が紹介されている。このことが物件成約件数の高さに繋が

っているものと考えられるので、岡市のこうした取組の実態について把握する。
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2.各地域の調査結果
各地域の現地調査の結果は、以下のとおりである。この調査では、各地域の移住 ・交流

の取組内容及び空き家ノくンクの運営状況について、運営主体等へのヒアリングを通じて把

握した。特に運営状況については、物件情報の収集から情報発信、物件希望者とのマッチ

ング、契約手続き、契約後のフォローといった段階別に状況把握を行った。

1 移住・交流の取組

(1)移住・交流の取組の背景

{遠野市の概要}

面積:825.62k rrf 

人口:31，431人

(平成 17年国勢調査より)

合併:平成 17年 10月 1日

旧遠野市と宮守村が合併

岩手県遠野市は、平成 17年 10月に旧遠野市と旧宮守村が合併して誕生した市であ

り、柳田国男の『遠野物語』で有名である。遠野市では、 1970年代以降の観光客が増

加しており、それに伴い来訪者を受け入れるための草の根的な取組が地域住民の手によっ

て行われてきた。その中からグリーンツーリズムに取り組む住民のグループが自発的に生

まれ、平成 15年6月にはこうしたグループが集まって特定非営利活動法人「遠野山 ・里 ・

暮らしネットワークJ(以下「遠野山 ・里 ・暮らしネットワークJという。)を設立した。

その後「遠野山 ・里・暮らしネットワークj は、遠野市(平成 17年 10月より前は旧

遠野市)と協働して遠野に残る田舎の姿を活かしたグリーンツーリズムを実施してきた。

その結果都市と農村の交流人口が拡大し、遠野市への移住を希望する人も増え、過去 10 

年間で 100人を超える人々が遠野市へ移住してきた。

それでも遠野市では若者の流出が続き、人口が減少傾向にあり、 65歳以上人口の割合

を示す高齢化率も 30%を超えている。このため、人口減少に歯止めをかけ、地域の人材

を確保することは、岡市の大きな課題になっている。そこで、遠野市は、 rw行って観たい

町』から『住んで魅たい町~J へ」をスローガンに、グリーンツーリズムを契機とした交

流の拡大に加え、定住を促進するための推進体制及び活動拠点、の整備を図ることとした。
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(2)移住・交流の取組の内容

平成 18年度に策定された遠野市の総合計画は、平成 19年から始まる団塊の世代の一

斉退職を見据え、団塊の世代を主な対象として定住の促進を図ることとした。この総合計

画では、平成 18年度から平成22年度までに累計で37世帯を 1J Uターンにより遠野

へ定住させるという目標が掲げられている。

この目標の達成を目指し、IJUターンの受け入れを積極的に展開するため、遠野市で

は、官民による有機的な連携の下に推進体制が構築されている。まず遠野市では、平成1

8年9月に行政組織の「で ・くらす遠野推進委員会」及び市民組織の「で ・くらす遠野サ

ポー ト市民会議」が設置された。「で ・くらす遠野推進委員会」は、市役所のほぼすべて

の部局から構成される庁内横断的な行政組織である。一方、「で ・くらす遠野サポー ト市

民会議」は、商工会、市内の観光 ・物産 ・グリ ーンツーリズムに関係する団体等で構成さ

れる市民組織である。また、平成 18年 10月には、定住促進施策のワンストップ ・サー

ビス化を実現するための専任組織として「ふるさと遠野定住プラザ『で ・ くらす遠野~J (以

下「で ・くらす遠野」としづ。)が遠野市役所内に設置された。このような行政と市民が

協働して推進していく定住促進の体制を図式化すれば、次のとおりとなる。

市民協働の定住促進体制図

行政組織

「で・くらす遠野
推進委員会J

政策自密室
財政際
環幡製
融蝶 ・
産業損蝿無
断柑開眼
A.S.T 
建般際
部時計置隈
蝉俊信醤果
社会教育際
文4噂
学牧教育課
療業~.員会
蝉暢鶴湾泉
地区センター

-住む撤わ確保
.領K場わ確保
・園事t掴i回究実
.サポート備僅備
，・遠野yーリズムの推進

<目棟>

・遠野市の，司自ヒ
-交流人口・定住人口の増加

.物瞳の販開観悶

〈ごト
(事業9

・ふるさと市民舟度初推進
.遠野ブランドの謂正
-定住克泳乃促進
-情轍別爆・発信
-樺!ll受入等フンストップ窓口

(雄副輔粉

ふるさa曹関庫巧ザ
でぺらす遠野

曾~
-選開偲入品
・みやもりふるさと会
.醐苛酷
・遠野駒沢-ーター

.~、わて定住・交流支援センター

.ふるさと回震域センター
-ふるさ剖欝鵬
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市民組織

「で・くらす遠野
サポート市民会恥

.道堕摘江会
・運町櫛匂絵
.選蹴るさと生地
.，JAj閣遡野淘苫
.NPO通観11里ネット
.通野島、自協会

-つきもうし
ファーマーズネット
.宮司1';1ーリズム
-繍艇夢を
勝、せる刻協会
・パJ、ヤチニカ
-選野ヱコネット
・(梼選野
-遠野テレビ(栂
.有機者
・遥野市

・事業主体

-総合苦咽(帯構サ
.働噛鐙姐見直d



「で ・くらす遠野Jは、定住に関する総合相談窓口の機能を担うとともに、移住希望

者が必要とする情報を集約し、移住の計画段階から実行段階までをサポートする役割も

担っている。この組織は、現在は、事務局を担う遠野市ふるさと定住推進室の職員4人

で運営されている。

また、この「で ・くらす遠野Jには、地元の産地直売所、農業法人等からの求人情報

が寄せられるごともあり、これらの地域の就業に関する情報が移住希望者に提供されて

いる。

さらに、「で・くらす遠野」は、遠野への来訪を一過性のものにせず、来訪者の中から

遠野ファンを確保して将来の定住へと結び、つけていくため、平成18年度から「で・く

らす遠野市民制度」を創設している。これは、全国の「遠野に行ってみたしリ、「遠野を

もっと知りたしリという人に、遠野から離れていても身近に遠野を感じてもらうことを

目的とする制度である。その内容は、遠野市外に住む市民会員からの年会費を活用して、

遠野の情報発信、地元産品の宅配サービスの実施、宿泊施設等の優待券の提供等を行う

というものである。

ふるaと...館プラザ

区亙E理盟璽璽室率
田・・・r.'1.;.温百副彊，~司島-

I:~一い〈伶一屯
市艮'制刊度にλ念するには

-・・・~Y，1I'京童三重司・・・・

選JH:移住するに f~

IJU，-ン先限の幽

!l在家精件f膏唱1

行って髄たい符ヵ、ら住んで鯨たい町へ

ま
'? 

て

、すま、

あなたも滋野市民になり三せんか?

"。輔"蝿も噛枠俊

守028・回目事手県-市凧館町湾‘12号

量'市社餅品事泊先住崎温車内

で伶司，量.11M.曙

m019a・62・2111
1'...0事98.63・2官24

あ ~';I 

!な ヵ， .. " . 
2ト5 L JりL 
ふな
各 さ
き ‘hーh・
と
ヵr

で・ くらす遠野|主、遠野広興味がある l 遠野を知りたい l 遠野|こ行き t~い l 途野に住みた

い lという人たちlュ、つでも遠野を身近に感じてもらい、移住・定住を応録する市民(けポー

ト市民会議)と行政(遠野市)が一体となった定住推進組織です.
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「で ・くらす遠野Jは、将来的な定住者の確保を目指し、この制度を通じて遠野ファ

ンを増やそうとしている。実際この制度における市民会員数は、制度創設以来着実に伸

びており、平成22年2月には、延べ600名を超えている。

(3)住宅に関する取組

住宅に関する取組としては、「で ・くらす遠野jは、空き家ノ《ンクの運営のほか、必要に

応じて空き家の修繕等を行う業者を紹介したり、修繕等の見積額に関する情報を提供したり

している。

(4)取組の成果と今後の課題・方向

取組の成果を見ると、平成 18年 10月から平成21年 12月までに「で ・くらす遠野」

を通じて定住した世帯数は21世帯になっている。遠野市としては、前述の平成22年まで

に累計で37世帯を定住させるという目標を達成するためには、移住者の受け皿の整備、特

に住居及び仕事の確保の面に力を入れる必要があると考えている。

住居の確保の面では、空き家ノくンクにおける物件の登録件数が少ないことが課題になって

いる。しかも、多くの空き家はそのまま住居として使えるような状態になく、修繕が必要な

場合が多い。このため、「で ・くらす遠野Jは、平成22年度に改修費用の一部を補助する

ための予算措置を予定している。

また、仕事の確保の面では、遠野市においては有効求人倍率が低く、ハローワークの求人

情報も正規雇用の仕事が非常に少ないため、現役世代が遠野市に移住しても市内で仕事を見

つけることが困難な状況にある。そこで、遠野市は、 iU・Iターン就業サポート制度Jを

設け、遠野市内の雇用情報をU・Iターン希望者に提供するほか、就業環境の整備を図るた

め、関係機関等とも連携しながら、企業誘致、起業支援等に取り組むこととしている。

2 空き家パンクの運営

(1)空き家パンク開設の背景

遠野市は、以上の移住 ・交流促進施策を実施する中で、岡市への定住を促進するには、

移住希望者に対する住宅面での支援を行うことが必要と考えた。そこで、遠野市は、「で ・

くらす遠野Jが実施している移住 ・交流に関するワンストップ ・サービスの一環として、

平成 18年 10月に空き家パンクを開設した。

「で ・くらす遠野Jは、この空き家パンク開設当時は紙媒体の台帳で、物件の整理を行っ

ていたが、平成21年度に「で ・くらす遠野Jのホームページをリニューアノレしたのに合

わせて、空き家物件情報のページをホームページの中に設けた。

(2)空き家パンクの取組の内容

ア 空き家情報の収集

「で ・くらす遠野」の空き家ノ〈ンクの取組の内容を見ると、まず空き家情報の収集に

ついては、「で ・くらす遠野」が空き家情報の提供を受けたり、担当者が地域を回って空

き家情報を集めたりする形で行われている。このうち空き家情報の提供を受けるため、
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「で ・くらす遠野Jは、市の広報誌、ホームページ等を通じて、地域の住民及び不動産

業者に対し空き家情報の提供を呼び掛けている。また、遠野山 ・里 ・暮らしネットワー

クに所属している定住アドバイザーも、空き家の物件の調査等を無償に近い形で、行って

いる。「で ・くらす遠野jは、この定住アド、バイザーからも空き家情報の提供を受けてい

る。もっとも「で ・くらす遠野」に集まってくる空き家の情報はこれまでのところ少な

く、前述のように空き家ノ〈ンクにおける物件の登録件数がなかなか増加しないことが課

題になっている。

イ 空き家物件の情報発信

空き家物件の情報発信については、「で ・くらす遠野」は、ホームページ内にある空き

家物件情報のページを通じて行っている。平成21年度に「で ・くらす遠野Jがこれを

ホームページ内に設けて以来、空き家ノくンクの認知度は次第に高まっており、最近では

移住希望者からのホームページを見たという問い合わせも増えている。

また、 「で・くらす遠野Jは、観光協会に対して、遠野市を観光で訪れた人の中で移住

希望者がいれば、その人を「で ・くらす遠野」の相談窓口まで紹介しても らうなど、移

住に関する情報提供を行えるようにするための協力を依頼している。

ウ 空き家パンクの掲載情報

「で ・くらす遠野j の空き家ノ〈ンクは、次のとおり住宅状況、物件所在地、周辺地図

等の情報を掲載している。

管理No・ 000μ鶏獄BHoo.O.O 主主E吠;寛 平麗

物件所在jl!! 遠野市00町αコ00， 翻辺地図 fMAf' 

φJ 

φJ 

写 真ザ

(鞠件の外観)ザ

お隊喰わせ TEl FAX MAd 

ふるさと治野定住ブラザ

fで・くらす;a野J
0198-62-2111 (内線138> 0198-63-1124 ~ 

滋野山・里・馨aネットワh ク
0198・62-3430 0198-62帽3430 B 

新規定住尼鍍団
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エ 物件と希望者のマッチング

「で ・くらす遠野」は、寄せられた相談には電話、ファクシミリ、メールまたは訪問

のいずれの方法によっても対応している。また、相談者一人一人の個票を作り、それを

もとに相談に対応している。

遠野市内の不動産業者の中には、「で ・くらす遠野」からの協力依頼を受けて、現地で

相談者に同行して物件の案内を行う者もある。不動産業者は、物件の修繕の必要の有無、

取庇担保責任、免責事項等について助言を行っている。また、現地での物件案内につい

ては前述の定住アドバイザーにも協力を依頼している。

オ契約手続き

Jで ・くらす遠野」は、基本的には契約者間で直接交渉及び契約を行ってもらうよう

にしている。ただし、「で ・くらす遠野」の空き家パンクに登録された物件には、所有者

からの情報提供または担当者の情報収集により登録された物件もあれば、地元不動産業

者または]Aの取り扱う物件もあり、物件ごとに契約手続きの方法が異なっている。

なお、地元不動産業者または ]Aの取り扱う物件については、不動産業者または ]A

が仲介し、交渉及び契約を行うことになっている。

力 契約後のフォロー

「で ・くらす遠野」は、移住者の移住後の生活に対しては特段の支援は行っていない

が、移住者から「で ・くらす遠野」へ相談が寄せられた場合にはその都度対応している。

また、「で ・くらす遠野」では、岩手県から委嘱された定住交流アド、パイザーと連携し

て、移住者からの相談への対応、移住者の近隣への紹介及び生活インフラの情報の提供

といった定住サポート業務を行っている。

(3) 空き家パンクの取組の成果

空き家パンクの取組の成果を見ると、「で ・くらす遠野」がそれを開設した平成 18年

度から平成21年末までに、 21世帯が遠野市へ移住した。このうち空き家ノ〈ンクに登録

された物件へ移住したのは 13世帯である。

(4) 今後の課題と方向

「で ・くらす遠野Jの取組において空き家ノくンクは上記のとおり一定の役割を果たして

いるが、平成21年8月時点でこの空き家パンクに登録された物件は 10件であり、あま

り多いとはいえない。「で ・くらす遠野」は、前述のように空き家情報の提供を呼び掛け

ているが、寄せられる空き家情報は少なく、物件の登録件数は横這いの状態が続いている。

「で ・くらす遠野」が把握しているデータによると、遠野市内には少なくとも 200件を

超える空き家があるが、賃貸または売買に応じる所有者は稀であり、今後空き家の情報を

いかに収集するかが課題になっている。

そこで、「で ・くらす遠野」は、年に2団地区長を集めて遠野市の定住促進策への理解

を求め、空き家ノtンク事業への協力を依頼したり、市民向けに移住フォーラムを開催して

協力を呼び掛けたりするなどの取組を進めている。今後も遠野市としては、岡市に定住す

53 



る世帯を増やしていくため、空き家情報を充実させ、地域アド、パイザーを配置し、さらな

る定住促進の取組を進めることとしている。

lO茨城県(県北地域)・財団法人グリーンふるさと振興機構|
1 移住・交流の取組

(1)移住・交流の取組の背景

茨城県の県北地域(目立市、常陸太田市、高萩

市、北茨城市、常陸大宮市、城里町及び大子町)

は、四季折々の豊かな自然と温暖な気候に加え、

豊富な海や山の特産物にも恵まれた地域であり、

地理的に首都圏から近く、交通機関、医療機関等

も整備されている。しかし、同地域は、人口減少

や高齢化が進み、地域活力の低下が懸念されてい

る。

そこで、茨城県は、平成 18年に策定した新茨

城県総合計画「元気いばらき戦略プラン」の中で、

県北地域の振興を図るため、新たなライフスタイ

ルの発信による交流、二地域居住及び定住の促進

を位置付け、主に首都圏の住民を対象に、県北地域での交流、二地域居住及び定住の促進

に向けた様々な取組を展開してきた。

(2)移住・交流の取組の内容

ア 財団法人グリーンふるさと振興機構の取組

茨城県の県北地域における移住 ・交流の取組においては、「財団法人グリーンふるさ

と振興機構J(以下「振興機構Jとしづ。)が重要な役割を果たしている。振興機構は、

県北地域の振興を目的として、県、関係市町村、民間企業、各種団体等からの出資によ

り、昭和60年に設立された財団法人である。

振興機構は、平成18年度から平成22年度までの中期計画における重点施策のーっ

として、交流 ・二地域居住の拡大をあげている。そして、振興機構が関与して移住等を

行った人口を 5年で50組、 100人にするという目標を同計画に掲げている。この目

標を達成するための振興機構の取組については、移住希望者の相談への対応及び情報の

提供、体験プログラムの実施、若い世代の定住促進、移住後の生活支援並びに住宅の確

保が中心になっている。

まず移住希望者の相談への対応と情報の提供の取組としては、振興機構は、田舎暮ら

し相談窓口を設けており、この窓口には平成 18年 10月の開設以来750件を超える

相談が寄せられている。

また、体験プログラムとして、振興機構は、移住希望者等に県北地域の魅力を実感し

54 



てもらうための「さとやま体験ツアーj及び「プレ田舎暮らし体験事業Jを実施してい

る。さとやま体験ツアーは、日帰りまたは1泊2日で地元の人々との体験交流 ・農家民

泊を行うというプログラムで、平成20年度は、 9回のツアーが実施され、延べ345

人が参加した。一方、プレ田舎暮らし体験事業は、振興機構が整備した6棟の「お試し

田舎暮らし住居」において 1カ月から 3カ月または1年実際に住むことができるように

するもので、平成20年度は、 20世帯36人の参加があった。

さらに、若い世代の定住促進の取組としては、振興機構は、平成21年度から地元の

有機農業者ネットワークの協力を得て有機農業研修を実施している。これは、有機農業

の担い手を育成するため、 20歳から 39歳までの田舎暮らし希望者を対象として、県

北地域に定住することを条件に 1年から 2年の研修を行うものである。振興機構は、研

修期間中の住居の提供を行っており、県は研修生に対する助成金制度を設けている。平

成21年度は、 1名の研修生を受け入れた。

加えて、移住後の生活支援として、振興機構の職員が県北地域の市町の協力を得なが

ら移住者からの相談に対応している。今後、振興機構では「定住アド、バイ-if-Jを配置

し、移住者に日常生活や農作業などを円滑に行うための助言及び指導を行っていくこと

も予定している。

イ 茨城県の取組

一方、県は、県北地域における交流 ・二地域居住及び定住の促進を図るため、主に首

都圏などの都市の住民に対する PRの役割を担っている。

茨城県では、県北地域の豊かな自然に包まれた魅力的なライフスタイルを「いばらき

さとやま生活Jとしてブランド化している。また、「し、ばらきさとやま生活Jの情報発

信のため、生活情報のほか、移住実践者の体験談など移住後の生活が実感できるような

情報を掲載するホームページを開設 ・運営している。さらに、雑誌、テレビ等を通じた

情報の発信を行っている。加えて、首都圏で開催される移住 ・交流をテーマにしたイベ

ントでのPRも行っている。

ウ 県北地域の市町の取組

県北地域の市町は、情報の提供、移住希望者の相談への対応及び移住者の生活の支援

の面で、茨城県及び振興機構との連携を図っている。

また、これらの市町は、独自に交流 ・二地域居住や定住の促進に向けた取組も実施し

ている。例えば、常陸大宮市は、市外から移住して空き家を利用する人に対する「移住

奨励金J及び「空き家改修費補助金Jの交付を行っている。

エ 振興機構、茨城県及び県北地域の市町の役割分担の特徴

以上のとおり、交流 ・二地域居住及び定住の促進のため、振興機構は、主に移住等の

希望者を対象とした現地での支援サービスを担っている。また、茨城県は、県北地域の

魅力を首都圏の都市住民に発信する役割を担っている。さらに、県北地域の市町は、地

元に密着した情報提供及び移住者のフォローという形で振興機構及び茨城県の取組に
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協力しながら、独自の移住 ・交流促進施策を実施している。茨城県の県北地域における

移住 ・交流の取組については、このように振興機構、茨城県及び県北地域の各市町の三

者が各々の役割に応じた取組を行い、それらがうまくかみ合うような仕組みが構築され

ている点に特徴がある。

【県北地域での果、財団、市町の役割分担】

[財団法人クリーンふるさと振興機構】 1 (茨城県]

O二地域居住や移住・定住を希望する人への支援 | 一一 10首都圏在住の都市住民に対する開活動
・田舎暮らし峨窓口の慣 | 連撹| いばらきさとやま生活ホームページの附と運営
田舎暮らし空啓蒙情報パンクの開設と運営 1/'-一----''J 雑箆・テレビなどのjディアを通じた情報発信
お試し田舎暮らし体験の実施 |¥「一一一〆l 移住・交流をテーマ|こしたイベントでのPR
有機農業研修の実施 二地域居住者の創出を図る新たな取組(古民家

田舎暮らし勺ポ」担」、定住アドバイザーの設置| イ を活用した地産地消レストランの営業実験等)

ι 

(3)住宅に関する取組

【県北地授の7市町]
O県や財w)取組との連携
地場内の空き家情報の提供

空き家所有者の情報提供や憲司確~
契約後の移住定住者へのフォロ」

Oその他舎市町独自の取組

♂連携

振興機構の住宅に関する取組としては、平成18年度からホームページ上で空き家パン

ク(田舎暮らし空き家情報ノくンク)が運営されている。また、平成20年度からは、空き

家を円滑に賃貸できるよう、空き家の改修等に係る費用について最大20万円を所有者に

補助する制度も導入されている。

(4)取組の成果と今後の課題・方向

取組の成果を見ると、振興機構の資料 [中期計画における移住者の目標と実績]

によれば、平成20年度までの実績で3 目標(人) 実績 (人)

2組、 67人が定住またはこ地域居住を 平成 18年度 6 3 

開始した。平成22年 1月までの累計で 平成 19年度 1 8 26 

は、この数値は 51組、 103人となっ 平成20年度 24 3 8 

ており、「平成22年度までに 100人」
平成21年度 2 6 36 (※) 

という目標を既に達成している。
平成22年度 26 

今後、振興機構及び茨城県は、現在行
言十 100 I 1 0 3 

っている取組を引き続き着実に実行し
※ 平成22年1月末時点

ていくこととしているが、元々のターゲ

ットであった団塊世代だけでなく、現役世代の交流・ 二地域居住及び定住の促進も視野に

入れているとのことである。

また、現在県北地域の交流 ・二地域居住及び定住の促進に関する事業については、茨城

56 



県の地域計画課県北振興室が担当しているが、交流 ・二地域居住及び定住の一層の促進を

図るため、今後、就農促進担当部署、住宅政策担当部署及び雇用対策担当部署との緊密な

連携を図っていくこととしている。

2 空き家パンクの運営

(1) 空き家パンク開設の背景

空き家パンクが開設された背景には、県北地域の交流 ・二地域居及び定住を促進するた

め、平成 18年9月に設置された「し、ばらきさとやま生活支援システム研究会jの取組が

あげられる。この研究会は、茨城県、振興機構、県北地域の7市町、学識経験者、不動産

取引業者及び地域づくり団体で、構成される研究会であった。

この「し、ばらきさとやま生活支援システム研究会」は、その後精力的に検討を行い、平

成 19年3月に報告書を取りまとめた。この報告書には、田舎暮らし希望者の住居、生活

関係等の相談を踏まえ、そのニーズ、に対応するため、空き家パンクを整備することが盛り

込まれた。また、振興機構が中心になり空き家ノくンクを運営することも明記されており、

現在、振興機構は、以下の仕組みにより空き家パンクを運営している。

岳~曇:m舎暮らし空き家情報パンク〈空き家の橋渡し制度〉、骨-clll:田舎暮らし支後!l+'

①綿需要、

字情揖供 グリーンふるさと鋸興機構
lfm純 一

国 I@;込聾付 {回@事sし相続窓口}• E ‘ 。定住総支鰻
‘8定倹後植蹟 lI a曾醤告しザポーター 1. 
' 

(2) 空き家パンクの取組の内容

ア 空き家情報の収集

命運鎗
険

[:1 
建事費

県北地域の空き家ノミンクの取組の内容を見ると、まず空き家情報の収集については、

振興機構が広報誌、チラシ、ホームページ等を通じて県北地域の空き家所有者に空き家

パンクへの登録を呼びかけるという形で行われている。また、振興機構及び市町が単独

または共同で空き家の情報収集のための調査を行うという方法もとられている。さら

に、市町が調査後の空き家の所有者及び所有者の意向の確認をし、振興機構に情報を提

供するということも行われている。
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空き家の所有者の中には荷物の片付けや掃除ができていないために空き家の賃貸等

を拒む人もいたそうである。しかし、振興機構が平成20年度から空き家の改修等に要

する費用に対する補助制度を導入した結果、平成20年度には新たに 19件の空き家の

登録に結びついたとのことである。

しかしながら、現在は空き家のスト ックが減少する一方で、情報提供または登録に応

じる所有者が少なくなっており、空き家の確保のため、その登録件数の増加を図ること

が必要になっている。

イ 空き家物件の情報発信

空き家物件の情報発信については、振興機構はホームページ内にある「田舎暮らし空

き家情報バンク」のページを通じて行っている。

また、県北地域の市町には、常陸大宮市及び大子町のように、独自に空き家パンクを

設けている市町もある。これら市町の空き家ノ《ンクに掲載されている空き家の情報は、

振興機構の空き家パンクにも掲載されており、振興機構と市町の共同で情報発信が行わ

れている。

ウ 空き家パンクの掲載情報

振興機構の空き家ノ〈ンクは、次のとおり家屋所在地、売買 ・賃貸の別、家屋構造、屋

根、希望価格等に関する情報を掲載している。

持所在地 | 売・削 IJ I 
報構造

屋根

敷地i平数 m
2 建物!f数 m2 躍の有無

ffi!徽 tæ!n~ 

住所

所有者 氏名 管理人

電話 FAX・メ-.Jv 

家屋の状態

トイレ | その他 | 
エ 物件と希望者のマッチング

振興機構では、現在3名の職員が、県北地域の市町の職員の協力も得ながら、移住希

望者等からの相談への対応及びバンクに登録された空き家の情報提供を行っている。

振興機構は、空き家情報パンクを見た人からの相談を電話または電子メールで、受けた
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後、必ず一度は振興機構の事務所へ来てもらうことにしている。そして、希望者の移住

等への熱意及び求める物件の条件を確認したうえで、物件の情報提供を行っている。

移住希望者が田舎での生活に不安を抱いている場合または移住後の生活について具

体的な内容を決めていない場合には、振興機構は前述の「プレ田舎暮らし体験事業」へ

の参加を勧めている。

工契約手続き

契約に際しては、空き家の所有者と希望者との問で直接契約を締結している。

オ契約後のフォロー

空き家の売買契約後においては、振興機構は、移住者が地域に馴染みゃすいように自

治会への加入を勧めている。また、実際に移住者が定住または二地域居住を始めた後の

支援については、振興機構の職員が移住者からの相談に対応しているほか、振興機構で

は、今後は「定住アド、バイザーJの配置も検討している。

振興機構は、県北地域で既に定住を始めている人及び地元の住民の中から定住アドバ

イザーを委嘱し、定住アドバイザーに自らの経験をもとに生活の知恵、習慣その他に関

する情報の提供及び移住者からの相談の受付を行ってもらう予定である。

また、県北地域の各市町も、定住または二地域居住を開始した人に対して、生活イン

フラに関する情報の提供、相談への対応等をそれぞれ行っている。

(3)空き家パンクの取組の成果

空き家パンクをはじめとする県北地域での交流・二地域居住及び定住の促進に向けた取

組が始まった平成 18年以降、振興機構の田舎暮らし相談窓口には、首都圏を中心に 75 

O件を超える相談があった。また、振興機構の関与により、空き家ノ〈ンク等を通じて定住

または二地域居住を開始した人の数は、前述のように平成22年 1月までの累計で 51 

組、 103人になっている。これは、振興機構の中期計画において示された「平成18年

度から平成22年度までの5年間で50組、 100人Jという目標を平成21年度で達成

したことになる。

振興機構、茨城県及び県北地域の各市町の三者が行ってきた取組は、このように目覚ま

しい成果をあげている。その要因としては、空き家パンクにより役立つ物件情報を提供し

てきたことに加え、それと一体的に運用できる充実した支援システムを構築し、立場の異

なる三者が明確な役割分担と緊密な連携によって取組を展開してきたことが考えられる。

(4)今後の標題と方向

振興機構の空き家ノくンクの課題としては、地域内に多数の空き家があるにもかかわら

ず、賃貸または売買に応じる所有者が少なく、情報の提供及び登録に至らないものが多い

ことがあげられる。振興機構は、県北地域の各市町の協力も得ながら、空き家所有者に根

気よく説得を続けるという対応策をこれまでもとってきたが、登録件数は横這いの状態が

続いている。

こうした中で今後も取組の成果があがるようにするには、空き家ノくンクに登録される空
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き家のストックを確保していくことが必要である。このため、振興機構は、空き家の多い

地域に重点を絞って登録を呼びかけるチラシを配付するなどにより、空き家の登録の掘り

起こしを進めていくことにしている。

1 移住・交流の取組

(1 )移住・交流の取組の背景

[山梨市の概要】

面積:289.87k nf (. 

人口:38，686人

(平成17年国勢調査より)

合併:平成 17年3月22日

!日山梨市、牧丘町及び三富村が合併

山梨県山梨市は、山梨県北東部に位置する果樹栽培が盛んな市であり、平成 17年3月

に旧山梨市、旧牧丘町及び旧三富村が合併して誕生した。

山梨市においては、我が国の多くの市町村と同様に、将来の人口及び世帯数の減少が予

想されていた。そこで、山梨市は、平成 19年に策定した総合計画の中で、地域の活性化

を図るため定住及び交流居住を促進することを掲げた。

(2)移住・交流の取組の内容

山梨市は、首都圏から 100キロ圏内にあり、 ]R新宿駅から特急で 1時間半の距離に

あるという強みを活かし、定住及び交流居住を促進するため、首都圏在住者を対象とする

多様な取組を進めている。例えば、首都圏在住者に山梨市への定住または二地域居住を薦

めるだけでなく、果樹農業等の資源を利用した観光交流を推進している。

山梨市では、定住の促進に移住者の仕事を確保する必要があると考えており、商工労政

課の中に「山梨市地域職業相談所」を設置した。相談所では、ハローワークの職員 2人が、

移住希望者からの就労相談に応じる等の就労支援を行っている。また、山梨市は、就農を

希望する移住希望者について、岡市に先行して移住した人々が運営する特定非営利活動法

人「都市農村交流セミナー」を紹介し、同法人から農協または農業大学校へのあっせんを

してもらっている。

なお、山梨市の近隣7市2町(甲府市、都留市、大月市、韮崎市、南アルプス市、北杜

60 



市、甲州市、身延町及び南部町)においても、空き家パンクの開設をはじめとする移住 ・

交流の取組が進められている。山梨市は、これら近隣の市町と空き家ノ《ンクのホームペー

ジの相互リンクを張ったり、空き家ノくンクの周知を目的とするシンポジウムを共催したり

するといった形での連携を図っている。

(3)住宅に関する取組

住宅に関する取組としては、山梨市は、空き家ノくンクを開設するとともに、平成 19年

度から空き家ノくンク利用登録者を対象に毎年「田舎暮らしお試し体験J事業を実施してい

る。

(4)取組の成果と今後の課題・方向

取組の成果を見ると、例えば、「田舎暮らしお試し体験Jの参加実績は、平成 19年度

が4組8人、平成20年度が6組 12人及び平成21年度が8組14人で、あった。このう

ち平成20年度には1組2人、平成21年度には2組2人が実際に山梨へ移住した。

山梨市の定住促進における今後の課題としては、まず空き家パンクの登録物件数及び市

内の求人数が少ないことがあげられており、登録物件数の増加及び求人の開拓が必要にな

っている。

また、山梨市役所では、総合政策課の職員 1名が、定住促進業務と他の業務とを兼務し

ているが、平成22年度からは市民協働参画の担当部署に定住促進(空き家パンク)の担

当を移管し、地元住民の理解と協力により、空き家ノ《ンクの一層の活用を推進するための

体制の強化を図っていく予定である。

2 空き家パンクの運営

(1)空き家パンク開設の背景

山梨市においては、近年過疎化が進んで集落に空き家が目立ち始め、防犯の面からも住

民の不安が高まっていた。一方、市外へ転出した住民からは、使わなくなった空き家を活

用してほしいとの要望が寄せられていた。そこで、山梨市は、都市住民と市民との交流拡

大及び定住促進による地域の活性化を図るため、空き家の有効活用を図ることとし、平成

1 8年 12月に空き家パンクを開設した。

また、山梨市は、平成18年8月に社団法人山梨県宅地建物取引業協会(以下「県宅建

業協会Jとしづ。)と「山梨市空き家情報登録制度『空き家ノ〈ンク』媒介に関する協定」

を締結し、空き家パンク事業の実施に当たり、県宅建業協会会員である地元の宅建業者の

協力を得られるようになった。この取組は、その後山梨県内の他の市町にも広がり、平成

2 1年末現在では、県内の近接する 8市2町(甲府市、都留市、山梨市、大月市、韮崎市、

南アルプス市、北杜市、甲州市、身延町及び南部町)が県宅建業協会と空き家ノ〈ンクに関

する協定を締結している。

さらに、県宅建業協会は、空き家ノ《ンク事業に関する情報発信元は、多ければ多いほど

良いと考え、そのホームページ内に「山梨田舎暮らし」のページを開設し、空き家パンク
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に関する協定を締結した各市町の空き家ノミンクのページとリンクを張り、全面的な協力を

行っている。なお、そのリンク画面は、次のとおりである。

E35Eを家パンク協定先

当協会は以下の各8市町村と空き家パンク事業|こつl¥て、業務提携をしています。

写真をクリックすると各市町村の空き家パンクのぺ」ジヘ移動します。

x空き家パンクの専用ページがない市町村については、 市町村の卜ッブページが表示されます。

地図の市町村名をクリックすると、各市町村のホ」ムページへ移動します。

加えて、県宅建業協会と空き家ノくンクに関する協定を締結した8市2町のうち 6市(甲

府市、山梨市、韮崎市、南アルプス市、北杜市及び甲州市)は、平成20年度に財団法人

地域活性化センターの「移住 ・交流受入システム支援事業」を活用して広域的な空き家ノミ

ンク制度を確立するための調査研究を実施した。この調査研究は、「空き家ノくンク制度調

査研究会」を設置して行われた。この調査研究会の報告書では、空き家ノくンクに掲載され

た物件情報の提供様式を6市共通のものにすること、 6市の空き家ノくンクのページ間で相

互リンクを張ること等が提案された。これを受けて 6市は、この提案に沿った取組を行っ

た。その結果、移住希望者は、山梨県内の複数の市町の空き家パンクに掲載された情報を

広域的に比較検討しながら物件を探すことができるようになり、多くの空き家物件の中か

ら自分のニーズに合ったものを探すことができるようになった。

(2)空き家パンクの取組の内容

ア空き家情報の収集

山梨市では、市の担当者が空き家情報の収集を行っている。空き家の調査を行う際に

は、市の職員には売却または賃貸が可能か否かの判別が難しいため、県宅建業協会会員

の宅建業者が調査に同行する。収集した空き家情報については、山梨市がその所有者に

空き家パンクへの登録を直接お願いしている。

また、山梨市では空き家の所有者が市外に居住しているケースも多く見受けられる。

62 



このため、山梨市は、次に示すような空き家ノくンクへの登録を呼び掛けるメッセージの

スタンプを作成し、市が発送する固定資産税等の税関係の封筒に押印し、市外に居住す

る所有者に所有する空き家情報の登録をお願し、している。

このほかにも、県宅建業協会と協定を締結した山梨市をはじめとする 8市2町は、市

の広報誌によるPR、地元の区長会における空き家ノ〈ンクの紹介を行うなどして、空き

家情報の収集に努めているほか、県宅建業協会からも空き家情報の提供を受けている。

イ 空き家物件の情報発信

空き家物件の情報発信については、山梨市は、市のホームページ上に開設した空き家

パンクへの情報の掲載及び空き家ノミンクに登録した人へのダイレクトメールの送付に

より行っている。また、全国で発売される雑誌等に空き家パンクの記事が掲載されると

反響が大きいことから、山梨市は、田舎暮らしをテーマにした雑誌、新聞等の取材にも

積極的に協力している。

ウ 空き家パンクの掲載情報

山梨市の空き家パンクの掲載情報は、前述のように岡市を含む6市の共通の物件登録

様式に即したものになっている。この様式には、下記のとおり分類、住所地、価格、物

件の構造、利用状況、主要施設等への距離等に関する情報が掲載されている。

こうした共通の様式の採用により、移住希望者は、前述のように山梨県内の複数の市

町の空き家ノくンクに掲載された情報を広域的に比較検討しながら物件を探すことがで

きるようになっている。

63 



【6市の共通の物件登録様式】

聾緯~ 分類 ロ賃貸口売却

物件住所地 家屋状態の目安

価格
む賃貸 円/月 回敷金 ヶ月口礼金 ヶ月

己売却 円

商 積 構 造 瞳集均三 集 重手

土地 m ロ木造 補修の要否 補修の費用負担

1階
d 口軽量鉄骨造 ロ補修は不要 ロ所有者負担

物 坪 ロ 鉄筋コン~~-~ ロ 多少の槍修必要 ロ入居者負担
件 建物 d 口その他 日大幅な補修必要 ロその他
の 2階

炉F 口現在橋信中蝿
要 1階口器棚( }量 ロ台所 口嵐品 ロトイレ 口その強(

間取り
口洋議{ }量{ )畳 口和室( }畳〈 )畳( )畳

2階口洋~( }量( )畳 口和蜜( }畳{ )畳

ロその飽{

手IJ ロ放置 ( }年 電気 口引き込み諦み ロその他

用 ロ ~J経 ガ ス 口プロパンガス 臼その他
状 ロその他 酸 風 晶 ロガ スロ灯 油 口電気 口その他
況 備 水 道 司上水道口簡易水道口その他{

口駅 協n 状 下水道 o下水道口浄化槽口その他{
ロパス停 km 況 卜イレ ロ水器口掻取り /口和口洋

口市設所 主m .$: 庫 ロ 有 口鯨 物量 口 有 ロ無

主 ロ病院 km 躍 ロ 有 ロ費関 その他

要 ロ消防署 km 【間取1 Ull願可) 【地闇J(男l臓可}
施 ロ警察署 km 
設 口保育期 km 
等
口小学校 km ，、‘

の ロ中学校 km 
臨 ロ公営講師 km 
離 口公開 km 

ロス←パー km 

口事ームセン?~ km 

口 km 

耐震診断:米・済(補強不要・要補強) ・不要

建物外観の写真や、その弛特記事壌を配蔵

事特
項記
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工 物件と希望者のマッチング

物件と希望者のマッチングの際には、山梨市は、できるだけ移住希望者への個別対応

を心掛けており、例えば、毎週金曜日には市担当者による現地案内を終日行っている。

また、現地案内の際には、県宅建業協会会員の宅建業者も同行することがあり、宅建

業者が空き家情報及び地域の情報を移住希望者に説明している。

オ契約手続き

山梨市は、移住希望者と空き家所有者との無用なトラブ、ルを避けるため、市と県宅建

業協会の協定に基づき、空き家パンクを利用した物件購入希望者に対して、県宅建業協

会会員の宅建業者を紹介し、業者が仲介する形での契約を勧めている。

また、山梨市を通して県宅建業協会会員の宅建業者に空き家の仲介が依頼された場合

においては、依頼を受けた宅建業者は、空き家の調査、物件案内、重要事項説明書の交

付及び契約締結といった宅地建物取引業法に規定された仲介業務を山梨市と連絡を取

りながら行っている。さらに、仲介業務を行った宅建業者は、契約締結に至ったか否か

を山梨市に報告することになっている。

なお、こうした契約手続きに関する取組は、山梨市以外の県宅建業協会と協定を締結

した 7市2町においても同様に行われており、その流れを図示すると以下のとおりであ

る。

【契約締結までのフロー】

一 一 ー がゆ山一損害1...
器製主 f婁麗揖金i主い主

O 事象の流れ (111接型の場合)

まく1募集 ロf 、口問俣工>i
の 市 剰

釜録 者
貧 毘学槍飯{

与く1融寝室上コ … 
売 ・

id醐置IT>l ー<]酬雌t>型鮒跡 、 j 契約跡 事
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カ 契約後のフォロ一

山梨市は、地域のリーダーに移住 ・交流の重要性を理解してもらうことが、移住者が

地域に溶け込めるかどうかのカギを握っていると考えている。このため、山梨市は、移

住者が居住を開始する際にその移住者が地域に早期に溶け込めるよう、地元の区長、組

長、役員及び隣人に対して移住者を紹介し、その移住者と地元住民との交流のきっかけ

をつくるようにしている。

(3)空き家パンクの取組の成果

取組の成果を見ると、山梨市においては、空き家パンクを開設した平成 18年度から平

成21年末までに月平均で50件程度の相談が移住希望者から寄せられ、空き家ノ〈ンクを

通じて 45件の物件の成約があった。これは、全国でもトップクラスの実績である。そし

て、取組を積み重ねた結果、空き家ノくンクの実績が伸び、これにより地元の県宅建業協会

会員の宅建業者から物件情報が空き家ノくンクに集まり、そのことが更に成約実績を伸ばす

としづ好循環が生まれている。

山梨市としては、次に掲げることがこうした空き家ノくンクの成功の要因であると考えて

いる0

・地元の県宅建業協会会員の宅建業者が、空き家の所有者に対して、積極的に空き家ノく

ンクへの登録を働きかけ、物件情報の確保に努めたことなどにより、毎年30件程度

の空き家の物件が新規登録されていること。

・山梨市が関与することによって信頼性を確保できるというメリットを活かしながら、

インターネットを活用した空き家ノくンクの物件情報の発信をしていること。

-新聞、雑誌等の取材も活用し、広告宣伝費をかけることなく、都市住民に広く空き家

パンクを認知してもらっていること。

-毎週金曜日を現地案内の日と決め、希望者に対して終日徹底して現地案内を行ってい

ること(この結果、成約率が以前の 2倍になった。)。

(4)今後の課題と方向

山梨市の空き家パンクの取組に関する課題として、移住希望者は、若手から団塊の世代

まで年齢も様々であり、就農を中心とした就労 ・雇用に関する相談のほか、子どもの教育

や中高年に対する福祉の充実、家庭菜園程度の農業支援など、多様化するニーズへの対応

が必要であると山梨市は考えており、市役所内の連携だけでなく、市内の民間事業者、各

種団体、 NPO法人等との連携を進め、より良く、快適な生活が出来るよう検討している。
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1 移住・交流の取組

(1)移住・交流の取組の背景

I呉市の概要】

面積:353.76k rr:i 

人口:251，003人

(平成 17年国勢調査より)

合併:平成 15年4月 1日に旧呉市が

下浦刈町を編入合併

平成 16年4月1日に旧呉市が

川尻町を編入合併

平成 17年3月20日に旧呉市が

音戸町、倉橋町、浦刈町、安浦町、

豊浜町及び豊町を編入合併

広島県呉市は、平成15年4月から平成17年3月にかけて、旧呉市が近隣8町を編入

合併して誕生した市である。平成15年に実施された総務省の住宅・土地統計調査による

と、当時の呉市では、空き家率が 15. 2%に達し、広島県内で2番目に高いという状況

になっていた。また、市町村合併により呉市に編入された旧音戸町、旧倉橋町等の島しょ

部においても、空き家の増加が地域の問題として既に顕在化していた。

これらの状況を踏まえ、呉市は、移住希望者の誘致及びそれに伴う空き家の利活用の在

り方について検討を行うとともに、平成 17年4月には同市の住宅課内に「定住対策室J

を設置し、定住対策を担当させることとした。これと合わせて、呉市は、庁内の関係部で

構成する「呉市定住対策検討委員会」も設置し、全庁的に定住対策を進めることとした。

なお、定住対策室は、平成20年4月には「定住サポートセンターJに名称変更され、定

住支援に関する情報の発信、移住希望者の相談への対応及び空き家ノ《ンクに関する業務を

担当することになった。

(2)移住・交流の取組の内容

呉市の移住 ・交流の取組の内容を見ると、呉市は、平成 18年8月に、地元の高校の同

窓会及び企業関係者に依頼し、首都圏在住の呉市ゆかりの団塊世代を中心とした 5，622人

を対象とする「団塊世代の定住受入調査」を実施した。この調査の結果、回答者913人の

うち約 16%の人がUターンを考えているという結果が出た。

また、呉市は、同じく平成 18年に改定した「第3次呉市長期総合計画Jの基本構想及

び基本計画の中で、定住促進を図ることとし、その一環として、空き家 ・空き地の情報提
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供と相談体制の整備を行うこととした。この基本計画の中では、呉市は、前述の「団塊世

代の定住受入調査Jの結果もあり、定住対策の主たるターゲット層を団塊世代とした。

具体的な定住対策としては、呉市は、主に団塊世代を対象とする定住ノfンフレット「セ

カンドライフ ・スローライフ ・田舎暮らし」を平成 17年9月から作成している。このパ

ンフレットは、これまでに3度の改訂を経ながら累計で 55.000部が作成されており、東

京 ・大阪の広島県人会会員、定住PRイベント等の参加者に配付している。

また、呉市は、平成 17年9月から市のホームページの中で「呉市定住支援窓口jのペ

ージを開設している。このホームページには、就労に関する情報、医療・子育てに関する

情報、定住者の体験談、住宅に関する情報等の幅広い情報が掲載されており、移住希望者

にとって必要な情報を提供できるようになっている。

なお、呉市は、移住希望者に対する補助金等の金銭面での支援の制度は設けておらず、

移住希望者への情報提供、助言など、ソフト面でのサポートを行っている。

(3)住宅に関する取組

呉市の住宅に関する取組は、空き家パンクが中心になっている。呉市は、社団法人広島

県宅地建物取引業協会(以下「県宅建業協会」としづ。)及び広島県と連携を図りながら、

移住希望者に対して、住宅に関する情報発信を行っている。

(4)取組の成果と今後の課題

取組の成果を見ると、呉市で空き家ノくンクを利用して空き家が賃貸または売買された件

数が後述のように平成20年度末までの累計で28件になっている。

しかし、呉市には、移住 ・交流施策において移住後の支援が未だ十分ではないとの認識

がある。呉市は、移住者の受入れに関する地域住民の意識の醸成を図るために広島県と共

催で、地域住民を集めた移住に関する車座談義を開催する等の取組を行っているが、呉市全

域への移住者の受入れに関する意識の広がりは十分ではないと感じている。そこで、呉市

は、今後は従来の取組に加えて先行移住者をうまくネットワーク化して、地元の地域住民

の移住者の受入れに関する意識の醸成と受入態勢づくりに生かすことが必要であると考

えている。

2 空き家パンクの運営

(1)空き家パンク開設の背景

呉市の移住 ・交流の取組は、空き家の有効活用が出発点となっており、このため、空き

家パンクはその核に位置づけられた。

もともと呉市の市街地にある空き家物件については、県宅建業協会のホームページで情

報提供がなされていたが、呉市の島しょ部にある空き家物件については、このホームペー

ジ上にほとんど掲載がなく 、情報提供がなされていなかった。このため、呉市は、市のホ

ームページで島しょ部の空き家物件の情報提供を行うこととし、平成 17年 10月に市の

ホームページの中に空き家ノくンクを開設した。
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さらに、移住希望者と空き家所有者の円滑な取引を確保するため、呉市は、平成19年

7月に県宅建業協会及び社団法人全日本不動産協会広島県本部(以下「県宅建業協会等J

という。)と「空き家ノくンクの相談等に関する協定」を締結し、相互に協力しながら空き

家パンクを運営するようになった。

なお、この協定は、広島県が平成18年9月に県宅建業協会等との問で締結した包括協

定である「交流・定住相談等に関する協定j に基づいて締結されたものである。「交流 ・

定住相談等lこ関する協定Jには、県宅建業協会等が広島県及び県内市町に対して空き家等

の情報提供を行うこと、物件の査定を行うとき等に市町からの要請を受けて県宅建業協会

等の会員を派遣すること、市町からの要請に応じて市町と県宅建業協会等が個別に協定を

締結すること等が盛り込まれており、包括協定締結後は、県内市町と県宅建業協会等との

個別協定締結が進んだ。

(2)空き家パンクの取組の肉容

ア 空き家情報の収集

呉市の空き家ノ《ンクのシステムは、前述の空き家ノくンクの開設の経緯から「呉市島し

ょ部空き家 ・空き地情報」及び「呉市内全域情報Jの2つの部分から構成されている。

このうち「呉市島しょ部空き家 ・空き地情報」は呉市が運営する空き家パンクであり、

「呉市内全域情報Jは県宅建業協会が運営する 「不動産オンライン広島J空き家パンク

である。 【封筒に印刷されたPR文】

呉市は、「呉市島しょ部空き家 ・空き i 

地情報j に登録する空き家情報の収集 |墜さ家バンクに議録しまぜんか?

については、自治会長等を通じて地域

住民に情報提供を働きかけたり、広報

誌「市政だより くれ」を通じて市民

に情報提供を呼びかけたりする方法で

行っている。また、平成20年度から

は固定資産税通知書の封筒に空き家ノく

呉市では，定住対策に取り組んでおり.島しょ揮
を含めた空~..空き地情報を集めて.ホームペ
ージで公開しています.
詳しくは.呉市役所住宅課定住担当窓口まで!
T乱0823-2ト3394FAX0823-24-6831 
定住支援HP→悦tp://v州w.cityねm品.j)/~t抱yu/
トMaIzyut紘U@clty.kLre.弘b

ンクのお知らせを掲載している。この固定資産税通知でのPRにより、市内に空き家の

物件を持っているが県外転出等の事情によりこれを利用する見込みのない人からの情

報提供につながったケースもある。これらの取組の結果、「呉市島しょ部空き家 ・空き

地情報Jには、平成20年度末時点で45件の物件が登録されている。

なお、主に市街地にある物件については、呉市と県宅建業協会の協定により、同協会

会員の宅建業者から「呉市内全域情報」に物件の情報提供が行われているほか、呉市が

収集した情報も提供されている。

イ 空き家物件の情報発信

「呉市島しょ部空き家 ・空き地情報jの物件情報は、呉市のホームページを通じて発

信され、「呉市内全域情報」の物件情報は、呉市のホームページからリンクが張られて
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いる県宅建業協会のサイト「不動産オンライン広島」を通じて発信されている。また、

同サイトは、前述の県と県宅建業協会の協定により、広島県の交流定住ポータルサイト

「広島暮らし」ともリンクしている。平成18年 12月からはこれを通じた空き家情報

の提供が行われている。

【呉市空き京パンクトップページ】

l獲さがンクの
手続ぎの涜れ

i市内の射殺問
所有者の1jヘ

i市内の抑制を
お探しの:Jjへ

て
…
。
市
…
か
呉
…
ん

た
…
曾

れ
…
ま

ま
…
み

閤
…
て
に
“
し

然
…
ら

留
…
穣

市空き家バンク

i鮒島しょm
z銀~J僕・Z包4聖織機事量

i気候が湖でお・山の自然に阻まれた呉市で
定住を考えてみませんか l

「呉市空き家パンクJは、呉市で居住することを希望している
方に、空き家・空き地の情報をホームページで紹介するもの

です。ご紹介する情報|立、“呉市内全主苦情報"と“呉市島しょ

部空き家・空ぎ地情報"です。また、呉市内において「空き

家・空き地Jをお持ちの方で、当パンクでの情報提供|こご協

力いただける方は、ご連絡ください。「空き家ハンクJI立、“暮

らしたい"と“(空き家等の物件を)見て欲しい"をつなぐ架け

橋となって頒張って参ります。

E 霊霊ヨEE型E盟霊藍盟理霊ヨ
“呉市内全域情報"は、リンク先の(社)広

島県宅地建物取引業m会のホ」ムページ
「不動員Eオンライン広息 lに掲載されてい

る物件です。

希望の物件がありましたら、物件紹介の

各宅地建物取引業者へご連絡ください。

“呉市島しょ昔日空き家-空ぎ地情報"は、市

政だより等での募集により，みなさんから

提供していただいた物件情報を掲載して

います。

ウ 空き家パンクの掲載情報

呉市の空き家パンクのうち「呉市島しょ部空き家 ・空き地情報」には、下記のとおり

分類、所在地、交通、構造、建築年月日、間取り等に関する情報が掲載されている。

一方、「呉市内全域情報」には、運営主体が県宅建業協会であることもあり、種目、

価格、所在地、交通、諸費用、間取など、一般的に宅地建物取引業者が示す情報が掲載

されている。
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【呉市島しょ部空き憲・空き地情報】

物件番号

分類 貸家

所在地 呉市音戸町 a MAPPLE周辺)jh図
交通 呉市営 行き パスi亭からi走歩5分

仕様・条件

構造 木造2階建て 延床面積

建築年月日 昭和60年8月 間取り 4LDK 

術{事履歴 1世目

電気 中国電力 敷地面積

水道 上水道 駐車場 あり〈駐車代は家賃込〉

ガス プロパンガス 都市計画法箸の事IJs& 1-

I~* j争{ヒ槽 取引形態 仲介取引

管理費箸

価格筈
家賃 43.000円/月

敷金1ヶ月

特徴

相手方に対する要望 1月31日まで入居中〈入居1;/:2月以降になります。〉

その他

お問い合せ先

写真・図面

噌問司1')

台所 2・出 2僧間取り

阪策P野
仰A

制定 e盆 トち 相.6.トー

主
真 真写 写

E葦 トー四

事の 担感4.15. 相司[4.8. (物件外観) (物件外観)
閉 トー一一 何人

玄関
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トラブrノレを心配する当事者に対しては、できる限り宅建業者を通した取引を行うように

呉市では推奨している。具体的には、呉市から空き家所有者に県宅建業協会呉支部の会

員で近隣の業者を 2"-'3社紹介し、紹介した業者の中から所有者がどの業者に依頼する

かを選択してもらうことにより対応している。

また、県宅建業協会は、呉市との協定により、物件の掘り起こしを促進させるため、

市取扱物件の相談、査定及び物件所有者(貸主または売主)からの仲介手数料は無料と

する形での協力も行っている。

なお、県宅建業協会は、今後も公益法人の立場から、上記のような県内市町の空き家

パンク事業への協力を積極的に行ってし、く方針とのことである。

カ 契約後のフォロー

呉市は、移住者が地元に溶け込むためには、契約後のフォローが必要であると認識し

ており、今後先行移住者の力を活用するため、ネットワーク化の方法を検討していく予

定とのことである。

(3)取組の成果

取組の成果を見ると、呉市では空き家パンクを利用して空き家が賃貸または売買された

件数は、平成 17年 10月の開設時から平成20年度末までの累計で28件になってい

る。

空き家ノくンクを利用して移住した人からは、「市が関与することにより安心感があっ

た」、「通常の業者取引では隠されるようなマイナスの情報についても、市は隠すことがな

く情報提供を行ってくれて、十分納得の上購入することができた」との声もある。総じて

移住をスムーズに進めるのに行政の関与が効果的であるとの意見が聞かれている。

(4)今後の謀題と方向

呉市の空き家パンクの今後の課題としては、登録物件の確保、移住希望者と登録物件の

マッチング及び移住後の支援に関することがあげられる。

まず、空き家ノくンクに対する地域住民への周知や理解が不足していることもあり、空き

家の所有者に空き家パンクへの物件登録を断られるケースが多い。例えば、平成 19年2

月に広島県立大学が市民を対象に行った「空き家ノ〈ンクに対する意識の実態調査」では、

空き家ノくンクを知らないという回答が多く、空き家パンクの認知度の向上が重要であるこ

とが明らかにされている。そこで、呉市は、今後空き家パンクへの物件の登録件数を増や

していくため、地域住民に対して同市の空き家対策への理解を得るように移住者を交えた

啓発活動を行っていく必要があると考えている。

また、空き家パンクへの登録物件の確保の面では、島しょ部の空き家は、所有者が里帰

りや倉庫に使用するという理由で放置されているケースが多く、たまに登録の申し出があ

っても、大規模な修復を行わないと居住できないような状態の家屋は、結局、空き家パン

クへの登録ができないことが多いので、登録件数は徐々に増加しているものの、定住希望

者のニーズに充分応えられるまで、には至っていない。
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次に、移住希望者と登録物件のマッチングの面では、現地で案内する物件の多くは、宅

建業者が価格を見積もった物件であり、概ね適正な市場価格であるものの、買い手側が田

舎物件というイメージから極端に安い価格を想定している場合があり、価格面で折り合わ

ないケースがしばしばある。また、空き家所有者は売買を希望している場合が多いが、移

住希望者は賃貸を希望する場合が多く両者の希望が合わないことも多い。これらのことに

対応するため、呉市としては、移住希望者に対して事前に十分な説明を行うとともに、移

住希望者のニーズ、に合った物件探しを検討する必要があると考えている。

さらに、移住後の支援の面では、移住者の定住化を図るため、呉市としては、移住者が

地元に溶け込みやすいように先行移住者を活用した支援ネットワークの導入を考えてい

る。

1 移住・交流の取組

(1 )移住・交流の取組の背景

[江津市の概要】

面積:268.51k rri 

人口:27，774人

(平成17年国勢調査より)

合併:平成 16年 10月 1日

旧江津市と桜江町が合併

A‘ 

島根県江津市は、平成 16年 10月に旧江津市が旧桜江町を編入合併して誕生した市で

あり、市の区域の約8害IJを中山間地域が占めている。江津市では、人口の減少が続き、平

成 17年の国勢調査では平成 12年比企5. 5%という人口減少率を記録した。これは、

県平均の減少率企2. 5%を大きく上回り、県内で、最も高い減少率で、あった。また、岡市

の中山間地域においては、少子高齢化及び人口の減少に伴う過疎化が進み、集落機能の維

持が困難になる集落も多数出現していた。

一方で、江津市では、自然志向や農業志向の高まりから、田舎暮らしを希望する都市部

の住民からの移住に関する相談が増加していた。こうした状況を踏まえ、江津市は、総合

振興計画においてU・Iターン者の定住促進を目標に掲げ、人口減少に歯止めをかけるた

めの施策を積極的に展開することとした。

定住促進に当たり、江津市は、関係機関と一体となって取り組むために、平成 19年7

月に「江津市移住・交流促進協議会J(以下「促進協議会」としづ。)を設置した。促進協
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議会は、農山漁村の地域資源を活かしながら、都市部生活者の移住 ・交流を促進すること

を目的に、江津市、島根大学、 NPO、島根県建築士会、民間企業等によって設立された

任意団体である。促進協議会の会長は江津市副市長であり、事務局は江津市経済建設部農

林商工課内に置かれている。

(2)移住・交流の取組の内容

江津市は、 U.1ターン者の定住促進を図

るため、就職に関する取組として、市内の各

産業の情報が集まる農林商工課内に ru・I

ターン相談窓口 江津市無料職業紹介所」を

設置し、 U .1ターンの希望者に求人情報を

提供している。なお、江津市は、国への届出

により職業紹介ができるようになっている。

また、江津市は、都市部との交流を図るた

め、 r1社 1村交流事業Jを実施している。

これは、空き家を農村滞在施設として大阪の企業に安価で貸し出し、福利厚生施設として

使用させる事業である。

さらに、江津市を含む石見地域4市5町(江津市、大田市、浜田市、益田市、川本町、

美郷町、邑南町、津和野町及び古賀町)の広域連合は、平成21年度から「島根県石見定

住フェア」を東京都内で開催している。このイベントでは、石見の魅力や石見地域の住む

ところ ・働くところを紹介するとともに、首都圏から石見地域への移住 ・交流をプロモー

トすることを目的に、各市町がブースを出展し、特色あるプロモーション活動を展開して

いる。

(3)住宅に関する取組

江津市は、空き家の流動化を促すため、「定住促進空き家活用事業(空き家の市営住宅

化事業)Jを実施している。これは、江津市が国庫補助及び過疎債を活用して空き家を借

り上げ、修繕した後、 U.1ターン希望者等を対象にそれを市営住宅として提供する事業

である。平成22年度以降は、この事業に加えU・Iターン者が購入した物件に対する修

繕費補助事業を実施する予定とのことである。

また、促進協議会が空き家パンクのシステムを構築し、運営を行っている。

(4)取組の成果と今後の課題・方向

江津市が、 U・Iターン促進の取組を始めた平成18年度から平成21年 11月までの

空き家を活用したU・Iターン者の実績は、平成 18年度が 12人、平成 19年度が 15 

人、平成20年度が27人及び平成21年度が38人となっており、増加傾向にある。

なお、平成20年度には、企業が空き家を社宅として利用した事例が3件あった。さら

に、平成21年度には、企業及びNPOが福利厚生施設として空き家を購入した事例が2

.件あった。
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このように取組の成果が出てきていることから、今後の課題はそれを一層発展させるこ

とにある。そこで、江津市は、U・Iターン者が購入した物件に対する修繕補助事業を平

成22年度から開始する予定である。市の財政状況が厳しい中、 個人が物件を購入する場

合だけでなく、企業が社員の福利厚生施設として物件を購入する場合も対象にすることを

予定しており 、制度の充実を図ろうとしている。

2 空き家パンクの運営

(1)空き家パンク開設の背景

江津市における空き家ノくンク開設のきっかけは、 国の「都市と農山漁村の新たな共生 ・

対流システム構築事業Jを活用して、江津市と島根大学が平成18年度に合同で実施した

「空き家に関する現状調査Jである。この調査の結果、岡市の区域内の中山間地域におけ

る空き家率は、 18. 5%と非常に高い割合になっていたことが明らかになった。

こうした空き家の増加は、その管理に周辺住民が苦慮するなど、 地域の深刻な問題にな

っていた。そこで、江津市は、平成 18年度に策定した総合振興計画の中で、空き家を活

用した定住と交流の促進を図ることとした。

空き家の活用は、行政だけで取り組める課題ではなく、宅地建物取引業者、NPOなど

の関係機関がそれぞれ有するノウハウを活かしながら協働して取り組む必要がある。各機

関の役割は、次の図のとおりである。
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(2)空き家パンクの取組の内容

ア 空き家パンクの開設

江津市では、上記のような背景の下、市内において増加し続ける空き家を移住希望者

の住居として活用し、地域の活'性化につなげることを目的に、平成 18年度から紙媒体

による空き家台帳が作成されていた。しかし、平成20年度からは、より効果的に移住

交流を促進するため、促進協議会がインターネット上に空き家バンクを構成する「江津

市空き家地図情報提供システムJを開設し、空き家の情報提供を行っており、空き家ノく

ンクに掲載された物件情報の問い合わせにも対応している。

このシステムの運営は、促進協議会の事務局である江津市農林商工課の定住担当の職

員2人が担っている。しかし、これだけでは足りないことから、江津市は特定非営利活

動法人「結まーるプラスJ(以下「結まーるプラス」という。)の協力を得ながら空き家

パンク事業を実施している。「結まーるプラスJは、中山間地域である旧桜江町におい

て、田舎ぐらし体験ツアー等の移住・交流促進活動に取り組んで、きたNPOである。「結

まーるプラス」は、国の構造改革特区による特例措置である「地域活性化のための空き

家情報提供等の推奨事業Jの認定を島根県知事から受けており、宅建業法上の資格は有

しないが、空き家の情報提供や紹介を行うことができる。江津市では、主に旧桜江町の

地域において高い機動力を持つこの「結まーるプラス」が、空き家の現地案内や物件紹

介に協力しており、空き家ノ《ンク事業の円滑な推進に貢献しているとのことである。

イ 空き家情報の収集

江津市は、空き家情報を収集するため、毎年度のはじめに広報誌、回覧板及び自治会

長の会議を活用し、住民に対して空き家情報の提供を求めている。このため、空き家情

報の提供依頼を促すチラシを配付するなどの方法も活用している。

江津市では、住民から提供された空き家情報をもとに、前述の農林商工課定住担当の

職員2名が、空き家の調査を実施している。江津市は、この調査の結果、住居として適

当な物件と判断した場合は、その物件の所有者に対して空き家ノ《ンクへの登録を打診し

ている。こうして所有者の承諾が得られた物件を空き家ノくンクに登録している。

ウ 空き家物件の情報発信

江津市は、市のホームページの中

に「江津市空き家地図情報提供シス

テム」を組み込んで、空き家物件に

関する情報発信を行っている。

このシステムには、物件を探すの

に必要な情報が網羅されている。

また、空き家の特徴が「石見地方

らしい古民家」等 ワンフレーズで

わかりやすく表現されており、利用
TEl俵益IH話ト"""均飢..柑〉

76 



者にとって物件のイメージをつかみやすいものになっている。

さらに、このシステムは、地図上に物件を表示することにより、住居周辺の生活環境

が確認できるようにもなっている。

なお、江津市は空き家ノ〈ンク利用者の登録制度は採用しておらず、登録された物件す

べてについてホームページから誰でも閲覧できるようにしている。

エ 空き家パンクの掲載情報

江津市の空き家ノ〈ンクは、次のとおり間取り、賃貸 ・売却価格、構造、建築年、延床

面積、敷地面積等に関する情報を掲載している。

間取 り

+' 

間取り図ν

較区

小学較 :00小学枝まで、約OOkm.

申学校 :00小学較まで、約OOkm.

公共交通

駅 ]ROO駅まで、 約OOkm

)'Iス

間合わせ発

江津市役所農林商工課

官話 08詰 ーる2-250Hf-t炉

オ物件と希望者のマッチング

賃貸価格

売買価格ν

構造

建築年

延床面積

敷地面積

φJ 

そのf也ド

0000円ド

木造瓦格差 2階建てμ

0000年 ザ

0000平方メー トルザ

0000平方メートルザ

静かな山あいの集落にあり、前に φJ

小川が流れている o 入居するにはU

多少の修繕が必要、 トイレは簡易+'

*洗だが、下水道につなぎ‘込めばu

*洗トイレにするとともで、きる。 +'

江津市では、空き家ノくンクを閲覧した移住希望者から物件に対する問い合わせがあっ

た場合には、市の担当者が対応している。そして、希望する物件が決まっていれば、移

住希望者の希望日時にあわせて、同じく市の担当者が現地案内を行う。希望する物件が

決まっていなければ、移住希望者から希望を聴いたうえで、市の担当者がそれに沿った

物件を探すことになる。

ただし、江津市では空き家のストックが多くないことから、移住希望者が希望どおり

の物件をなかなか見つけられないこともある。このため、市の担当者が移住希望者の希

望を聴きながら地域の自治会長へ物件の問い合せを行い、最新の空き家情報を入手して

移住希望者に紹介することもある。

移住希望者への現地案内の際に、その移住希望者から物件の修繕希望があれば、江津

市は市の補助金を活用して修繕することも検討するようにしている。

また、この現地案内に際しては、促進協議会の構成団体である「結まーるプラスjに
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も協力をしてもらい、市の担当者とともに物件の案内や情報提供を行ってもらってい

る。

力契約手続き

江津市は、物件の売買契約の手続については専門の知識やノウハウが必要なため、県

宅建業協会員の地元の宅建業者に任せている。その際には、江津市及び「結まーるプラ

ス」の職員も立ち会っている。また、移住希望者への売却物件の現地案内の際には、県

宅建業協会員が必ず立ち会うようにしている。

キ契約後のフォロ一

江津市は、移住が一過性のものにならないよう、地域住民が移住者を温かく受け入れ、

移住者がその地域に馴染んで定着できるように努めている。また、江津市では、移住者

が地域に早く溶け込めるよう、市の担当者が、契約締結の時点で物件のある地区の自治

会長と市議会議員に移住者を紹介し、その後の移住者に対するフォローをお願いするよ

うにしている。

(3)空き家パンクの取組の成果

既述のとおり毎年度のU・Iターン者数は増加傾向にあることから、空き家ノ《ンクの取

組は一定の成果をあげていると考えられている。

また、空き家の売買契約後のフォローについては、前述のように移住者が地域に早く溶

け込めるような活動をしていることから、それが功を奏し、これまで移住者と地域住民と

の間で大きなトラブ、/レは発生していないとのことである。

(4)今後の課題と方向性

江津市においては、平成 18年度から空き家活用事業がスタートしたが、時間の経過と

ともに空き家をパンクに登録し、活用している地域は、地域住民が危機感を持って新住民

を熱心に受入れる土壌ができているため、移住も円滑に進んでいくと考えられている。

江津市としては、今後は、こうした地域を増やすことが空き家活用事業がうまくいく鍵

と考えている。そのためには、地道な意識啓発と多様な主体 ・組織を巻き込んで産民官を

挙げた空き家活用 ・定住促進施策の推進を図ることが必要であると考えている。
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1 移住・交流の取組

(1)移住・交流の取組の背景

[雲南市の概要】

面積:553.37孟rrl

人口:44，403人

(平成17年国勢調査より)

合併:平成16年 11月1日

大東町、加茂町、木次町、

三万屋町、掛合町、吉田村

が合併

島根県雲南市は、平成 16年 11月に旧木次町や旧大東町など6町村の合併により誕

生した市であり、豊かな森林 ・斐伊川等の穏やかな自然及びヤマタノオロチ伝説 ・たた

ら製鉄等の歴史文化を持つ魅力のある市である。また、県内の主要都市である松江市及

び出雲市へのアクセスが比較的容易であるという立地条件も有している。しかし、近年

市の人口の減少に歯止めがかからず、また、人口の流出に伴う空き家の発生が治安上問

題になっており、地域の環境の悪化にもつながっている。

このような状況を改善するため、雲南市は、定住人口を確保することとし、このため、

総合計画の中で、移住 ・交流を活発にし、空き家を利用してU]Iターン者を増加させ

ることとした。

(2)移住・交流の取組の内容

雲南市の行政評価の中では、毎年80人の定住者を増やすとともに、定住した世帯の

定着率を 100%1こすることが目標とされており、雲南市は、自然、歴史文化及び立地条

件という岡市の強みを活かしなから移住 ・交流促進施策を実施している。

具体的には、雲南市は、移住希望者からの相談に柔軟に対応する定住推進員を市役所

の地域振興課に 2人配置して取組を進めている。現在の定住推進員は、 1人は旧木次町

の元職員であり、もう 1人は旧大東町で移住 ・交流促進施策に携わった経験がある雲南

市外からのUターン者である。この2人の定住推進員は、ともに自身の経験を活かし、

雲南市への定住を希望する人を対象に、移住に至るまでの住居 ・就職等に関する問い合

わせまたは要望への対応だけでなく、移住後の生活相談にもきめ細かく対応している。

また、雲南市内では、都市間交流を深めて定住につなげるため、複数の自治会で作る

地域自主組織が「プログラムツアー」を実施している。これは、地域の食材を食べたり、

民泊をしたりする内容のツアーである。雲南市は、こうした地域自主組織の活動に対し
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て助成を行っている。

さらに、移住者に対する支援として、雲南市は、国への届出を行って産業推進課内に

無料職業紹介所を開設している。そこでは、ハローワークの職業紹介と併せて、雲南市

内の事業者から集まった求人情報を積極的に紹介している。同時に雲南市は、ホームペ

ージ等を通じて、市内の事業者に求人情報の提供を呼び掛けている。

(3)住宅に関する取組

雲南市は、住宅に関する支援策として「空き家ノ《ンク」を開設とするとともに、空き

家の改修にかかる経費の半分について、 50万円を上限に助成する制度を設けている。

助成の対象者は、今後 10年以上雲南市に定住する見込みのある市外からの移住希望者

及び雲南市内の空き家物件所有者である。

(4)取組の成果と今後の課題・方向

上記(2)及び(3)の取組の成果を見ると、平成 18年度から平成20年度までに、雲南市

へuJ 1ターンした人がそれぞれ26世帯61人、 31世帯75人、 22世帯60人と

なっており、全国でもトップクラスの実績があがっている。この成果は、空き家パンク

に加え、移住を熟知した定住推進員のきめ細かい対応によるものでもあり、雲南市は今

後ともこの仕組みを維持する予定である。

一方、今後の課題としては、移住者の就職先の確保があげられる。近年雲南市におい

ては、移住希望者からの仕事に関する問い合わせが増えている。 しかし、移住希望者に

どのようなスキルがあるのか、何ができるのかが不明な中で、雲南市が仕事を斡旋する

ことは難しい。もちろん雲南市は、移住希望者が仕事を見つけやすいよう 、市役所内に

開設した無料職業紹介所において、ハローワークの職業紹介には出ない短期の求人情報

等も提供している。しかし、移住希望者が希望どおりの仕事を見つけることは難しいの

が現状であり、移住者の中には移住後に仕事が見つからず、家賃を滞納するケースもあ

る。

そこで、雲南市は、岡市の産業振興部とハローワーク等の関係機関との連携を強化し、

就職情報 ・就農情報をできる限り多く収集し、提供することとしている。

2 空き家パンクの運営

(1)空き家パンクの開設の背景

雲南市では、旧木次町と旧大東町が岡市への合併前から移住 ・交流促進施策をいち早

く実施してきた。その経験が合併後も引き継がれ、活かされている。

ところが、雲南市内には大きな不動産業者がないため、不動産情報については代わり

に雲南市が移住希望者に提供しなければならない状況にある。こういった現状を踏まえ

て、移住 ・交流促進施策のーっとして開設されたのが空き家パンクである。

80 



(2)空き家パンクの取組の内容

ア 空き家パンクの開設

雲南市は、定住推進と地域の活性化を図ることを目的として、市ホームページ上に

設けた定住支援情報のページの中に空き家ノくンクを開設している。

定住支援情報のページには、空き家ノくンク以外に、求人情報、移住者の体験談、病

院 ・学校等の生活情報なども盛り込まれており、移住希望者にとって必要と思われる

情報が網羅されている。

イ 空き家情報の収集

空き家ノくンクに登録される空き家情報の収集に当たっては、雲南市は、広報、ホー

ムページ及び自治会長会議を通じて市民に情報提供を呼びかけている。ただし、この

ような形での空き家情報の収集は、容易ではない。他人の財産である空き家について

積極的に市に連絡する人はあまりおらず、また、空き家の所有者が必ずしも移住 ・交

流促進施策に理解があるとは限らなし、からである。このため、雲南市は、市の呼びか

けに対して、空き家の所有者等から多くの情報が提供されるには、まだ時聞がかかる

と見ている。

こうしたこともあり、平成21年8月時点では雲南市の空き家ノ《ンクの物件登録件

数は32件である。このように物件登録件数そのものは多くはないが、雲南市の場合

は、定住推進員のきめ細かい対応もあって移住希望者が住宅を見つけることは比較的

容易になっている。

ウ 空き家物件の情報発信

雲南市は、空き家の情報についてホームページ上には敢えて最小限の情報しか掲載

しておらず、閲覧できる物件も 4件程度に限定している。ホームページに掲載する空

き家情報を限定しているのは、そうしないと空き家パンクの掲載情報が住宅を探す以

外の目的に使われるおそれがあるからである。雲南市では、その代わりに定住推進員

が移住希望者から詳しく話を聞きとり、一人一人の要望を満たす物件を紹介している。

このように雲南市の空き家パンクは、移住希望者が定住推進員に相談する際のきっか

けになっているところに特色がある。

なお、かつて移住 ・交流をテーマにした全国誌に雲南市の空き家情報が掲載された

ことにより、雲南市への遠方からの問い合わせが飛躍的に増加したことがあった。そ

こで、雲南市は、ホームページの運用と併せて、可能な限り全国誌での情報発信を図

ることにしている。
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エ 空き家パンクの掲載情報

雲南市の空き家パンクは、次のとおり家賃、部屋数、 トイレ等の排水、改修等に関

する情報を掲載している。

i-雲南市空き家↑輔 自
《物件情報》
・賃貸物件(空き庖舗・空き事務所を含む).(物件の概要]でも紹介しています

17件(H21.12調べ)
2万円(月額)"'5万円〈月額〉

2DK"'6DK 

トイレなどの改修については、雲南市空き家改修制度が使える場合もあります
改修lが、所有者との話し合いが必要です。
詳しくは空き家改修制度の標要をご覧ください。

・売却物件[物件の概要]でも紹介しています
10件(H2112調べ)
250万円~協議物件もあり
2DK"'9LDK 

修トイレなどの改慢については、雲南市空き家改修制度が使える場合もあります。
詳しくは空き家改修制度の概要をご覧ください。

判iヰに_1問るせ|ま雲南市 W'f上;画gf.地域iIi!山課定住権1堕員iIIiiiD騎い!ますゥ%上 E 
個人情桁Itζ1~1且守!:mせん11 でこ 5里民 ださい、 E 

オ 物件と希望者のマッチング

雲南市では、上記ウでも示したとおり、ホームページ上では詳細な空き家の情報を

提供していないが、定住推進員が移住希望者の相談及び要望に一つ一つ対応し、それ

ぞれに適した物件情報を提供している。

移住希望者からの問い合わせについては、雲南市自体が電話、ファクシミリ及び電

子メールで、受け付けることとしている。しかし、その際に提供する情報は物件の概略

のみであり、詳細な物件情報については、定住推進員が移住希望者本人と面談したう

えで提供することにしている。

カ 契約手続き

空き家ノ〈ンクの登録物件に関する契約の際の交渉をはじめとする手続きに際して

は、宅地建物取引業者が仲介を行った場合には、手数料では採算が取れないため、業

者の協力を得ることは困難と考えられる。そこで、雲南市は、空き家の所有者と利用

者が直接契約を締結するようにしている。もし契約上のトラブルが生じた場合は、所

有者と利用者の双方の責任で解決することになるが、これまでに特段のトラブルが発

生した事案はないとのことである。

雲南市の空き家パンクでは、このように契約の締結だけは所有者と利用者が直接行

い、市は関与しないが、契約の締結以外の点については定住推進員がきめ細かく対応
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しており、希望物件の紹介も行っている。

キ契約後のフォロー

契約後は定住推進員が入居後のトラブソレの相談に応じている。また、雲南市は移住

者が地域に馴染むことが重要であると考えており、移住者には必ず自治会活動に参加

するように定住推進員から指導している。空き家の物件によっては、自治会への入会

を契約条件に加えている場合もある。

移住者が入居する際には、定住推進員は、地元自治会長や近所への挨拶にも同行し、

移住者がスムーズに地域に馴染めるように尽力している。雲南市が移住に深く関与し

ていることに安心感があるためか、地域住民に移住者を拒絶する雰囲気はない。逆に、

子どもを連れて移住した場合などには、地域ぐるみで歓迎されたという例も報告され

ている。

【雲南市の空き京パンク事業のフロー園】
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(3)空き家パンクの取組の成果

空き家ノ〈ンクの取組の成果を見ると、雲南市では、空

き家ノ〈ンクの開設以降、毎年 100件あまりの相談が定

住推進員のもとに寄せられ、毎年60名程度の移住に繋

がっている。

その結果、空き家ノ《ンクが開設された平成17年4月

から平成21年 11月までの累計では、 116世帯28

7人が雲南市に移住した。このうち 88世帯が空き家パ

ンクに登録されていた空き家に居住している。これは、

全国でもトップクラスの実績である。特に雲南市では若

い世代の移住が多く、移住者全体の約 60%が20代及

び30代の移住者になっている。

なお、定住推進員によるきめ細かな取組を通じて人と

人とのつながりも生まれている。2人の定住推進員は、移住者から公私にわたって信頼さ

荒木推進員

加麗推進員
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れ、雲南市の空き家ノ〈ンクの事業に不可欠な存在になっているとのことである。

(4)今後の課題と方向

雲南市の空き家パンクは、全国でも有数の空き家の賃貸契約及び売買契約の成約実績

を誇るが、この成果は補助制度や物件登録数だけが要因ではない。雲南市の事例は、空

き家ノ〈ンクの成功には移住希望者の様々な要望 ・相談に対するきめ細かい柔軟な対応が

必要であることを示している。このため、雲南市は、将来にわたって移住交流を促進し、

成果を出していくためには、定住推進員の確保・育成が欠かせないと考えている。

なお、雲南市の空き家ノくンクでは、空き家情報については、前述のように限られたも

のしか掲載されていないが、将来的には詳細なものを掲載する構想もある。しかし、 ト

ラブルも予想されることから、雲南市は、これについては段階的に行う必要があると考

えている。
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3.まとめ
以上の現地調査結果をもとに、空き家パンクの運営方法及び利活用促進のための取組内

容について、空き家情報の収集、情報発信、希望者とのマッチング、契約及びその後のフ

ォローという 5段階別に分けて整理すると、以下のとおりである。なお、この整理に当た

っては、具体的な取組をイメージしやすいよう、現地調査先で実際に展開されている取組

の内容も併せて整理している。

( 1 )空き家情報の収集

課題 地域内の物件掘り起こし・空き家パンクへの畳録促進

標題の背景 O 地域内の空き家の増加は、治安面での不安増大など、生活環境

-対応策の必要性 の悪化を招く恐れがある。

O 空き家は、移住・交流者の受け皿として重要な要素である。

O 登録物件数が多ければ、移住希望者の選択の幅が広がり、定住

につながりやすいと考えられることから、できるだけ登録物件

数を多くする必要がある。しかし、地域内に空き家が多数存在

していても、空き家に置いている私物が片付けられない、所有

者が移住促進に協力的ではない等の理由で登録に応じないケー

スがある。

O 所有者に空き家の賃貸等を行う意思があっても空き家を居住可

能な状態にするための改修費を自己負担できないケースもあ

る。

対応策の方向性 方向性 空き家所有者をはじめとした地域住民との協働体制及び

-具体的取組事例 物件畳録を促す仕組みづくり
一……………………一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー一一一一一

O 移住 ・交流促進施策及び空き家提供に対する地域住民の理解・

意識醸成のためのフォーラムを開催したり、区長等の地域リー

ダーに対して移住促進施策が地域活性化にとって重要であるこ

とを説明したりすることが有効である。

O 空き家所有者及び地域住民の空き家パンクに対する認知度を高

めるため、広報誌やホームページでのPRを行う。また、他地

域に在住の所有者にも空き家ノくンクの周知を図るため、固定資

産税等の税関係書類の封筒に物件登録を促すPR文を印刷する

などの工夫をする。

O 状況により、物件所有者または入居希望者に対して空き家改修

費を補助することも検討する。

方向性 多様な手段による空き家物件の確保
・一一一一一.....__w一一一一一一一一一一……一一一一一……ー…_..M.._..MH........_.一……・+同一一…一一一一一回目町

O 宅建業協会やその会員との連携を図り、会員が有する物件情報

の空き家パンクへの登録を促す。

O 空き家パンクを同じく運営する近隣の地方公共団体と連携を図
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り、物件情報を相互にリンクさせて、近隣も含めた地域全体で

登録物件数を増やす。

(2)空き家物件の情報発信

課 題 |空き家パンクの認知度向上及び効率的・効果的な情報発信

標題の背景 10 空き家パンクを有効に機能させるためには、積極的な PR等の

・対応策の必要性| 取組が求められる。

対応策の方向性

・具体的取組事例

O 地方公共団体は、空き家パンク運営を始めとした移住 ・交流推

進施策を限られた人員や予算の中で実施しなければならない等

の制約があるため、効率的かっ効果的な情報発信のための工夫

が、情報の内容及び提供方法の両面で求められている。

方向性 物件の基本的情報のみならず、生活イメージが掴みやすい

ようなきめ細やかな内容を提供する

O 当該物件の所在地(住所)や間取り、面積、構造、建築年、内

装等の設備情報、家賃 ・売価の価格情報等に加え、家屋状態の

目安、 トイレ等の水回りの改修必要性 ・程度など、移住希望者

の立場に立って必要と思われる情報を掲載する。

O 当該空き家の魅力を適切に伝えるため、物件の内観 ・外観写真

や、特徴をPRするワンフレーズコメント、生活イメージがわ

きやすいよう地図上への図示、交通施設、医療施設、学校施設

等の主要施設への距離に関する情報を掲載する。また、実際の

移住者の声(体験談)を掲載することも移住希望者から見ると

有益な情報である。

方向性 多様な主体との連携や様々な手段を活用して情報発信を

，--
干Tつ

O 空き家パンクの取組が注目されつつある中で、全国誌等のマス

コミからの取材に積極的に応じるなどパブリシティの活用を行

うことは、効果的なPR方法である。

O 地元の観光協会等との連携を図り、移住に関心がある観光客へ

の空き家パンクを始めとする移住交流促進施策のPRを図るこ

とも効果的である。
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(3)物件と移住希望者のマッチング

t課題 |移住希望者への柔軟かっきめ細やかな対応

思聞の背景 10空き家バンクに掲載する情報には限界がある。そのため、移住

・対応簾の必要性 | 希望者からの相談対応や物件案内などの対応が必要となる。ま

対応接の方向性

・具体的取組事例

(4)契約手続き

標題

眼題の背景

-対応策の必要性

対応策の方向性

-具体的取組事例

た、物件そのものに対する修繕などの要望への対応が求められ

る場合もある。

O 移住希望者の移住後の生活に対する不安解消が必要である。

方向性移住希望者のニーズを把握し、それに沿った対応を行う

O 移住 ・交流担当の地方公共団体職員のほか、 Uターン者や移住

者などを定住促進に関するアドバイザー(以下「アドバイザー」

としづ。)として配置し、移住希望者の物件の相談だけでなく移

住後の生活に関する相談に対応する。

O アドバイザーは、移住希望者の物件に対する要望を把握し、空

き家パンクの登録物件以外のものでも要望に沿った物件を探す

場合もある。

方向性 空き家物件の特徴や地域情報を適切かつ魅力的に伝える

O アドバイザーは、地域の生活情報を地域の人からの生の声とし

てイ云える。

O アド、パイザーは、物件の現地案内を行い、物件周辺の様子も併

せて説明する。その際、宅建業者が立会う場合もあるが、物件

の説明や必要に応じて改修についてのアドバイスを行う。

O 入居の前段階で、地域の区長等との接点の機会を設ける。

O 移住希望者が地域コミュニティになじんで生活できるように、

事前に地域住民と接する機会を設ける。

O 移住希望者には、物件や地域に対するマイナスイメージとなる

ような情報も等しく伝える。これは入居後のトラブル防止にも

なる上、こうした包み隠さない姿勢が、 地方公共団体等が運営

する空き家パンクに対する信頼性向上にも繋がっている。

円滑な契約手続きの実施支援

O 移住希望者と空き家所有者とが直接売買や賃貸借の契約を行う

場合でもトラブルが発生しやすいということはないが、 トラブ

ノレを確実に回避し、契約手続きを円滑に進めることができるよ

うなサポートが求められている。

方向性 宅建業者との連携等を通じて円滑な契約手続きの実施の

ための基盤づくりを図る
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー一一・・一一一一~..~..""'~~HH'H一
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(5)契約後のフォロー

標題

標題の背景

-対蕗策の必要性

対応策の方向性

-具体的取組事例

0地方公共団体等は、宅建業協会等に移住 ・交流促進に対する理解

と協力を求めて連携体制を構築し、契約手続を円滑に進められる

ようにすることは重要である。連携体制の構築に当たっては、 地

方公共団体等と宅建業協会等との間で業務協定を締結すること

も有効な手段である。

O契約締結に当たっては、移住希望者や空き家所有者に対して、連

携関係にある宅建業者を紹介する ことにより トラブ、ル回避を図

っていく。

移住者と地域住民との交流促進・地域への溶け込みの円滑化

O 移住希望者の入居後の地域住民との トラブ、ル防止や、地域特性

等に対する正しい理解を促し、実際に移住し生活してみて「こ

のようなはずで、はなかったJという食い違いを抑制することで、

地域への定着率を高める取組が必要である。そのためには、移

住者側、地域住民側の双方が相互に立場を理解しようとする意

識を持つことが重要である。

O 空き家パンクを運営する地方公共団体等においても、空き家ノく

ンクは、地域住民との協働によって初めて機能する仕組みであ

ることを強く意識した取組が求められる。

方向性 移住者に対して地域コミュニティへの参加を促す
一一一一一一一一一一一一一一一一一一…......_."..."..._.. 一………・……""'''''H.山."....._.....一一一一一一一一一一一一

O 移住者が地域に早く溶け込めるよう 、地域の住民との交流の場

をつくる。

O 移住者に対し自治会への加入を勧めるほか、状況により自治会

への加入を契約の条件に加えることも検討する。

o uターン者などをアドバイザーとして配置し、生活に関する相
談やアド、パイスを行うほか、その人が地域住民とのパイプ役と

して地域での人間関係づくりをサポートする。

方向性 地域住民が移住者を温かく迎え入れる意践を檀成する

O 地域住民に移住 ・交流の重要性を理解してもらうために、移住

者を温かく迎え入れる意識を醸成するための地域住民向け説明

会や、実際の移住者を交えたフォーラムなどを開催する。

O 空き家パンクを開設する地方公共団体等では、その運営は移

住 ・交流促進の担当部署が所管するケースが多いが、行政と住

民との協働を担う部署との連携を図り 、地域住民との協力体制

づくりを強力に推進することも考えられる。
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第3章民間企業の事例調査

この調査研究では、移住 ・交流希望者向け物件等に特化し、ビジネスとして継続的に情

報提供等を行っている民間企業の取組から今後の地方公共団体の取組への示唆を得るため、

ヒアリングによる事例調査を行った。

1 .事例調査先の概要

ヒアリングは、移住 ・交流希望者向け物件等に特化して物件情報の提供、仲介等を行う

「ふるさと情報館J(事業法人は不動産仲介事業の株式会社ラーパンと出版 ・企画 ・コンサ

ルタント事業の株式会社ふるさとネットの2法人)を対象に実施した。

「ふるさと情報館j は、都市と農村を結び、都市生活者の田舎暮らし実現を支援すると

ともに、農村地域の活性化を資することを目的として、田舎暮らしをテーマにした情報誌

の発行、田舎暮らしを希望する都市住民を対象にした不動産の仲介等の事業を展開してい

る。「ふるさと情報館Jは、移住 ・交流希望者向け物件等の情報提供及び仲介の分野におい

て20年間の実績をもっている。

2.調査結果の概要
「ふるさと情報館Jに対するヒアリングでは、移住 ・交流希望者向け物件等の流通市場

の動向、移住 ・交流希望者向け物件等を探す人のニーズ、及び地方公共団体等が運営する空

き家バンクに対する感想を聞いた。ヒアリングの結果得られた示唆の概要は、次のとおり

である。

( 1 )空き家の物件化を促す取組が求められている

移住・交流希望者向け物件等には、仲介する不動産業者が抱える様々な課題等がある。

例えば、私物が片付けられない、帰郷の際に使用する、賃貸したいが改修費が負担でき

ないといった所有者の意向及び制約がある。また、入居者が地域とトラブルを起こすと

所有者の責任になることによる地域住民との人間関係の面での課題がある。さらに、家

賃が低いことによる採算性の低さといった制約もある。これらを背景として、たとえ地

域内に空き家物件があっても、賃貸または売買の市場に物件として出てきにくい傾向に

ある。

そこで、所有者が物件を市場に出し易いような環境整備を図るための取組が必要にな

る。例えば、地方公共団体が移住 ・交流希望者への貸与を条件として所有者への空き家

の改修費補助を行うこと、空き家を借り上げ、改修した後、再貸し出しするといった取

組を行うことを考える必要がある。
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(2)未使用の空き家は「眠っている宝J(地域資源〉という認織の下、有効活用策を検討

する

移住 ・交流希望者が田舎暮らしで求める物件は、必ずしも地元住民が求める物件と一

致していない。むしろ地元住民による物件ニーズ、がほとんどないような山間部、農村等

の自然環境及びそれに固まれた物件にこそ、都市部の移住 ・交流希望者は魅力を感じ、

物件を探し求めているケースが多い。地元住民にはなかなか使われないものを都市住民

が使ってくれる点に着目し、空き家は寸地域資源j であるという認識の下、有効活用を

考える必要がある。

(3)移住希望者への物件情報は、「不動産情報」から「生活情報jに高めることが求めら

れる

移住 ・交流希望者向け物件等を探している人は、「物件探しJを越えて、よりトータル

に「地域探しjをしている。、物件情報の内容は、所在地や価格、間取り等の基礎情報のみ

ならず、当該物件の周辺環境及びその物件に住んだ場合の生活が活き活きとイメージでき

るような生活情報を掲載する必要がある。

(4)空き家対策には集落での生活やコミュニティの維持・課題解決の視点も求められる

田舎への移住の場合は、移住希望者を地域コミュニティの中にどのように迎え入れるの

かという要素も重要である。移住後の生活や地域住民との円滑な人間関係づくりには、移

住者との積極的な交流といった地元住民による移住・交流促進に対する理解と協力も必要

になってくる。

地方公共団体が移住・交流促進施策を実施するに当たっては、単に都市部からのuJ 1 
ターン促進を掲げるだけでは十分ではない。そこで生活している人々の生活や地域コミュ

ニティを今後どのようにするのかというビジョンをっくり、その中に都市部からの移住者

受入施策を位置付けることにより、地元住民からの理解と協力が得られやすくなると考え

られる。
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第4章都市住民のニーズ調査

空き家ノ〈ンクの実態アンケート調査の結果からも分かるとおり、 地方公共団体等が運営

する空き家ノくンクの開設時期は、 2005年以降が大半を占めている。今後空き家パンクの認

知度の向上及びその利用の拡大を図っていくには、移住 ・交流に関心のある首都圏の都市

住民の方々のニーズ、を把握する必要がある。このため、この調査研究では、これらの方々

へのインターネットアンケートの結果を取りまとめた。これにより、以下のとおり、都市

住民の空き家パンクの認知度、空き家パンクの活用または非活用の理由、空き家パンクの

活用促進に向けた要望等について把握した。

1 .調査概要

( 1 )実施概要

この都市住民のニーズ‘調査については、東京都在住で移住 ・二地域居住に関心のある

人から無作為抽出により選んだ400人を対象とし、インターネットアンケートの方法

により実施した。実施概要は、次のとおりである。

実施時期 平成22年 1月27日""'-'1月28日

調査実施機関 楽天リサーチ株式会社

移住 ・二地域居住に関心のある人

基本条件 ※ 物件探しの経験有無は問わない。

※ 二地域居住を実践中、あるいは、物件成約済みの人も、一部含まれる。
アンケート

対象者
居住地 東京都在住

(基本属性)
性別 男性、女性

4世代 (30代、 40代、 50代、 60代)

年齢 ※ 20代と 70代は、空き家ノ〈ンク実態アンケート調査結果での物件成約

が少ない傾向を考慮、し、今回は除外

移住 ・二地域居住を目的とした物件情報収集の状況

空き家ノくンクの認知度

. 空き家パンクの認知のきっかけ

調査事項
移住 ・二地域居住を目的とした物件情報の収集方法

. 空き家パンクを物件情報収集の手段として活用 ・選択する理由

. 空き家ノ〈ンクを物件情報収集の手段として活用 ・選択しない理由

. 空き家ノくンクに掲載して欲しい情報
空き家ノくンクの運営主体や行政に求める施策
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アンケートの回収結果は、次のとおりであり、計400サンプルを回収した。

30代 40代 50代 60代

50サンプル I50サンプル I50サンプル I50サンプル

50サンプル I50サンプル I50サンプル I50サンプル

なお、本アンケートの実施に当たっては、アンケー ト調査票に「移住」、「二地域居住」

及び「空き家ノミンク」の各用語の定義を分かりやすく次のように記載した。

γ(参考)アンケート調査票に記載した用語定義

-用語「移住」及び「二地域居住jについて

本アンケートの「移住」とは、自然に固まれた生活や、農業への従事、趣味活動の充実など、

豊かな生活の実現や自己実現のために、生活の拠点、を都市から地方に移すことを指します。一方

で「二地域居住」とは、生活の拠点を完全に地方に移してしまうのではなく、例えば、「平日は

都市で生活し、週末は地方で生活をする」というように、都市と地方の両方に生活場所を設けて、

週末や季節ごとに往き来して生活することを指します。

-用語「空き家ノ《ンクJについて

「空き家ノ〈ンク」とは、地方の自治体(第 3セクタ一等も含む)が、移住や二地域居住を希望

する人の「住まいの確保」をしやすくするため、地方物件や田舎暮らし物件の物件情報を公開す

るインターネットサイトのことを指します。

(2)調査結果のまとめ

都市住民ニーズ調査の結果をまとめると、次のとおりである。

ア 移住・二地域居住関心者のうち、空き家バンクを認知している人は 16.7%であり、

空き家ノ〈ンクを認知していない人は 83.3%である。物件探しを経験している人に限

定しても、 77.8%の人が空き家ノくンクを認知していない。

イ 空き家パンクは、移住 ・二地域居住をテーマとした活字媒体(新聞記事、雑誌、

書籍等)、自治体のホームページ、移住 ・二地域居住をテーマとしたホームページで

の閲覧をきっかけに認知されることが多い。

ウ 移住・二地域居住を目的とした物件情報を得ようとする場合は、関心のある地域

の地元不動産会社、移住 ・二地域居住をテーマとする雑誌 ・書籍を活用するケース

が多い。

物件情報収集の一手段として空き家パンクを活用している人または活用する意向

のある人はいるが、空き家ノ《ンクの閲覧の有無別に仔細に見てみると、空き家パン

クを閲覧したことのない者の方が空き家パンクの活用への意向が強い。一方、空き

家バンクの閲覧者では、実際の活用及び、活用への意向が下がっている。
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エ 空き家パンクを物件情報収集の手段として活用する理由は、移住 ・二地域居住に

関心のある人全体で見ると、次の6点が多くなっている。地方公共団体等の公的機

関が運営することによる信頼性があることと、様々な情報をトータルで一元的に入

手できることによる利便性があることが意見としてあがっている。

公的機関が運営しているため物件情報が信頼できるから (64.8%)

| 契約手続きや契約後に物件所有者とのトラブルが少ないから (56.8%)
1 ・リーズナブルな価格で物件を賃貸又は購入できるから (46.4%)

!・賃借又は購入に当たり自治体などから優遇や補助が得られ、メリットが大きいから (43.2%)

|・公的サービスの情報を一元的に得やすく便利であるから (42.4%)

地域情報を得やすく地域の状況がわかりやすし、から (40.0%)
L…一一一一一一一…一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一日一一一一一一……j

オ 空き家パンクを物件情報収集の手段として活用しない理由については、移住 ・二

地域居住に関心のある人全体で見ると、次の 4点が多くなっている。

-そもそも空き家パンクを知らなし、から (20.2%)

-サイトの利便性や使い勝手が低し、から(18.1%)

-物件の詳細情報の入手のための個人情報の提供に抵抗感があるから (18.1%)

・複数の空き家ノくンク聞で物件の比較検討を行いにくし、から (18.1%)

また、空き家ノくンクを閲覧したことがある人のみに限定すると、活用しない理由

として、次の 4点が多くなっている。

-掲載されている物件数が少なし、から (33.3%)

-サイトの利便性や使い勝手が低し、から (25.0%)

-掲載されている物件の個々の情報量が少なし、から (25.0%)

-複数の空き家ノ〈ンク問で物件の比較検討を行いにくし、から (25.0%)

カ 移住 ・二地域居住を目的とした物件探しをする際に、情報提供サイトに必要だと

思われる情報は、次のとおりである。

必須だと恩われているもの
あれば便利 ・あってもなくてもよいと

思われているもの

家屋状態の目安となる指標 物件所有者の紹介

補修の要否 教育施設に関する情報

補修の費用額 ・負担の有無 近隣の観光地 ・見どころに関する情報

問い合わせ連絡先

交通機関の情報

医療 ・福祉施設の情報

日常生活で利用する施設の情報

(商業施設等)
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キ 空き家ノ〈ンクの利用が進むために空き家ノ〈ンクの運営主体、地方公共団体等の公

的機関に求める施策 ・サービスとして、物件情報の内容の充実、物件位置を地図上

に示したマップの提供及び地域のルール ・慣習(決まりごと)の十分な説明の 3点

が多くなっている。求める施策 ・サービスを回答の多かった順に並べると、次のと

おりである 0

・物件情報の内容の充実 (86.3%)

・物件の位置を地図上に示したマップの提供 (56.0%)

-地域のノレールや慣習(決まりごと)の十分な説明 (43.3%)

・体験入居の実施 (38.0%)

・移住 ・二地域居住を開始した人への住宅関連費用の補助 (37.3%)

・現地見学会 ・現地案内の開催 (37.0%)

・移住 ・二地域居住者の意向 ・要望に沿ったお薦め物件の紹介 (33.8%)

・現地見学会 ・現地案内の参加者への交通費の補助 (30.0%)
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2.集計・分析
都市住民のニーズ、調査の集計結果及びその分析については、次のとおりである。

〈1)移住・ニ地域居住を目的とした物件情報収集の状況

問1.あなたは、過去 1年以内にインターネットや雑誌等を通じ、移住や二地域居住の

実施を目的として、物件を探したことがありますか?

なお、「物件を探すJとは、インターネットや雑誌などで物件情報を閲覧することを指

しますが、移住や二地域居住することを前提として賃貸や購入に対する強い意思をもっ

て探す場合(本気で探す場合)に加え、地方や田舎にはどのような物件がありそうか、

自分の気に入りそうな物件がありそうかなど、興味や関心で探す場合も含みます。

既に移住や二地域居住を実践中またはその目的での物件の契約手続き中の人も含め、

移住 ・二地域居住を目的とした物件を探したことがある人は、 39.5%である。他方で、

物件を探したことのない人は 60.5%である。

(n=400、単回答)

O首 10覧 20略 30世 40略 50% 60略 70見 80世 90略 100世

回 l既に移住や二地域居住を実践している

ロ2.既に物件の契約交渉中もしくは契約手続き中である

圃3.関心のある特定の地方や地域に絞り込んで、集中的に物件を探したことがある

園4.特定の地方や地域に絞り込んではいないが、物件を探したことがある

ロ5.地方への移住や二地域居住に関心があるが、物件を探したことはない

(2)空き家パンクの認知度

問2. あなたは空き家パンクを知っていたり、閲覧したりしたことがありますか?

今回の調査で、初めて知った人は「知らなしリを選択してください。

空き家バンクの認知度については、空き家ノ〈ンクの存在を知らない人が 83.3%と大半

を占め、実際に閲覧したことがある人は 3.5%にとどまっている。また、存在を知ってい

るが閲覧したことがない人も 13.2%である。 (n=400、単回答)

0世 10略 20首 30略 40世 50部 60覧 70覧 80覧 90略 100覧

国L空き家ノ〈ンクを閲覧したことがある

日2空き家ノ〈ンクの存在を知っているが、閲覧 したことは無い

・3.空き家ノ〈ンクの存在を知らない
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次に、物件探しの経験の有無別に見ると、物件探しの経験者に限定しても実際に閲覧し

たことがある人は 7.0%にとどまり、存在を知らない人が 77.8%と大半を占めている。

0% 10% 20% 30% 40% 50覧 60省 70% 80覧 90% 100% 

物件探しの経験有り (n=158)

園 l空き家パンクを閲覧したことがある

日2空き家パンクの存在世知っているが、閲車したことは無い

図3空き家パンクの存在を知らない

(注)物件探しの経験有無は、移住 ・二地域居住を目的とした物件情報収集の状況を訊ねた問 1の

回答結果をもとに区分した。具体的には、問 1にて選択肢1.から 4.のいずれか回答した人を

「物件探しの経験有りJとし、選択肢5.を回答した人を「物件探しの経験無し」とした。

なお、以下の設問において、物件探しの経験有無別に集計されたものは、すべて同様の方法

によって区分している。

〈3)空き家パンクの認知のきっかけ

問3. あなたが空き家パンクを知ったきっかけは何ですか?

空き家ノくンクを知ったきっかけについては、移住・二地域居住をテーマとする新聞記

事 ・雑誌 ・書籍等の活字媒体を通じて認知した人が最も多く、 40.3%である。次に、関

心のある地域の自治体のホームページが 28.4%、移住や二地域居住をテーマとするホー

ムページが 17.9%と続いている。また、移住や二地域居住をテーマとするテレビ番組も

13.4%を占めている。(複数回答なので、合計が 100%を超える。)

1.関心のある地域の自治体の

ホームページで紹介されてし、た

2移住や二地域居住をテー7とする

ホームベージを見て知った

4.移住や二地域居住をテー7とする

新聞記事・雑誌・書籍等を見て知った

5移住や二地域居住をテー7とする

テレヒ‘番組を見て知った

6移住や二地域居住をテーマとする
イベントに参加して知った

7移住や二地域居住に関心のある

友人・知人(但し、実践はしていない)からの

口コミを通じて知った

8移住や二地域居住を実践してしも

友人・知人からの口コミを通じて知った

9上記以外

(n=67、複数回答)

0% 109も 20% 30% 40% 50唱 60!見 709も 80% 90% 100!地

40.3弛
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(4)移住・二地域居住を目的とした物件情報の収集方法

問4.あなたは移住や二地域居住のための物件情報をどのように収集していますか?(も

しくは、収集していましたか?)なお、物件を探したことのない人は、探すと仮定した

場合に、どのように収集することになりそうか、お答えください。

移住 ・二地域居住を目的とした物件情報の収集方法については、関心のある地域の地

元不動産会社の活用及び移住や二地域居住をテーマとする雑誌 ・書籍の活用が約4割を

占めている。空き家ノくンクの活用も多く 33.2協を占めている。(複数回答なので、合計が

100%を超える。)

l 関心のある地域の地元不動産会社の活用

2全国展開している大手の不動産会社の活用

3移住や二地域居住をテー7とする雑誌・書籍の活用

4.移住や二地域居住を実践してしも人からの紹介

5関心のある地域の観光や交流イベント等で
総意になった地元の人からの紹介

6空き家パンクの活用

7自治体窓口の活用(自治体職員への問い合わせや照会)

8上記以外

(n=377、複数回答)

0也 10唱 20弛 30も 40唱 50弛 60也 70唱 sm地 90弛 100弛

40.69‘ 

40.1首

次に、空き家ノくンクを知っている人の中で、空き家ノくンクの閲覧の有無別に見ると、

次のとおりである。まず閲覧の有無によらず、「雑誌や書籍の活用J(閲覧者53.8%、非

閲覧者 51.9%) との回答が多い。閲覧有無による傾向の違いに着目すると、「地元不動

産会社の活用J(閲覧者 46.2%、非閲覧者 26.9%) という回答は、閲覧者の方が多い。

一方、「空き家ノ〈ンクの活用J(閲覧者7.7%、非閲覧者32.7%) と「自治体窓口の活用」

(閲覧者0%、非閲覧者26.9%) という回答は、非閲覧者の方が多い。

これらを踏まえると、空き家パンクを閲覧した者は、物件情報の収集の際に空き家ノ〈

ンクを活用しない傾向にある。一方、これを閲覧したことのない者は、空き家ノ〈ンクを

活用しようと考える傾向がある。
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1.関心のある地域の地元不動産会社の活用

2全国展開してしも大手の不動産会社の活用

3移住や二地域居住をテーマとする雑誌・書籍の活用

4.移住や二地域居住を実践している人からの紹介

5.関心のある地域の観光や交流イベント等で
懇意になった地元の人からの紹介

6.空き家ノくンクの活用

7自治体窓口の活用(自治体職員への問い合わせや照会)

8.上記以外

0% 10首 20% 30% 40弛 50弛 60首 70弛 80弛 90略 100弛

30.8略

46.2弛

53.8% 
51.9弛

回空き家パンクを閲覧したことがある (n=13) 回空き家ノくンクの存在を知っているが、閲覧したことは無い (n=52)

(5)空き家パンクを物件情報収集の手段として活用・選択する理由

問5. あなたが移住や二地域居住のための物件情報の収集手段として、「空き家パンク」

を活用する理由・選択する理由は何ですか?

なお、物件を探したことのない人や空き家パンクを閲覧したことのない人、空き家パ

ンクの存在を知らない人は、空き家ノ《ンクに対するイメージをもとにお答えください。

空き家ノ〈ンクを物件情報の収集の一手段として活用しているまたは選択する人に対して、

その理由を尋ねたところ、以下のようになった。

空き家ノ《ンクを活用 ・選択する理由としては、自治体等の公的機関が運営することによ

り、「物件情報が信頼できるから」が 64.8%、「契約時に物件所有者とのトラブ〉ルが少ない

からJが56.8%と多くなっている。公的機関による運営がもたらす信頼感が活用 ・選択を

促す要因として考えられる。その他の理由としては、「リーズナブルな価格で賃借又は購入

できるから」が 46.4%、「自治体などから優遇や補助が受けられ、メリットが大きし、からJ

が43.2%、「公的サービスの情報を一元的に得やすく便利であるから」が 42.4%、「地域情

報を得やすく、地域の情報がわかりやすいから」が 40.0%と上位になっている。(複数回答

なので、合計が 100%を超える。)
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1.自治体などの公的機関により運営されているため、

物件情報が信頼できるから

2自治体などの公的機関により運営されてし、るため、

物件の質が確保されてしもから

3民間の不動産会社の扱う物件に比べて、
リーズナブノレな価格で物件を賃借又は購入できるから

4民間の不動産会社が取り扱わないような

聞取りゃ立地場所の物件も探すことができるから

5行政施策の一環として実施されるため、

行政職員が親身に物件相談に応じたり、

要望に合致する物件を紹介してくれるから

6自治体などの公的機関により運営されてし、るため、

契約手続きや契約後に物件所有者とのトラブルが少なし、から

7.行政施策の一環として実施されるため、

地域住民との交流機会などの接点を設けてもらうことができ、

地域に溶け込みやすし、から

8.行政施策の一環として実施されるため、
物件情報だけでなく公的サービスの情報を

一元的に得やすく便利であるから

9行政がもっ地域情報を得やすく、
地域の状況がわかりやすし、から

10空き家ノ〈ンクを通じて物件を賃借又は購入すると、

自治体などから優遇や補助が受けられるため、メリットが大きし、から

11.上記以外の理由

(n=125、複数回答)

0弛 10首 20弛 30首 40首 50略 60首 70弛 80弛 90'地 100弛

64.8弛

(注)選択肢の用語解説として、調査票には次のように記載した。

(公的サービスの情報の例)公共施設、ごみ ・リサイクル、健診 ・検診、公設保育所等の

子育て情報などに関する情報

(地域情報の例)医療機関、商業施設、地域の気候 ・慣習などに関する情報
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次に、物件探しの経験の有無別に見ると、次のとおりである。まず物件探しの経験の

有無により傾向が大きく異なる理由として、 1点目は、公的機関の運営による信頼性が

あげられる。回答結果を見ると、自治体等の公的機関により運営されていることにより、

物件情報が信頼できる点(経験者 73.9%、未経験者62.7%)や物件の質が確保されてい

る点(経験者 39.1%、未経験者 26.5%)で物件探しの経験の有無による差が見られる。

2点目は、物件の価格(月額賃料や売価)の安さがあげられる。回答結果を見ると、

リーズナブルな価格で、物件を賃借文は購入で、きる点(経験者 65.2%、未経験者 42.2%)

で物件探しの経験の有無による大きな差が見られる。空き家ノくンクで物件探しをしたこ

とのある人は、その「安さ」にメリットを感じているものと考えられる。

3点目として、地域住民との円滑な人間関係づくりへの行政のサポートに対する期待

感があげられる。回答結果を見ると、地域住民との交流機会等の接点を設けてもらうこ

とができ、地域に溶け込みやすい点(経験者43.5%、未経験者 22.5%)で物件探しの経

験の有無による差が見られる。

l自治体などの公的機関により運営されているため、

物件情報が信頼できるから

2自治体などの公的機関により運営されているため、
物件の質が確保されてしもから

3民間の不動産会社の扱う物件に比べて、

リーズナプノレな価格て'物件を賃借文は購入できるから

4民間の不動産会社が取り扱わなし、ような聞取りゃ

立地場所の物件も探すことができるから

5行政施策の一環として実施されるため、
行政職員が親身に物件相談に応じたり、

要望に合致する物件を紹介してくれるから

6自治体などの公的機関により運営されているため、
契約手続きや契約後に物件所有者とのトラプ、ノレが少なし、から

7行政施策の一環として実施されるため、

地域住民との交流機会などの接点を設けてもらうことができ、

地域に溶け込みやすいから

8行政施策の一環として実施されるため、

物件情報だけでなく公的サービスの情報を
一元的に得やすく便利であるから

9行政がもっ地域情報を得やすく、地域の状況がわかりやすし、から

10空き家ノくンクを通じて物件を賃借又は購入すると、
自治体などから優遇や補助が受けられるため、メ~:/トが大きし、から

11.上記以外の理由

0弛 10弛 20弘 30% 40首 50弛 60弛 70% 80% 90弛 100%

73.9首

留物件探しの経験有り (n=23) 臼物件探しの経験無し (n=102)
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(6)空き家パンクを物件情報収集の手段として活用・選択しない理由

問6. あなたが移住や二地域居住のための物件情報の収集手段として 「空き家ノミンク」

を活用しない理由 ・選択しない理由は何ですか?

なお、物件を探したことのない人や空き家ノ〈ンクを閲覧したことのない人、空き家パ

ンクの存在を知らない人は、空き家パンクに対するイメージをもとにお答えください。

空き家パンクを物件情報の収集の一手段として活用していないまたは選択しない人に

対して、その理由を尋ねたところ、以下のようになった。

空き家ノ〈ンクを活用 ・選択しない理由としては、「空き家パンクを知らなし、から」が

20.2%で最も多い。次いで、「サイトの利便性や使い勝手が低いからJ、「物件の詳細情報

を入手するための個人情報の提供に抵抗感があるからJ、「複数の空き家パンク問で掲載

情報が共通化されていないために比較検討を行いにくし、から」がいずれも 18.1%を占め

ている。(複数回答なので、合計が 100%を超える。)

1.民間の不動産会社が提供する物件情報サイトに比べて

サイトの利便性や使い勝手が低し、から

2.掲載されてしも物件数が少なし、から

3掲載されてしも物件の個々の情報量が少なし、から

4掲載されている物件は、築年数の古さ、耐久性への不安、

大幅な改修の必要性、入居後の設備や内装の不備への不安など、

個々の物件の質が好ましくなく、信頼性が低し、から

5掲載されている物件は、賃料や売価を巡って

所有者などとの折り合いがつきにくし、から

6.掲載されてしも物件は、改修内容や改修費の負担を巡って
トラブノレが発生しやすb、から

7.土地や建物の所有者との人間関係が密になることが予想され、
わずらわしし、から

8.自治体などの公的機関の職員との人間関係が密になることが予想、され、
わずらわしし、から

9.掲載されてしも物件の詳細情報は、

自治体などに問い合わせなし、と入手できないので不便であるから

10.掲載されてしも物件の詳細情報は、

個人情報(氏名、住所、 連絡先など)を登録しなし、と入手できないが、

個人情報の提供には抵抗感があるから

11.複数の空き家ノくンクの聞で、物件の掲載情報が共通化されていないため、

物件の比較検討を行いにくし、から

12.空き家パンクを知らなし、から

13上記以外の理由

14.回答できない

(n=243、複数回答)

0略 10也 20首 30弛 40弘 50也 60弛 70弛 80也 90弛 100弛

20.2叫
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次に、物件探しの経験の有無別に見ると、物件探しの経験の有無による違いはほとん

どない。非活用の理由としては、次のことが上位となっている。それは、「空き家ノくンク

を知らないからJ(経験者 23.1%、未経験者 17.5%)、「サイトの利便性や使い勝手が低

いからJ(経験者 16.2%、未経験者 19.8%)、「物件の詳細情報を入手するための個人情

報の提供に抵抗感があるからJ(経験者 16.2%、未経験者 19.8%)、「複数の空き家ノ〈ン

ク間で掲載情報が共通化されていないために比較検討を行いにくいからJ(経験者20.5%、

未経験者 15.9%)等である。

l民間の不動産会社が提供する物件情報サイトに比べて

サイトの利便性や使い勝手が低し、から

2掲載されてしも物件数が少なb、から

3掲載されてしも物件の個々の情報量が少なし、から

4掲載されてしも物件は、築年数の古さ、耐久性への不安、

大幅な改修の必要性、入居後の設備や内装の不備への不安など、

個々の物件の質が好ましくなく、信頼性が低し、から

5掲載されてb、る物件は、賃料や売価を巡って

所有者などとの折り合いがつきlこくし、から

6掲載されてしも物件は、改修内容や改修費の負担を巡って
トラブルが発生しやすし、から

7土地や建物の所有者との人間関係が密になることが予想され、

わずらわしし、から

8自治体などの公的機関の職員との人間関係が密になることが予想され、

わずらわしし、から

9掲載されてしも物件の詳細情報は、

自治体などに問い合わせなし、と入手できないので不便であるから

10掲載されてしも物件の詳細情報は、

個人情報(氏名、住所、連絡先など)を登録しなし、と入手できないが、

個人情報の提供には抵抗感があるから

11複数の空き家ノ〈ンクの問で、物件の掲載情報が共通化されていないため、

物件の比較検討を行いにくし、から

12空き家ハンクを知らなし、から

13上記以外の理由(ー)

0弛 10弛 20% 30% 40弛 50% 60唱 70唱 80弛 90也 100%

23.1% 

14回答できない 目
0.0也

回物件探しの経験有り (n=11 7) 白物件探しの経験無し (n=126)
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次に、空き家パンクを知っており、かつ、それを活用しない人について、空き家ノミン

クの閲覧の有無別に見ると、次のとおりである。(4)で述べたとおり、空き家パンクを

物件情報収集の一手段として活用するとの回答は、空き家ノくンクの閲覧者では 7.7%に留

まるのに対し、非閲覧者では 32.7%である。このよ うに空き家ノくンクを閲覧すると、物

件情報収集の一手段として位置付ける人が減ってしまう傾向にある。

そこで、閲覧者の非活用理由を見ると、「掲載物件数が少ない」が 33.3%で最も多い。

次いで、「サイトの利便性や使い勝手が低し、」、「物件の個々の情報量が少なしリ、「複数の

空き家ノくンク間で物件の比較検討を行いにくしリがいずれも 25.0%となっている。した

がって、空き家ノくンクに掲載する情報の内容及びサイトの機能性も含めた「見せ方」の

部分の両面からの検討が必要であると考えられる。

0唱 10事 20弛 30弛 40也 50唱 60首 70弛 80也 90首 10m地

1 民間の不動産会社が健供する物件情報サイトに比べて Møøグ~:<1 25 .0弛
サイトの利便性や使い勝手が低し、から 1<' <' <16.3弛

2掲載されてしも物件数が少なし、から へγι γ 山 115.6弛

3.掲載されている物件の個々の情報量が少なし、から MZ四"/""f"~目"，，~百 25.0%

4掲載されてしも物件は、築年数の古さ、耐久性への不安、 らm 押胃胃開聞

大幅な改修の必要性、入居後の設備や内装の不備への不安など、 院第持経失16、7hb
個々の物件の質が好まLくなく、信頼性が低し、から ~ 

5掲載されている物件は、賃料や売価を巡って し0側
所有者などとの折り合いがつきlこくし、から にム70YJム118.8唱

6掲載されている物件は、改修内容や改修費の負担を巡って
トラブノレが発生しやすいから

7土地や建物の所有者との人間関係が密になることが予忽され、
わずらわしし、から

8自治体などの公的機関の職員との人間関係が密になることが予想され、
わずらわしし、から

9掲載されてしも物件の詳細情報は、 10.0也
自治体などに問い合わせないと入手できないので不便であるから [<:<:<:':J 9.4也

10掲載されてしも物件の詳細情報は、

個人情報(氏名、住所、連絡先など)を登録しないと入手できないが、

個人情報の提供には低抗感があるから

11.複数の空き家ノくンクの聞で、物件の掲載情報が共通化されていないため、

物件の比較検酎を行いにくいから

10.0也
12.空き家ノ〈ンクを知らないから 10:0叫

0.0弛
13上記以外の理由(ー)10:0弛

14回答できない
16.7弛

25.0也

33.3唱

: <134.4首

図空き家パンクを閲覧したことがある (n=12) 日空き家ノ〈ンクの存在を知っているが、閲覧したことは無い (n=32)

103 



〈7)空き家パンクに掲載して欲しい情報

問7.物件情報のサイトには、一般的に、賃貸 ・売買の種別、建築年次、設備状況、間

取りなどの基礎的情報が掲載されています。あなたが移住や二地域居住を目的として物

件探しをする際に、こうした基礎的情報のほかに必要だと思う情報は何ですか?

なお、物件を探したことのない人も、実際に物件探しをする場面をイメージしながら

お答えください。

空き家ノ〈ンクに掲載して欲しい'情報については、基礎的情報以外の情報の中では、「物

件所有者の紹介J、「教育施設に関する情報」及び「近隣の観光地 ・見どころに関する情

報」の 3点を除き、いずれも、「必須であるJとの認識が 6割から 8割強を占めている。

l家屋状態の目安となる指標

(合印などで家屋状態を4段階で表示するなど)

2補修の要否

( r補修不要多少の補修必要大幅な補修必要Jなど)

3補修に要する費用の額や費用負担の有無

4物件所有者の紹介

(本人の紹介や物件希望者へのメッセージ)

5問い合わせ連絡先(不動産業者、物件所有者など)

6交通機関に関する情報(駅 ・パス停の位置、距離など)

7医療施設 ・福祉施設に関する情報(施設名、位置、距離など)

8教育施設に関する情報(施設名、位置、距離など)

9商業錨設などの日常生活で利用する施設に関する情報

(スーパーマーケシトや銀行の位置、距離など)

10近隣の観光地 ・見どころに関する情報

回必須である

(n=400、単回答)

0品 10覧 20耳 30国 40事 50国 60弛 70拡 80略 90略 100弛

日あれば便利である 園あってもなくてもよい
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〈8)空き家パンクの運営主体や行政に求める施策

問8.空き家パンクの利用が進むために、空き家パンクの運営主体や自治体などの公的

機関から、どのよ うなサービスがあれば望ましいと思いますか?

あれば望ましいサービスとしては、「物件情報の内容の充実」が最も高く、 86.3%を占

めている。次いで=、「物件の位置を地図上に示したマップの提供」が 56.0%、「地域のル

ールや慣習の十分な説明」が 43.3%となっている。(複数回答なので、合計が 100%を超

える。)

l 物1~ 情報の内容の充実
(物件の内観写真の掲載、近隣情報の掲載など)

2物何の位置を地図上に示した7 ップの提供

3移住・二地域居住希望者の愈向・要望に沿ったお薦め物件の紹介

4移住・二地峡居住希望者向けの現地見学会・現地案内の開催

5現地見学会・現地案内の参加者への交通費の補助

6空き家所有者と移住・交流希望者の面会の実施

7興味・関心のある物件への体験入居の実施

8興味・関心のある物件への体験入居に要する
各種費用(移動費など)の補助

9契約交渉時の行政職員の立会いや同席

10空き家物件の仲介業務に携わる不動産業者と

自治体との健携(不動産業者への安心感の確保)

II移住・二地滅居住の実施前や開始後に、
地域住民との交流機会や地域行事への参加促進

12移住・二地域居住の実施前やl開始後に、
地域のルールや慣習(決まりごと)の十分な説明

13移住・二地域居住を開始した人への
住宅関連費用(改修費、家賃、転居費用等)の補助

14既に移住・二地域居住を実施してL、る人の

暮らしぶりや地岐活動の紹介(先輩の活動紹介)

15.上記以外

(nニ400、複数回答 ・5個まで)

。略 10也 20% 30唱 40弛 501‘ 60也 701も 80弛 901も 100!地

86.3% 

56.0弛

33.8也

37.0弛

30.0帖

17.3也

38.01‘ 
25.8見

22.8帖

29.8唱

43.3% 

37.3弛

27.3首

105 



第5章効果的な空き家パンクのあり方
空き家ノ《ンクは、移住 ・交流の促進を図るため、移住 ・交流者及び希望者の円滑な住宅

確保を支援するものとして活用される方策である。そこで、最後に、この調査研究では、

以上の基礎調査の結果を踏まえ、移住 ・交流の促進としづ本来の目的によりよく資するこ

とのできる効果的な空き家ノ《ンクのあり方について以下のとおり検討を行った。検討結果

として示した考えられる取組の例については、実際に移住 ・交流の実績をあげている先進

的な空き家ノくンクの取組として紹介した6つの地域の事例も参考にして記述している。

1.空き家パンクに対する認知度の向上

都市住民のニーズ調査の結果を見ると、都市部在住の移住・二地域居住に関心のある人

の間で空き家ノ〈ンクの認知度は低く、移住 ・二地域居住のための物件をインターネット等

で探した経験のある人の間でも大半の人が空き家パンクを認知していない。移住 ・交流の

促進に資するには、今後空き家ノくンクが物件情報収集の有効な一手段として多くの人に認

知されることが必要であり、このためには効果的な情報発信を行うことが求められる。

<空き家パンクに対する認知度の向上のために考えられる取組の例>

O 空き家ノ〈ンクを知ったきっかけは、移住 ・二地域居住をテーマとする新聞 ・雑誌 ・

書籍等の活字媒体を見たことによるというケースが最も多い。このため、新聞 ・雑

誌等のマスメディアに対して空き家ノくンク等の移住 ・交流促進施策に関する情報の

提供を積極的に行い、記事に取り上げてもらうよう努める。

O 空き家ノくンクについては、関心のある地域の自治体のホームページ及び他の移住 ・

二地域居住をテーマとするホームページを見て知ったというケースも多い。このた

め、各自治体のホームページ、移住 ・交流推進機構 (J0 1 N)のホームページ等

に空き家ノくンク等の移住 ・交流促進施策に関する情報を積極的に入力する。

O 空き家ノ〈ンクを移住 ・二地域居住をテーマとするテレビ番組を見て知ったという人

も少なくない。このため、テレビの関係者にも空き家ノ〈ンク等の移住・交流促進施

策に関する情報の提供を積極的に行い、番組に取り上げてもらうよう努める。
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2.空き家パンクを支える取組の充実

移住 ・交流の促進に資するには、空き家ノ《ンクが活用されることが必要であり、このた

めには、空き家ノ〈ンクに登録 ・掲載される内容の充実はもちろん、それを支える取組が充

実したものである必要がある。そこで、物件情報の収集から移住後のフォローまでのそれ

ぞれの段階においてきめ細かな対応を行うことが求められる。

( 1 )空き家の物件情報の収集の促進

都市住民のニーズ調査の結果を見ると、空き家ノくンクを物件探しの一手段として活用

しない理由のーっとして、空き家ノ《ンクに登録されている物件数の少なさがあげられる。

移住 ・交流の促進に資するには、空き家パンクの登録物件数を確保することが必要で、

あり、今後空き家ノくンクの物件登録促進に向けた取組が求められる。

<空き家の物件情報の収集のために考えられる取組の例>

O 区長、 町内会長等の理解と協力を得ながら、 地域の空き家物件を調査し、空き家

所有者に空き家パンクへの物件登録を依頼する。また、地域に密着し、 地域の情

報に精通しているNPO等の団体とも連携を図り、 地域内にある空き家物件の掘

り起こしを進める。

O 空き家の所有者に対して、広報誌、回覧板、ホームページ等を通して呼び掛けを

行うとともに、講演会 ・説明会等の開催を通じて移住 ・交流促進施策の重要性を

理解してもらい、物件の登録に協力しても らえるよう'働きかける。

O 他の市町村に住んでいる空き家所有者に対して空き家パンクの周知を図る。具体

的には、固定資産税等の税関係書類の封筒に「空き家ノ〈ンクに登録しませんか?J

等の物件登録を促すPR文を印刷するなどの工夫を行う。

O 宅地建物取引業協会及びその会員との連携を図り、会員の有する空き家物件の情

報を提供してくれるよう協力を要請する。また、宅地建物取引業協会等が開設し

ている物件紹介のサイ トとリンクを張ることによって、提供できる空き家の情報

の充実を図る。

(2)空き家物件の情報発信・空き家パンクの掲載情報の肉容の充実

都市住民のニーズ調査の結果を見ると、空き家パンクのサイトの使い勝手の問題や空

き家ノ〈ンクに掲載されている情報の内容が少ないことが、移住希望者が空き家ノ〈ンクを

閲覧しても物件探しの一手段として活用しない主な理由になっている。移住 ・交流の促

進に資するには、空き家ノ〈ンクに関するこうした状況を改善する必要があり、このため

には、空き家物件の情報発信の方法及び空き家パンクの掲載情報の内容の両面にわたる

工夫が求められる。
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<空き家物件の情報発信のために考えられる取組の例>

O 空き家ノ〈ンクを広く多くの人に周知するためにインターネット上にこれを開設す

る際には、空き家ノ〈ンクを単独で開設するのではなく、移住 ・交流の促進を目的

として地域の魅力や良さを伝える他のサイトと連携した形で開設する。

O インターネット上で空き家ノ《ンクのページを見つけやすいように、市町村のホー

ムページのトップページに空き家ノ《ンクのバナーを貼るなど、閲覧し易い環境を

整える。

O 空き家物件の比較がしやすいように、近隣の市町村の空き家パンク聞においてa情

報掲載の様式を共通にし、相互にリンクを張る。

O 都道府県内全域の物件を容易に見ることができるように、都道府県が開設してい

るホームページと都道府県内の市町村の空き家バンクの聞にリンクを張る。

O 都市部に住む地元出身者のUターンの促進に資するよう、地元県人会、学校の同

窓会等を通巳て定住促進のパンフレットを配付する。

<空き家ノ〈ンクの掲載情報の内容の充実のために考えられる取組の例>

O 空き家パンクには、住宅の所在地、家屋の構造、間取りといった空き家の基礎情

報をわかりやすい文字情報として掲載する。これに加え、物件を地図上に表示し

たり、物件の外観及び内観の写真を掲載したりするなどにより、閲覧者の視覚に

訴え、できるだけ物件のイメージが具体化できるよう工夫を行う。

O 空き家パンクには、市町村が空き家の改修 ・修繕にかかる費用への補助制度を創

設している場合は、物件情報とともにその補助制度についての情報も載せる。

O 空き家パンクには、家屋の状態の目安、補修の要否、交通機関 ・医療施設等の主

要施設への距離など、移住希望者の立場から必要と思われる生活情報の掲載も行

うとともに、空き家の周辺環境、実際の移住者の体験談等も掲載する。これらに

より、その地域で住んだ場合の生活がイメージできるように情報の内容の充実を

図る。

O 状況によっては、空き家パンクへの物件の情報の登録を最小限にし、詳細な情報

については、相談に来た移住希望者の希望に応じて個別に職員等が提供するとい

う方法もあり得る。

(3)物件と希望者のマッチングから契約に至るまでのきめ細かな取組

地方公共団体に対する実態アンケート調査の結果を見ると、空き家パンクの成約件数

は、空き家ノくンクの内容の充実を図るだけでなく、物件と希望者のマッチングから契約

に至るまでの過程においてきめ細かな取組を実施している団体ほど多くなる傾向がある

ことが分かつている。そこで、移住 ・交流の促進に資するには、こうした空き家ノくンク

を支えるきめ細かな取組が求められる。
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<物件と希望者のマッチングのために考えられる取組の例>

O 移住希望者が移住後の生活のイメージをつかめるよう、移住前に地域での生活が

体験できるようにする。具体的には、田舎暮らしの体験ツアー、空き家物件への

体験入居等のプログラムをつくる。

O 空き家によっては、企業の福利厚生施設として利用可能なものもあることから、

個人だけではなく、都市部の企業に対しても空き家利用を働きかける。

o uターン者、先行移住者等を定住促進に関するアド、パイザーとして配置し、空き
家物件の紹介、現地案内、移住希望者からの相談への対応、地域の生活情報の提

供といったきめ細やかな対応を任せる。

O 空き家の現地案内を行う際には、移住後のトラブ、ルの防止及び地方公共団体が運

営する空き家ノ〈ンクへの信頼性の向上を図るよう心がける。このため、移住希望

者に対して物件や地域にとってマイナスイメージとなるような情報も等しく伝え

て包み隠さない姿勢を示す。

O 移住希望者からの相談を受ける際、一人一人ごとに個票を作成し、相談の内容に

応じたきめ細かい対応を行う。

<契約手続きの際に考えられる取組の例>

O 空き家の売買または賃貸借にかかる契約手続きの段階では、 トラブルを避けるた

め、契約者間の直接交渉または地元の宅地建物取引業者の仲介に任せ、その結果

はフォローする。

(4)契約後のフォロー

移住の実績を定着させるには、移住者が空き家の売買契約または賃貸借契約を締結し、

移住先での生活を始めてから「こんなはずで、はなかったJという思いを抱くような状況

にしないことが必要である。このためには、移住先の地域に関する正確な情報を提供し

ておくことはもとより、移住者が地域に溶け込んでいけるよう、移住者と地域住民との

交流促進等の取組も求められる。

<契約後のフォローのために考えられる取組の例>

O 移住者と地域住民との交流の場を設けたり、移住者に自治会への加入を勧めたり

するなど、移住者が地域に早く溶け込めるよう地域コミュニテイへの参加を促す。

o uターン者または先行移住者にお願いし、移住者に対する生活相談またはアド、バ
イスを自 らの体験を活かして行ってもらう。また、移住者が空き家への入居を開

始する際に町内会長や近所の人たちへのあいさつに地方公共団体の職員が同行す

るなどにより、それらのキーパーソンが地域住民とのパイプ役となって移住者の

地域内での人間関係づくりをサポートする仕組みを構築する。
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O 地域住民に移住 ・交流の重要性を理解してもらい、移住者を温かく迎え入れる意

識を醸成するため、地域住民向け説明会、実際の移住者を交えたフォーラム等を

開催する。

3.空き家パンクと他の関連施策との連携

移住 ・交流の促進に資する成果をあげるには、空き家ノくンクの登録物件の確保、移住希

望者の移住後の仕事等についても配慮する必要がある。このため、空き家パンクと他の関

連行政施策との連携を図っていくことも求められる。

( 1 )住宅に関する施策との連携

現在の空き家の現状を見ると、地域内に空き家が存在していても、所有者がその空き

家を倉庫として使用し、中の荷物を片づけないと使用できないケースがある。また、仮

に所有者に空き家を賃貸する意思があったとしても、空き家を居住可能な状態にするた

めには修繕 ・改修が必要であり、そのための予算を所有者または居住予定の移住希望者

の方で負担することもできないケースがある。移住 ・交流の促進に資するためには、空

き家を地域活性化の「眠っている宝Jと位置づけ、それを埋もれさせないように住宅施

策との連携を図り、空き家の積極的活用の素地をつくることが求められる。

<住宅に関する施策との連携のために考えられる取組の例>

O 移住希望者が空き家を修繕 ・改修する場合に、市町村がその区域内の建築業者と

連携を図り、業者の連絡先、修繕にかかる見積り額等の情報を提供する。

O 地域の実情によっては、空き家所有者に対して空き家の改修・修繕にかかる費用、

空き家内にある荷物の片付け、掃除等の空き家を居住可能な状態にするための作

業にかかる費用の一部を助成する制度を設けることも検討する。

O 地域の実情によっては、市町村が空き家を借り上げて改修した後に移住希望者に

対して貸し出すことも検討する。

(2)就業・就農支援に関する施策との連携

移住の実績をあげるには、移住希望者が移住後の生活を安定的に続けていけるように

することが必要であり、このためには地域内で収入を得るための手段を確保する必要が

ある。そこで、移住 ・交流促進施策の担当部署と就業支援施策または就農支援施策を担

当する部署とが施策の連携を図っていくことも求められる。

<就業・就農支援に関する施策との連携のために考えられる取組の例>

O 移住相談の窓口と職業紹介の窓口とを一本化し、移住希望者に対して移住及び就

業についての情報をワンストップで提供できる仕組みを構築する。
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O 地域内の企業、産地直売所、農業法人等から寄せられるハローワークの職業紹介

には出てこないような求人情報を、市町村の持つネットワークを利用してこまめ

に収集し、移住希望者に対する就職情報として提供する。

O 就農を希望する移住希望者に対しては、情報の提供のみならず、地元で農業等を

行っているNPO等の協力を得て、研修制度を設けるなど、技術指導を含めた支

援を実施する。

O 雇用の受け皿が小さい地域においては、企業誘致または起業支援といった施策も

視野に入れて、移住者の就業機会の拡大を図る。

4.空き家パンクの運営主体と関係機関との連携

移住・交流の促進に資するよう空き家パンクを円滑かっ効果的に運営していくためには、

宅地建物取引業協会、観光協会等の事業者団体、移住 ・交流を目的として活動しているN

PO  、近隣の市町村等との連携を図ることも求められる。

<空き家パンクの運営主体と関係機関との連携のために考えられる取組の例>

O 空き家ノくンクの運営をはじめとする移住 ・交流促進施策の推進には、市町村だけ

でなく地元の宅地建物取引業者、観光協会、 NPO、農協、自治会等の地域内の

様々な団体の協力が必要である。そこで、市町村と地域内の関係団体から成る協

議会を設置し、地域内の様々な主体が互いに情報を共有し、連携を図っていくた

めの機会を設け、協力体制の強化を図る。

O 空き家の評価等にあたっては、専門的な知見が必要であることから、空き家ノくン

クの円滑な運営には、宅地建物取引業協会等の事業者と連携を図ることも有益で

ある。そこで、宅地建物取引業協会等に対して移住 ・交流促進に対する理解と協

力を求め、空き家パンクの運営主体と宅地建物取引業協会等との間で業務協定を

締結するなどの連携方策をとることも検討する。

O 地方公共団体と宅地建物取引業協会等との業務協定締結の仕方については、都道

府県が宅地建物取引業協会等と包括的に業務協定を締結し、その後その協定をも

とに市町村が宅地建物取引業協会等と個別に協定を締結する方法もある。

O 移住 ・交流事業を積極的に実施しているNPOと連携を図り、田舎暮らし体験な

どのプログラムを実施する。

O 観光協会等との連携を図り、移住に関心のある観光客に対して空き家ノ〈ンクを始

めとする移住 ・交流促進施策の周知を行う。

O 空き家ノ〈ンクを運営する近隣の地方公共団体と連携を図り、物件情報を相互にリ

ンクさせ、より多くの空き家物件を広域的に比較検討できる形で移住希望者に情

報を提供する。

O 単独の市町村で移住 ・交流に関する PRイベントを実施したとしても、そのイベ
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ントに来場した都市部の住民には、市町村のイメージが伝わりにくいことがある。

また、そうしたPRイベントそのものも、単独の市町村のみでは人員及び予算の

制約があり、開催することが難しい。これらのことから、より効果的に当該市町

村をPRしていくため、都道府県及び周辺の市町村とも連携し、 roo地域」とい
った広域でのプロモーションを行う。

O 移住者の就業促進の面で、ハローワークとの緊密な連携を図り、適宜相互に情報の

提供を行う。必要の度合いによっては、ハローワークの窓口を市町村の役所内に

設置してもらうことも検討する。

5.空き家パンクに関する庁内の実施体制の充実

地方公共団体に対する実態アンケート調査の結果を見ると、空き家ノくンク開設からの累

計成約件数は、移住希望者に対するきめ細かい対応や地域住民の受入意識の醸成といった

取組を行っている団体ほど、多くなる傾向にある。また、このような取組を実施すること

ができている地方公共団体は、総じて内部の実施体制が充実している傾向にある。他方で、

実態アンケー ト調査の回答を見ると、空き家ノ《ンクや移住促進の相談窓口を設けても入手

不足で思うような対応ができていないことを課題として感じている地方公共団体も多い。

また、前述のとおり、移住 ・交流の促進に資する成果をあげるには、空き家ノくンクと関連

する他の施策との連携を図っていく必要がある。

そこで、移住 ・交流促進施策を所管する部署と住宅施策担当部署、雇用対策担当部署、

就農促進担当部署といった庁内の関連する部署とが連携をとりやすい体制を構築していく

ことも求められる。

<空き家ノ〈ンクに関する庁内の実施体制の充実のために考えられる取組の例>

O 空き家パンクの窓口と就業支援や就農支援の窓口といった関連施策の窓口を一体化

した定住に関する総合相談機能を持つ窓口を役所の中に設け、移住希望者が必要と

する情報をワンストップで提供できるような体制を構築する。

O 市町村内部の関係部局間の連携を図るため、庁内部局の横断的な連絡組織を設ける。

連絡組織の事務局は、移住 ・交流促進施策の担当部署におき、庁内の関連施策に関

する情報を担当部署に集約し、庁内全体で移住 ・交流促進施策の推進を図っていく

ことができるような仕組みづくりを行う。

O 例えば、特定の曜日を現地案内の日と決めておいて移住希望者からの現地案内の要

望に対応するなど、限られた人員体制の中でも効果的な取組を行えるような工夫を

行う。
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